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第一章 序論 
 
1.1 本研究の背景 
近年，都市部の発展に伴い，産業用地・住居用地や航空輸送の需要が増大化され，地盤条
件が良い事業地区の確保が困難な状況となり，地盤が軟弱な臨海部まで新たな土地造成のた
めの埋立事業が展開されてきた（図1.1.1参照）．一般に，このような埋立て地は，軟弱粘土
地盤上に建設されるため，場合に応じて海底地盤の過剰な沈下・変形を抑止あるいは回避す
るための軟弱地盤対策が必要である．さらに，軟弱粘土地盤に固有の大変形あるいは低強度
な力学特性に対して，安定的で経済的な設計および管理をしなければならない．したがって，
軟弱地盤の工学的な性質を事前に分析し，適宜にかなった種々の対策法を適用するべきであ
る． 
軟弱地盤上に安定的な敷地を造成するためには，精緻な設計・施工および維持管理技術が
必要となる．一方，最適な軟弱地盤対策・圧密促進工法の適用，関連する理論および経験，
安全施工、等の点において，数多くの問題が発生1)している．これらの不具合による事後処
理のため，長期間にかけて莫大な維持・保守費用がかかることになる．このような問題の発
生を防止するためには，一連の現場調査，室内試験，動態観測および数値解析による研究を
通じて，軟弱地盤の工学的問題を究明した上で，適切な対策案を提示しなければならない． 
 
 
図1.1.1 大阪湾における埋立の変遷2）に追記 
 - 2 - 
神戸沖においても大規模な埋立地の造成が継続的に行われており，近年は神戸空港島や神
戸沖埋立処分場など，水深15m以上に及ぶ海域の埋立てによる人工島が建設されている（図
1.1.2参照）．神戸港では，航路維持や泊地の確保のために浚渫工事が実施され，神戸空港島
の北西区域にあるポンドには，浚渫粘土を3回に分けて投入し，浚渫粘土地盤の陸地化に向
けた地盤改良工事を実施している状況にある．一次および二次浚渫粘土は，圧密促進のため
にプラスチックボードドレーン工法を適用している3)が，その後2011年に受け入れた三次浚
渫粘土は未改良であり，「人も立つことできない」ほどの超軟弱地盤であった． 
このような超軟弱地盤を陸地化する過程で最も困難な課題は，施工機械の走行性を確保す
ることにあった．当該敷地における施工機械のトラフィカビリティーの確保を目的とする表
層地盤改良を実施するにあたって，鉄鋼スラグを固化材として用いた地盤改良工およびジオ
グリッドシートを敷設した覆土施工の２種類の試験施工が同時に計画された．本論文では，
これらの試験施工における地盤挙動の観測と分析を通じて，軟弱地盤対策工の設計基準を提
示している． 
 
 
図1.1.2 神戸空港島の浚渫粘土埋立て区域 
 
一方，神戸沖埋立処分場は，長年に亘り膨大な量の廃棄物を埋立材料として用いている．
この種の人工島では，埋立土，廃棄物等の荷重が海底地盤に作用することにより，比較的軟
弱な沖積粘土層のみならず，その下部の洪積粘土層にまで継続的な沈下が生じることが広く
知られている4)5)．神戸～泉南に至る大阪湾域の洪積粘土層は，応力履歴としては正規圧密地
盤であるが，圧縮特性に及ぼすひずみ速度の影響6)7)8)9)により，室内圧密試験結果からは，過
圧密粘土と判定される． 
この種の時間依存性を考慮した粘土の沈下挙動を表現した構成モデルは，時間とともに塑
性ポテンシャル関数が大きくなることで粘性挙動を表現する関口・太田モデル10)やカムクレ
イモデルに土の構造骨格の影響を取り入れたSYSカムクレイモデル11)12)などがある．また，
第Ⅰ章 序論 
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関口・太田モデルを取り入れた汎用性の高い数値解析プログラム13)が開発され，実務レベル
で高精度の変形・沈下解析が可能となっている．一方，藤原らは14)，神戸沖の上部洪積粘土
層であるMa12層から採取した試料を用いて，ひずみ速度の異なる定ひずみ速度圧密試験を
実施し，正規圧密領域における圧密曲線は圧縮ひずみ速度に強く依存すること，圧密降伏応
力はひずみ速度が小さくなるにつれ小さくなることを示している．また，室内試験で得られ
た圧密降伏応力σ’vyを用いて沈下予測を行う場合，現場のひずみ速度に応じてσ’vyを低減すべ
きであることを報告している． 
以上の事柄から，沖積ならびに洪積海成粘性土地盤の圧密沈下量の予測のためには，圧密
降伏応力に及ぼす圧縮ひずみ速度および堆積年代の影響を定量的に評価する必要がある． 
 - 4 - 
 
1.2 研究の目的および概要 
1.2.1 研究の目的 
このような背景から，本論文では，埋立地造成に伴う地盤工学的問題に関する以下の２つ
の事例研究の成果をまとめている． 
 
① 超軟弱粘土地盤の表層改良に関する事例研究：神戸空港北西区域の浚渫粘性地盤の土地
化に向けて提案された鉄鋼副産物の混合による表層固化改良工およびジオテキスタイル
を用いた表層覆土工法の２種類の表層地盤処理工の適用性を検討する．２つの工法によ
る試験施工を実施し，原位置調査・室内試験，動態観測，数値シミュレーションを実施
し，表層改良工の設計への適用性を評価する． 
 
② 埋立てによる海底粘土地盤の沈下予測に関する事例研究：神戸沖埋立処分場の海成地盤
の圧密沈下を予測するために，海底地盤から採取した乱れの少ない粘土試料を用いて，
圧縮ひずみ速度を変えた一連の一次元圧密試験を実施し，堆積年代が圧密降伏応力に及
ぼす影響を定量化する．加えて，室内試料のせん断弾性係数GLabを測定し，原位置にお
けるPS検層から求めた原地盤のせん断弾性係数Gfを比較することにより，室内粘土試料
の品質を事前に評価する． 
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1.2.2研究の概要 
本論文で題材とした2つの研究事例の概要を表1.2.1に示す． 
 
表1.2.1 本研究の概要 
事
例 
超高含水比浚渫粘土地盤の 
表層地盤改良に関する事例研究 
埋立地造成による海成地盤の 
圧密沈下予測に関する事例研究 
主
な
研
究
内
容 
お
よ
び
研
究
手
法 
各種鉄鋼副産物混合による表層改良工 
① 神戸沖埋立処分場の海底から採取した粘土試
料の室内せん断弾性係数GLabを測定し，原位
置におけるPS検層（サスペンション法）の
測定値Gfと比較することにより，室内試料の
品質を評価． 
② 一連の一次元圧密試験を実施し，堆積年代が
圧密降伏応力に及ぼす影響を定量化．  
③ 神戸空港島の洪積粘土の原位置における圧縮
ひずみ速度の実測値を参考にして，神戸沖処
分場海成地盤の原位置における過圧密比OCR
を推定． 
④ 推定されたOCRを用いて沈下計算を実施し，
埋立処分場の沈下計測結果と比較検討し，推
定した原位置のOCRの妥当性を評価． 
① 自然含水比が約200％の浚渫粘土の強度改善の
ために，各種鉄鋼副産物を２種類の配合比で
混合養生させ，一連の室内試験を実施． 
② 表層部の固化改良の試験施工を行い，施工効
率，混合土の均質性，浚渫粘性土の強度増加
を原位置調査により確認． 
③ 鉄鋼副産物混合土の室内・原位置調査結果を
用いて，「道路土工－施工指針」および「セ
メント固化材による地盤改良マニュアル」と
照査し，改良効果を検証． 
ジオテキスタイルを用いた表層覆土施工 
① 高含水比の粘土地盤上にジオテキスタイルを
敷設することによる支持力増加を確認するた
め，地盤変形解析汎用プログラム（PLAXIS）
を用いて変形と安定性を事前解析． 
② 事前解析において，ジオテキスタイル敷設効
果を確認し，ジオテキスタイル用いた覆土施
工を実施し，覆土および施工機械走行時の地
盤沈下・ジオグリッドの伸びを計測すること
で地盤挙動を把握し，数値解析結果と比較検
討して，施工前の地盤物性値を推定． 
③ 土とジオテキスタイルの相互作用，施工機械
走行時の変形を予測するために，一連の室内
試験を実施．これらの結果と施工履歴を厳密
に反映した2次元・3次元数値解析により地盤
改良工の適用性を検討し，設計法の妥当性を
評価． 
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1.3 本論文の構成 
本論文は，7つの章で構成されている．  
 
第一章は序論とし，本研究の背景および目的について述べている． 
 
第二章では，軟弱地盤改良に関する過去の事例研究および埋立地造成に伴う海底地盤の沈
下特性に関する既往の研究について整理している．まず，軟弱地盤の各種改良工法の概要を
レビューし，既往工事における海成地盤および浚渫埋立地盤の対策工についてまとめている．
つぎに，埋立て造成による沈下問題が顕在化している大阪湾洪積粘土の擬似過圧密挙動につ
いて述べ，圧縮・圧密特性に及ぼすひずみ速度，年代効果による構造の影響，等に関する既
往の研究をレビューしている． 
 
第三章では，現在までの神戸沖の埋立ての歴史を概観している．まず，第一の事例研究の
対象地である神戸空港島サイトの浚渫埋立てのこれまでの履歴を詳しく述べている．施主に
より実施された原位置調査・室内試験結果を分析し，現状における一次～三次浚渫粘土の物
理的・力学的特性についてまとめている．つぎに，第二の事例研究の対象である神戸沖埋立
処分場で実施された過去の原位置試験・室内土質試験データを分析し，海底にある沖積およ
び洪積粘土地盤の物理的・力学的特性の特徴を明らかにしている． 
 
第四章では，神戸空港の超軟弱粘土地盤の表層地盤改良に関する事例研究について述べて
いる．まず，リサイクル材料である各種鉄鋼副産物を軟弱粘土と混合撹拌することによる固
化改良工の適用性を検討している．室内配合試験により表層混合処理工による地盤改良効果
を確認した上で，試験施工を実施した．試験施工による改良地盤の原位置調査・室内試験結
果から，鉄鋼スラグ混合土が最も短期間で所要の強度が発現するものの，工期・施工性の問
題から，超軟弱粘土には表層固化工法は適さないことを明らかにした．つぎに，ジオテキス
タイルを用いた覆土工の適用性を検討している．各種室内試験から，浚渫粘土および覆土材
の物理・力学特性，ジオテキスタイルの材料特性，引っ張り力を受けた場合のジオテキスタ
イルと土との相互作用，等をそれぞれ明らかにした上で，地盤およびジオテキスタイルの動
態観測を伴う覆土試験施工を実施している．室内試験から得られた地盤、覆土材、ジオテキ
スタイルシートの材料特性を考慮した数値解析により，試験施工時の地盤挙動をある程度シ
ミュレーションすることに成功し，本施工における設計値を提案している． 
 
 
第Ⅰ章 序論 
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第五章では，神戸沖の沖積ならびに洪積海成粘性土地盤の圧密沈下量の予測のために，海
底地盤から採取した乱さない試料を用いた室内一次元圧密試験を実施し，圧密降伏応力に及
ぼす圧縮ひずみ速度および堆積年代の影響に焦点を絞った議論を展開している．試験結果の
評価に先立ち，原位置で実施したS波速度検層結果とベンダーエレメントによるS波速度を比
較することにより，乱れの少ない高品質な試料であることを確認している．応力履歴として
正規圧密状態にあり堆積年代が異なる一連の試料群を用いて，圧縮ひずみ速度を広い範囲で
変えた一連の圧密試験を実施したところ，堆積年代が若い粘土ほど圧密降伏応力に及ぼす圧
縮ひずみ速度の影響が顕著であり，擬似過圧密比が大きくなることが明らかとなり，この影
響を“過圧密比に及ぼす圧縮ひずみ速度係数（α）”を用いて定量化している． 
 
第六章では，第四章と第五章で述べた２つの事例研究を踏まえ，軟弱地盤の工学的問題の
原因と対策工に関してまとめている．さらに，一連の事例研究より明らかになった地盤工学
的課題の対処法を議論している． 
 
第七章では，第三章～第六章で得られた知見をまとめて本論文の結論としている． 
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第二章 既往の研究 
 
2.1 はじめに 
本章では，軟弱粘土地盤の改良に関する事例研究（第四章）および埋立地造成に伴う海底
地盤の沈下予測に関する事例研究（第五章）のそれぞれに関連した既往の研究について整理
している．まず，従前の地盤改良工法の概要をレビューし，海成地盤および浚渫埋立地盤の
対策工に関してまとめる．つぎに，埋立造成による沈下問題が顕在化している大阪湾洪積粘
土の擬似過圧密挙動に密接に関連する粘土の年代効果と構造の影響に関する既往の研究につ
いてレビューする．  
 - 10 - 
 
2.2 軟弱地盤対策工の概要 
軟弱地盤として呼ばれるのは，沖積平野，山間の谷部に堆積した沖積粘土層の軟弱地盤な
自然地盤あるいは埋立や盛土などによって造成された比較的軟らかい人工地盤である．軟弱
な粘性土地盤上に構造物を築造する場合，地盤の破壊や過大な圧密沈下によって盛土などの
構造物に，施工中，共用後も長期にわたって支障が生じ，周辺地盤まで影響を及ぼすことが
ある．この軟弱地盤上の土木工事を実施した時，問題が発生するのは施工中および施工後で
あるが，問題は大きく，安定・支持力に関するもの，沈下・変形に関するものに大別できる．
前者は，主として土のせん断変形，後者は主として土の圧縮・圧密特性に関係する（表2.2.1
参照）． 
このような問題を解決するための方策が軟弱地盤対策工であり，改良目的に応じた最適な
工法の選定・組合せが必要である．表2.2.2は，安定対策と沈下対策の主な目的をまとめてい
る．各種の軟弱地盤対策工それぞれの改良原理，改良目的および改良効果を理解する必要が
ある．そして土木工事を実施にあたり，土構造物の規模・構造・性格，地盤状況，施工条件
などを考慮して，現地条件に最適な対策工を選定する．  
 
表2.2.1 軟弱地盤における工事の主な問題点1) 
 
 
第二章 既往の研究 
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表2.2.2 軟弱地盤における対策工の目的2) 
 
 
地盤の破壊に対する安定性は，土のせん断強度に強く依存する．したがって，軟弱地盤の
強度特性を改善し，安全性を向上させるためには，粘性土地盤を強制的に圧密させることに
よって地盤の強度増加を計ったり，固結させることによってせん断強度を増加させる方法が
ある．さらに，変形特性は，土の体積変化（圧縮・膨張変形：粘性土地盤の圧密沈下）と形
状変化（せん断変形：即時沈下や側方流動）に分けられる．地盤のこのような変形特性を改
善するためには，地盤からの圧密脱水を効率的に行うことによって圧密沈下を促進させる方
法と，地盤を締固めたり固結させることによって沈下量そのものを低減させる方法がある． 
これらの対策工法を検討・選定するにあたっては，対策目的，構造物の特性，改良対象土
の性状，施工条件，施工工期，環境面で制約，周辺に及ぼす影響などの諸条件を考慮し，目
的を達成するように比較検討を行い，最終的には経済性の観点で最適な工法を選ぶことが重
要である．表2.2.3は，軟弱地盤を処理するために採用されている主要な対策工法の原理，改
良目的と効果のまとめである． 
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表2.2.3 主な軟弱地盤対策工の種類と適用2) 
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2.3 海底地盤上の大規模埋立ておよび軟弱地盤改良に関する事例研究 
2.3.1 関西国際空港敷地造成に伴う施工上の諸問題 
1944年9月に開港した関西国際空港Ⅰ期は，大阪都市から单西に約35km離れた大阪湾に建
設され，大阪湾泉州沖5kmに建設された体表する人工島空港でその規模は約511haにもおよび，
空港造成による圧密圧力増分は最大400kPa程度を達する．大水深（平均水深18m），軟弱地
盤（沖積層厚20m，洪積層厚100m）上に埋め立てた人工島である． 
 
 
写真2.3.1 関西国際空港 （関西国際空港用地造成株式会社HP） 
 
 
図2.3.1 空港島北端線地質構造3) 
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関西国際空港建設工事における特徴的な概要は以下のようなものである． 
 
① 平均水深が18mの深い海で建設される． 
② 基礎地盤条件は，大沈下が起きやすい16~20m厚さの圧縮性が大きく軟弱な沖積層の下
に多少強いが，比較的に圧縮性が大きな洪積粘土層と砂や礫の層が交互に重なって400m
以上の厚さで堆積している．図2.3.1は人工島の東西地層断面図に対する地層構成図であ
り10m以上の大きな沈下が長期間にわたって発生すると予想される． 
③ 1億8千万m3の盛土が必要な511ha（4370m×1250m）規模の人工島を5年弱という短期間
で完成させる． 
 
 
図2.3.2 深さと土質試験結果一覧（No.56-9孔）4) 
第二章 既往の研究 
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図2.3.2に示すように，沖積粘土は塑性限界wp=10%~80%，液性限界wL=30~120%で自然含水
比wnは液性限界に近い．一方，洪積粘土液性限界wL=70%~120%，塑性指数wp=40%~80%の範
囲で過圧密比OCRは約1.3~1.5である．この軟弱層を早期に圧密終了させるために，サンドド
レーン工法（以下SD工法）などによる地盤改良が行われた． 
沖積層（Ma13）の沈下対策については，SD工法による地盤改良が全域に施された．SD工
法の選択理由は，従来の臨海開発部での実施も多く，安定管理を慎重に行うことで高い信頼
性が得られることであった． 
 
 
図2.3.3 調査工区と沈下計測箇所4) 
 
 
図2.3.4 調査工区の計測断面および計器配置5) 
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図2.3.5 埋立断面図6) 
 
 
図2.3.6 施工手順図7) 
 
改良工事実施前に，各種工法の試験施工を実施による地盤挙動を調査し，特にサンドドレ
ーン工法の効果確認および沈下予測手法の定量的に評価するため図2.3.3に示したように，人
口島の西北で現場計測を実施した．計測断面では，サンドドレーン工法による地盤改良挙動
を広範囲に把握するため，沈下量，水平変位量，間隙水圧，土圧（載荷荷重）を測定（図
2.3.4）している．埋立の施工断面を図2.3.5，施工手順を図2.3.6に示す．埋立の施工の概要は
以下の通りである． 
 
① 敷砂①を施工後，サンドドレーン（ドレーン径40cm，打設間隔2.5m×2.5m）により地
盤改良を行う． 
② ドレーン頭部と敷砂①（サンドマット）を保護するため敷砂②を緩投下により施工し，
その後，圧密促進を図るため6ヶ月間放置する． 
③ 低開バージによる直段①（－10ｍまで），直段②（－6mまで）を施工し，その後再度
圧密促進を図るため6ヶ月間放置する． 
⊿p=450kN/m2 
第二章 既往の研究 
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④ 海底地盤の強度が予定通りに増加したことを確認した後，低開バージによる直段③
（－3mまで），揚土船による揚土（+8.5m）を一気に施工する． 
図2.3.7は直段①施工までの沈下計測データであり，図2.3.8は敷砂②施工開始から4ヶ月後の
地盤強度分布を実測値と予測値を同図中に示したものである．4ヶ月間で3.0m程度の沈下と
沈下後の非排水強度が1.5t/m2程度増加し，サンドドレーンの効果が十分に発現している． 
 
 
 
図2.3.7 調査工区における沈下量の実測値と理論値の関係6) 
⊿p=450kN/m2 
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図2.3.8 調査工区における4ヶ月の圧密による地盤強度増加6) 
 
 
図2.3.9 先行調査工区における沈下実測値と計算値の比較5) 
⊿p=450kN/m2 
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図2.3.9は埋立試験工区のK地点での沖積粘土層の沈下量および全体沈下量を示し，実測値
および予測値を比較している．大体に実測沈下量が4.0m程度になるまでには予測値がほぼ一
致し，その後には，洪積粘土層の沈下が始まっていることで判断できる． 
関西国際空港島の埋立による空港全域の平均的な沈下と天端高の変化を表2.3.1に示した．
開港時，開港10年後と開港50年後で時期を三つで区分し，A予測，B予測およびC予測に結果
を示した． 
表2.3.1 沈下量の予測と経過8) 
 
 
これより沖積粘性土層はサンドドレーン工法，サンドコンパクションパイル工法，とプレ
ロード工法適用に沈下を供用前に終了させたが，深く厚くて地盤改良ができない洪積粘土層
の沈下予測時には計算上二次圧密を考慮しなかったため，洪積粘土層の沈下が予測沈下と異
なっていることを確認した． 
 
2.3.2 神戸空港浚渫埋立工事に伴う地盤工学的な諸問題 
神戸港の航路や泊地の水深確保のために，浚渫工事が継続的に実施されている．大量の浚
渫粘土を処分するためには，広大な処分場が必要になる．本研究で議論している神戸空港島
の北西区域に，相当量の浚渫粘土を受け入れている． 
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受入区域は幅約350m，奥行き約800m の大きさであり，地盤改良前の地質断面図を図
2.3.10に示した．K.P.-4.5m～-14.5mまでが2001年～2006年までに埋立てられた一次浚渫土，
K.P.5.6m～-4.5mまでが2009年7月～2010年12月までに埋立てられた二次浚渫土である．図
2.3.11に地盤改良前の含水比分布を示した．これより，一次浚渫土層の下部は含水比が50～
100%程度でほぼ正規圧密状態であり，上部は含水比が100～150%程度で未圧密状態にある．
一方，二次浚渫土層は一次浚渫土層と土質性状はあまり変わらないが，含水比が150～300%
（平均250%）の超軟弱状態にあった． 
 
 
 
図2.3.10 浚渫土受入箇所の地盤改良前の地質断面図 
 
高含水比地盤を圧密促進させるために用いた工法の原理を図2.3.12に示す．浚渫粘土層下
部の敷砂層および盛砂層は透水性が高いため，埋立地外の海水面に連通していると考えられ
る．これらの層にプラスチックボードドレーン（以下PBD）の先端を打設することにより
PBD 内の水圧分布を海水面と同じになるようにして，水域部の水位と海水面との水位差を
利用して圧密を促進させる．木山ら7)は，本工法と同様な考え方に基づいて浚渫粘土層の地
盤改良を行い，人為的に水位差を与えて粘土地盤の圧密促進を計っている． 
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図2.3.11 改良前の含水比分布9) 
 
 
 
図2.3.12 減容化を可能にする圧密改良工法の比較9) 
 
 図2.3.13にドレーン打設断面図（図2.3.14のA-A）を示す．PBDは護岸背面の法部から中央
部，及び陸側の法部まで327.6mの範囲に打設した．打設にあたっては写真2.3.2に示すように，
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PBDの寸法は幅100mm×厚さ3.9mmであり，打設間隔は1.3m の正三角形配置で，専用のPBD
打設船を5隻用い，打設方向は海側から陸側へと，5隻が同じ進歩状況で打設した．圧密改良
は一次浚渫土層と二次浚渫土層が対象であるのでPBD上部はGL-1.5m(KP+4.0m)の粘土層内に
遮水部が位置するように打設し，下端は周囲の築堤部では粘土層下部の盛砂層内に1.5m（計
画は平均1.0m）貫入させ，中央部では敷砂層に0.4m（計画は0.1m 以上）貫入させた．盛砂
層と敷砂層への貫入量については特に理論的な根拠はないが，PBDを通じての圧密排水を速
かに敷砂層あるいは盛砂層に流出させるため，各層の透水係数とN値を考慮して設定した．
遮水部は熱溶解により，長さ10cm にわたって通水性を完全に遮断した． 
 
 
図2.3.13 PBD施工区域（南北断面）9) 
 
 
 
写真2.3.2 ドレーン打設状況9) 図2.3.14 計器設置位置図（S=1:15, 000）10) 
 
浚渫粘土層の原位置挙動を把握するために実施したのは，①浚渫粘土層およびPBD の間
隙水圧測定，②ボールコーンを用いた電気式コーン貫入試験および浚渫粘性土試料の採取，
③ PBD の曲げ変形測定，である．図2.3.14に測定箇所を示す．一方，図2.3.15は沈下の測定
位置を示す．  
A 
 
 
A 
A` 
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図2.3.15 沈下測定位置図9) 
 
 
図2.3.16 沈下量および沈下ひずみの経時変化9) 
 
図2.3.16は，泥面高，沈下量および沈下ひずみの経時変化である．一方，図2.3.17は，平均
泥面高の経時変化を示している．PBD 打設前は沈下速度が約15cm/月であったが，PBD 打
設後には35～45cm/月に増加し，平均沈下量は測定開始(2009.11.5)から1 年後(2010.11.6)まで
約4.3m，ドレーン打設開始(2009.3.13)から237 日後（2009.11.6）まで約3.2mの沈下が測定さ
れた．この結果，この時点(2010.11.6)において，約100～120 万m3 の受入量を確保（面積は
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約30 万m2）できたことになる. 
 
 
図2.3.17 平均泥面高の経時変化9) 
 
 
図2.3.18 地盤改良前後の物性値深度方向分布図10) 
 
図2.3.18は，ボーリング時に採取した試料から得られた各種物性値の深度方向分布である．
PBD 打設後では時間経過と共に含水比が低下しており，圧密降伏応力も大きくなる傾向が
わかる．これより，PBD による地盤改良効果が発揮されているものと判断される． 
図2.3.19に示すように1 カ月当たりの沈下量は均50cm 程度で，十分な改良効果が得られて
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いる．さらに，PBD の間隙水圧はほぼ定常値を示していることから，用いたPBD は，相当
な大変形を生じても排水性能を維持できていたものと判断できる． 
 
 
図2.3.19 二次浚渫土地表面標高時系列図10) 
 
2.3.3 マレーシア軟弱海成粘土地盤上における試験盛土の事例 
1980 年代，マレーシア单西部を单北に縦断する高速道路の建設が計画された（図2.3.20参
照）．当該地域には軟弱な海成粘土地盤が広く分布しており，道路盛土建設に伴う基礎地盤
の沈下や側方流動，地盤破壊といった種々の問題発生が予想された．そこで，このような海
成粘土地盤の詳細な力学的挙動を調査するために，1988年から1989 年にかけてムーア郊外
において試験盛土（図2.3.21参照）が建設され，その際，盛土建設地点の地盤構成や地盤の
物理的・力学的性質，基礎地盤の変形・破壊挙動の実測結果等，種々の情報が得られた． 
 
 
 
図2.3.20 マレーシアにおける沖積層の分布11) 図2.3.21 試験盛土位置図12) 
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各試験区間は約50m×50mの大きさで9か所は6m高さで盛土をし，4か所は3mの高さで盛土
をした．ある盛土区間では、地盤処理工法を適用せず，意図的に破壊に至るようにした．試
験盛土形状と観測計器の配置を図2.2.24 に示す．（a）が平面図，（b）が盛土中央での断面
図である．観測計器としては，沈下板，隆起計，変位杭，間隙水圧計が盛土建設前に設置さ
れた．各処理工法に関して以下のような設計条件が提示された． 
 
① 安定な盛土高を形成するのに所要される総工期は15か月以内にする． 
② その後，24 か月間に盛土上端部任意地点からの沈下量は 100 ㎜以内にする． 
 
盛土建設地点の地表面から深度–2mの範囲に，風化し過圧密履歴を受けたクラストが存在，
その下位に厚さ16m程度のシルト質粘土層が続く．上部は極めて軟弱な層（厚さ6m程度），
下部は軟弱な層（厚さ10m程度）である．シルト質粘土層の下位には，厚さ0.5m程度のピー
ト質粘土層，さらにその下位に厚さ4mの砂質粘土層が存在する．自然含水比（wn）と液性
限界（wL）は同程度の値を図2.3.22に示しており，ほぼ正規圧密地盤に近い． 
 
 
図2.3.22 試験盛土形状と観測計器の配置11)12)13)14) 
 
⊿p=51.25kPa 
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図2.3.23 盛土建設地点における各種試験結果11)13)14) 
 
盛土は1 回のブル敷き厚さを0.2m とし，1 週につき0.4m の速度で建設された．盛土建設
開始から98 日経過し，盛土高さが5.4m に達した段階で，盛土中央付近にほぼ鉛直のテンシ
ョンクラックが発生し，その後基礎地盤はすべり破壊に至った． 
地盤調査結果，室内試験結果，現場計測結果に基づいて，粘土地盤が破壊に至る盛土高と
その時の破壊断面の形状，間隙水圧計における過剰間隙水圧と盛土高の関係，盛土高1mずつ
増加する時の盛土中央部粘土地盤の過剰間隙水圧分布などに関して粘土地盤挙動を予測する
ことにした．推定されたすべり面の発生位置を図2.2.24に示す． 
 
 
図2.2.24 すべり面の発生位置および形状11)12) 
 
地表面の沈下は精度良く予測できたが，地表面の隆起は非常に小さかった．パソコン，遠
心力試験機などの高度で複雑な装備と解析方法が活用されたのにも関わらず，水平変位に対
する予測精度は良くなかった11)12)． 
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2.4 大阪湾洪積粘性土の圧縮・圧密特性に関する既往の研究15) 
大阪湾洪積粘土は，上載荷重による過圧密履歴を受けていないにもかかわらず，年代効果
（エージングやセメンテーション）による擬似的な過圧密性を有する擬似過圧密粘土16)であ
る．この擬似過圧密粘土の長期的圧密挙動が問題となる理由は，Bjerrum17)，Crawford18)，
Tavenasら19)が指摘しているように，時間効果あるいはひずみ速度効果によってe-logp曲線の
折れ曲がる位置が移動するため，圧密降伏応力σ’vyの存在が曖昧となる．そのため，室内試
験で得られたe~logσ’v曲線から求められるみかけの圧密降伏応力σ’vyよりも小さな圧密圧力で
載荷が行われた場合でも，時間の経過とともに過圧密粘土の挙動から正規圧密粘土の挙動へ
と移行する場合があることに留意しなければならない． 
長年にわたって洪積粘土の長期沈下が継続し，不等沈下による上部構造物の不具合が発生
している．大水深海域での大規模埋立地人工島である関西空港の建設に伴って起こった洪積
粘土地盤の長期大変形を評価するにあたり，沖積粘土に対する沈下計算法では十分に機能し
ないことが明らかになった（2.3.1参照）．自然堆積粘土の有する構造が注目されるようにな
り，沈下計算を行う際に，構造の評価を取り入れる必要性があることが強く認識された． 
 
2.4.1 粘土の擬似過圧密挙動に関する研究 
年代効果は，二次圧縮（排水クリープ）による高密度化，セメンテーションや再結品作用
などによる固化．高強度化，溶脱による鋭敏化として表れる．これらの相互作用の大きさに
よって同一の圧密圧力かでも間隙比や強度が異なったり，同じ間隙比でも圧密圧力や強度が
異なったりする．このような特性は，年代効果によって形成された粒子構造の違いのためで
あると考えられている． 
構造を決定づける要因20)として，土が堆積時の条件（初期条件）によるものと堆積後の構
造に変化を与えるものがある．堆積したばかりの若い堆積物では構造は初期条件によって支
配されているが，間隙の少ない古い土になると堆積後の変化をより多く反映している．粘土
の構造骨格の問題は，土被り圧に抵抗しつつ，どの程度空隙の大きい組織が発達できるかと
いうことであるが，粘土の種類とともに化学的，生物学的な環境が重要な要因になる． 
Burland21)は，練返した試料を圧密したときのe-logp曲線の実験データを整理し，間隙比eを
正規化した間隙指数（void index）Ivを提案し，Ivと圧密圧力の関係が粘土によらずほぼ一致
するとした． 
*
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ここに，e*100とe
*
1000は，圧密圧力がそれぞれ100kN/m
2と1000kN/m2であるときの間隙比で
ある． 
Burland21)は粘土によらないIvと土被り圧の関係を固有圧縮線（Intrinsic Compression Line，
ICL）と呼び，粘土が堆積し圧密するときにセメンテーション等の年代効果による構造を形
成しないで基本構造のままで堆積・圧密したときの固有のe~logσ’v関係であるとした．さら
に，正規化したIvと土被り圧の関係が地盤によらずほぼ一本の曲線で表されることを示した
（図2.4.1参照）．自然地盤のIvと土被り圧の関係を堆積圧縮線（Sedimentary Compression Line，
SCL）と呼び，ICLが粘土に固有のe~logσ’v関係であるのに対して，SCLがICLよりもIvの値が
大きくなり，これは，自然堆積地盤においては年代効果などもよって構造が形成されている
と考察した．土田22)は，大阪湾粘土地盤に対してBurlandによるICLとSCLの適用性を検討し
た（図2.4.2参照）．大阪湾の海底地盤は，Burlandの主張した堆積圧縮線SCLの関係は成立し
ないことが分かっている． 
 
 
 
図2.4.1 固有圧縮線と堆積圧縮線21） 
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図2.4.2 大阪湾粘土の間隙指数Iv
22) 
 
土田22)は多数の海成粘土について，特定の初期間隙比で練り返した状態から圧密を開始し
たときの間隙比と圧密圧力の関係を定式化し，間隙比のかわりに体積比ƒを液性限界におけ
る体積比ƒLで正規化した体積比指数Isv=(lnƒ／lnƒL)を用いて整理し，基準圧縮曲線（Standard 
Compression Curve，SCC）と呼んだ．基準圧縮曲線では，地盤が海底に堆積して圧密が始ま
ったときの初期体積比をf0
*とすると基準圧縮曲線は次式で表される． 
 
 
 
 
図2.4.3 沖積粘土地盤における土被り圧と体積比指数の関係22) 
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ここに，ƒは任意の圧密圧力σ’vにおける堆積比（ƒ=1+e），ƒLは液性限界における体積比で
ある．堆積開始時の初期間隙比を液性限界時の1.5倍と2.0倍として基準堆積曲線を求め，自
然粘土地盤の体積比指数Isvの比較結果を図2.4.3に示す．国内の沖積粘土地盤については初期
間隙比e0
*が概ね1.5eL～2.0eLの基準圧縮曲線付近に分布している．一方，大阪湾粘土について
は，深度20m以浅の沖積粘土では同じ傾向を示すものの洪積粘土地盤ではIsvの値は基準圧縮
曲線よりかなり大きくなっている．すなわち，大阪湾粘土は他地域の粘土に比して年代効果
によって高位の構造を有することが推論される． 
 
 
図2.4.4 メタ安定度指数の定義23) 
 
澁谷ら23)は，年代効果によって形成される粘性土の「構造」を評価するため，ベンダーエ
レメント試験によって測定されるせん断弾性係数Gと間隙比eの関係からメタ安定度指数MI
（G）を提案した．このメタ安定度指数MI（G）は，排水クリープ時の密度変化よりも弾性
的な固さを表すGのほうが短期間での構造の変化をより敏感に反映すること，Gはせん断波
速度の影響をほとんど受けないことからGの特性に着目したものである．図2.4.4は構造の発
達した粘性土の挙動を示したものである．a)図は間隙比eと鉛直有効応力σ’vの関係を，b）図
はそのときの間隙比eとせん断弾性係数Gの関係を示す． 
年代効果を受けていない挙動を（α*-α*線，β*-β*線）を基本に考えると二次圧縮によるA*
➝Bの経路は，状態点（e，G）が基本線から離れる現象であり粒子構造の発達を，逆にB➝
E*の経路は基本線に近づく現象であり，粒子構造の損傷を表している． 
この現象についてはさまざまな説があるが，赤井ら24)はカオリン粘土を用いてAgingを受
けさせた後のe~logσ’v関係の突出現象に関する実験を行い，応力依存性と時間依存性がある
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ことを報告している．そしてこのときe~logG関係は，経路B➝C➝E*をたどり，一度Gが減少
して再び増加しながら直線β*-β*に漸近するという挙動を示す．結果として正規圧密状態に
おける同一のGに対して異なる間隙比を有する状態が存在する23)． 
年代効果による構造の発達を粘性土の粒子配列や接点の様子のミクロな観察に基づいて評
価することは非常に難しい．そこで原位置や室内試験において比較的簡卖に測定可能な何ら
かの力学的性質に着目した定量化手法が有望となりこれまでにいくつか提案されている．
Mitchell25)26)は自然粘土の練り返し試料が最も低位な構造を有するという考えに基づいて，自
然粘土の圧密降伏応力における再構成試料との密度の差に着目しこれをメタ安定度指数MI
（Metastability index）とした．また澁谷23)らは年代効果による構造を有する特定の粘性土試
料とその再構成試料との等価なGの状態点における間隙比の差（正の値）をメタ安定度指数
MI(G)として提案している． 
 
2.4.2 ひずみ速度依存性に関する既往の研究27) 
飽和粘土地盤の圧密は，図2.3.5のように地表面での広範囲の鉛直載荷によって地盤内の間
隙水が上方に排水されるのに時間遅れが発生し，粘土層の圧縮に時間遅れが生じる現象であ
る．図2.4.5は今井28)の一次元圧密・圧縮を対象とした30年近くにわたる研究に基づき整理さ
れたもので，龍岡ら29)は以下のようにまとめている． 
 
飽和粘土地盤
（一次元圧縮状態）
地表面
上載圧σv
間隙水圧 u= u0 + Δu
u0: 静水圧、Δu: 過剰間隙水圧
有効上載圧σ’v=σv - u
一次元圧縮試験
圧密試験
排水面
上載圧σv
間隙水の流れ
a
b
c
 
図2.4.5 粘性土地盤の一次元圧縮と圧密試験25) 
 
図2.4.6においてA→B→CはIL試験（段階載荷による圧密試験）時のある一段階においての
間隙比eと有効上載圧σ’vの供試体内部での平均的な状態を表し，Af → Bfは現場の粘土地盤
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内での一次圧密過程の平均的なe~logσ’v関係を示している．ここで粘土地盤内部ではσ’vの増
加速度に対しeの減少速度は一様ではなく，排水面までの距離によってe~logσ’v関係が異なる
ので，“平均的”としている．さて，図2.3.6から，同じ圧密圧力σvの増加に対し粘土地盤で
のσ’vの増加速度とeの減少速度が異なりe~logσ’v関係が粘土地盤と室内試験では大きく異なっ
ていることが読み取れる．しかし，Terzaghiの一次元圧密理論によるとある粘土要素の
e~logσ’v関係は1種類のみであり，IL試験で得られた圧縮指数Ccをもとに粘土地盤の最終沈下
量を予測し，一次圧密に要する時間を計測し，粘土地盤の沈下～経過時間関係を予測するこ
とになる．これは，図2.3.6上での室内試験の経路と粘土地盤の経路の差を全く考慮していな
いことになる．今井28)はTerzaghi理論による圧密予測が不完全である理由は「粘土骨格に備わ
っている粘性が考慮されていないことに尽きる」と述べている． 
 
 
図2.4.6 IL試験と粘土地盤でのe~logσ’v関係の比較
28)29) 
 
粘土骨格の粘性は，図2.4.6のようにe~logσ’v関係が鉛直ひずみ速度に依存することに特徴が
ある．今井28)はこれをIsotach則と呼んでいる．これによると，CRS試験（定ひずみ速度載荷
による圧密試験）の結果は図2.4.6上の3つの平行線のようになる．一方IL試験ではひずみ速
度が一定ではないために複雑な挙動を示す．IL試験では，図2.4.6に示すようにA→Bの用に圧
密が進行し，B点で過剰間隙水圧⊿u = 0となる．ここでB点は一次圧密終了（End Of Primary 
Consolidation，EOP）の時点である．さらに載荷開始後24h後のC点に向けてクリープ変形が
進行する．一方，載荷開始後から一次圧密終了時までの時間は排水距離Hdの2乗にほぼ比例
するので，室内試験に比べ実際の粘土地盤では，一次圧密終了までの時間は非常に長くなる．
そのため粘土地盤での平均的なひずみ速度は室内試験時に比べ極端に小さくなり，粘土地盤 
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図2.4.7 図2.4.6の説明26) 
 
 
図2.4.8 IL試験と粘土地盤でのクリープ変形26) 
 
での挙動は図2.4.6上でAf → Bfのような経路を辿り，図2.4.7に示すように⊿uが相対的に大き
な状態で一次圧密が進行する．一方，図2.4.8のBf → Cfの過程では，クリープ変形が生じる．
このように，室内試験と実地盤では一次圧密過程のe~logσ’v関係が大きく異なるが，通常の
設計ではTerzaghi理論に従い，二次圧密によるひずみ成分を大きく含むIL試験の結果から粘
土地盤の一次圧密過程の予測を行っている． 
粘土地盤で二次圧密が始まる点Bfでのクリープひずみ速度は，IL試験での二次圧密開始点
Bでのクリープひずみ速度よりもはるかに小さい．このためB点以降に測定されたクリープ
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ひずみ～クリープひずみ速度関係をそのまま粘土地盤の二次圧密の推定に適用することはで
きない．今井28)は「現場の粘土地盤の長期沈下予測には，IL試験でもCRS試験でも対応でき
ない．そのためには，長期クリープ試験が別途必要である」としている． 
 
2.4.3 Isotach特性に関する研究27) 
今井30)は，軟弱粘土の一次元圧縮時の有効応力～ひずみ関係の特徴を適切に表現するのは
Isotach則であるとしている．”tack”はギリシャ語で速度のことであるが，速度計の意味を表
す”tachometer”はこれに由来している．また”iso”は「同等の，等しい」を表す接頭語である．
Isotach則は，「ひずみ速度が同じであれば，同じ有効応力～ひずみ関係を，異なるひずみ速
度であればことなる有効応力～ひずみ関係を得られる．載荷過程に限定すれば，所定のひず
みとひずみ速度に対し，ひとつの有効応力の値しか存在しない」という法則性である．一次
元圧密時では有効応力を鉛直有効応力σ’v，ひずみは鉛直ひずみ v または間隙比eと捉えるこ
とができる．例えば図2.4.6において曲線A→B→Cまたは直線A→Cのどちらの経路をたどろ
うとも，C点到達時の鉛直ひずみ速度が同じであれば，両者ともにC点上に位置することに
なる． 
 
 
 
図2.4.9 藤森粘土の異なるひずみ速度での
CRS試験30) 
図2.4.10 藤森粘土の一次元圧縮試験における
Isotach則31)32) 
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今井28)は，練り返して予圧密した飽和藤森粘土を用いて異なる鉛直ひずみ速度 v でCRS試
験を行った．図2.4.9はその結果を示したものである．異なる v に対し異なるe~logσ’v関係が
得られている．また図2.4.10は同じ藤森粘土を用いて龍岡ら29)30)が行ったCRS試験の結果であ
るが，試験中に v を変化させている． v を変化させるとσ’vが v の変化率に応じた量だけ変
化しており，そのときのe~logσ’v関係が v に支配されていることが読み取れる．このことか
らIsotach則が成立しているといえる． 
また，龍岡ら29)30)は，間隙水が存在しない乾燥粘土粉末を締固めた一次元圧縮試験を行い，
飽和粘土と同様にクリープ変形が生じ，Isotach則が成り立つことを確認している．図2.4.11は
その結果を示したものである．そして飽和粘性土の圧密時における変形の時間遅れについて
は，過剰間隙水圧の時間遅れ消散に加えて粘土骨格の粘性が重要であるとしている． 
 
 
図2.4.11 突固め空気乾燥藤森粘土粉末の一次元圧縮試験におけるIsotach則31)32) 
 
粘土骨格にある粘性のためにIL試験時の挙動は複雑になるため，粘土地盤の挙動を予測す
る際に，IL試験の結果を用いるのには注意が必要である．今井28)は「Terzaghi理論に従って，
粘性を考慮せずにIL試験結果から求めた圧縮指数Ccは正規圧密粘土地盤の一次圧密量を推定
するためのCcに偶然ほぼ一致する」ことを指摘している．その理由として次の3点を述べて
いる． 
① IL試験の異なる載荷段階での載荷24時間経過後の v はほぼ一定であり，その値に等しい
v で行ったCRS試験の応力～ひずみ関係とIL試験の載荷24時間経過後の点（図2.4.8にお
けるC点）を連ねた応力～ひずみ関係はほぼ一致する（図2.4.12）．またIL試験の載荷24
時間経過後の点を連ねた応力～ひずみ関係は異なる速度のCRS試験結果とほぼ平行にな
る． 
② 実地盤での v は室内試験時にくらべ非常に小さく，相対的に v はほぼ一定である．つ
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まり実地盤の圧密過程は v の非常に小さいCRS試験の条件に近い． 
③ 図2.4.9のように，ひずみ速度が異なってもCcの値は変わらない．しかし，σ’vの増加する
割合を一定に保つと，Ccの値が次第に増加させることになり，Ccは粘性の影響を受ける
ために固定した物性とは言えない．28)29) 
 
 
図2.4.12 飽和練り返し藤森粘土のIL試験とCRS試験結果の比較33) 
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第三章 神戸沖海底地盤の工学的特性 
 
3.1 はじめに 
本研究で対象とした神戸市の中心地から单に約8km離れた神戸空港サイト（水深およそ
16m）の北西区域では，土地化に向けた浚渫が３度に亘り実施されており，埋立層の地盤物
性値が不明であった．今回実施された表層覆土工法（神戸空港島の埋立区域）施工の直後，
地盤改良に伴う地盤性状を把握するため，ボーリング調査より採取した試料を用いて各種室
内試験を実施した． 
同様に，神戸空港島から東单東側約5km離れた位置にある神戸沖埋立処分場（水深およそ
15m）では，焼却灰を継続的に投棄している．当該地の地層は，表層に軟弱な沖積粘性土層，
その下部に大規模荷重により長期的な沈下を生じる洪積粘性土層と洪積砂礫層が互層をなし
て分布している．廃棄物の荷重増加による沈下予測に際しては，データの蓄積が少ない洪積
粘性土層の性状把握が重要となる．このため，深度260m におよぶボーリング調査と室内試
験が実施された． 
本章では，まず，神戸港の埋立履歴を概観する．つぎに，神戸空港島及び神戸沖処分場そ
れぞれの地盤の概要，物理・力学特性について述べ，最後に本章で得られた知見をまとめて
いる． 
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3.2 神戸港周辺の埋立履歴1)2) 
神戸湾は慶応3年12月7日（1868年1月1日）に開港されて以来，小規模な埋立が繰り返し行
われてきた．戦後は，神戸市が神戸湾の整備と都市開発という観点から，大規模な埋立事業
を実施している．昭和28年から45年にかけて，臨海工業地帯の造成とともに港湾施設を拡充
し，公園やクリーンセンターなどの都市施設を整備するため，第1期埋立事業として神戸港
の東西海面に543ha（埋立土量6,262万m3）の埋立地を造成した．その後，国際化・情報化な
ど新たな時代のニーズに対応した港湾施設や港湾物流機能用地の整備，国際港湾都市として
の都市機能充実を図るため，第2期埋立事業として昭和41年からポートアイランド，昭和46
年から神戸港の单海面に1,700ha（埋立土量35,800万m3）の六甲アイランド埋立地を造成した． 
平成7年の阪神淡路大震災により，神戸港港湾施設と埋立地は甚大な被害を被ったが，そ
の後，神戸空港の建設やポートアイランド第2期における医療産業都市構想が展開され，同
埋立地に最先端医療に関する研究・産業施設が集積されるとともに，神戸空港という新たな
航空輸送施設が整備されている．現在，神戸空港島北西区域では神戸港内の航路整備事業に
より発生した浚渫土を受け入れ，六甲アイランド单ではフェニックス事業として廃棄物を受
け入れ中である．表3.2.1に戦後に行なわれた埋立事業一覧，図3.2.1に明治以降の神戸港の変
遷1)を示す． 
 
表3.2.1 戦後の埋立事業 
埋立事業 埋立面積 埋立年度 
東部1～4工区 439 ha 昭和28年~45年 
西部1～3工区 104 ha 昭和32年~43年 
ポートアイランドⅠ期 436 ha 昭和41年~55年 
六甲アイランド 580 ha 昭和46年~平成4年 
ポートアイランドⅡ期 390 ha 昭和62年~平成17年 
神戸空港 272 ha 平成11年~18年 
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図3.2.1 埋立変遷図1) 
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3.3 神戸空港島埋立て地盤の物理・圧密特性 
3.3.1 神戸空港北西区域の概要 
図3.3.1に示すように，神戸空港島の北西区域は，神戸空港島内に設けられた約30万m2（約
350m×800m）の面積を有する浚渫粘土受入箇所である．当該箇所は，神戸港内の航路維持お
よび建設や泊地の増進のために，軟弱粘性土である浚渫土を2001年から2010年まで3次に亘
って投入れている．その内，2009年まで受け入れた浚渫粘土（一次浚渫粘土および二次浚渫
粘土投入分）は，プラスチックボードドレーン（以下，PBD と略す）を用いた圧密促進工
法3)より改良されている．その後，2010年に三次浚渫粘土投入がされ（図3.3.2参照），含水
比が100％を超える（最大127％）高含水比の状態にある． 
現在，浚渫粘性土埋立区域の表層部はトラフィカビリティを確保するため，ジオテキスタ
イルを用いた表層覆土工が施工されている．また，表層部の改良工事の直後に，原位置試験
を実施するとともに，ボーリング調査により粘土試料を採取して各種室内試験を実施した．
本研究では，この表層覆土施工に関わる現場調査・室内試験・現場計測・数値解析結果をま
とめている． 
 
 
図3.3.1 神戸空港受入場の位置 
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図3.3.2 北西区域の埋立地盤断面図（2013年1月のボーリング調査に基づく） 
 
 
3.3.2 空港島北西区域の地盤概要 
図3.3.3に，神戸空港島の平面図とボーリングの調査位置を示している．埋立区域の地層構
成および土質特性を把握するため，標準貫入試験ならびに固定ピストン式シンウォールサン
プラーで乱さない試料を採取して各種室内土質試験（土粒子密度，粒度，含水比，液性・塑
性限界，一軸圧縮，一次元圧密）を実施している4)  
現在，地層構成は，堆積粘土層であるMa13（Ac1）層の上部に敷砂を撒き，一次，二次，
三次層粘性土地盤が浚渫により形成され，その上に覆土している状況である． 
三次浚渫粘土はシルト質粘性土で，地表面～K.P.0.5mまでは，極めて軟弱な粘性土である．
K.P.+0.5m～-2.5mにおいても指圧で容易に押しつぶせるような軟弱な状態にある．一方，二
次浚渫粘土層は約K.P.-9.0m～-2.5m程度にあり，三次浚渫地盤と同様なシルト質粘土である
が，やや硬い．一次浚渫粘土は，約K.P.-16.0m～-9.0mに分布し，礫混り粘土・砂混じり粘土
で，全体的に砂分が混在し，不均質な土砂である．敷砂の上面は，K.P.-14.5m～-16.0m付近
に確認され，層厚は2.1～2.5m程度であり，圧密促進のための排水層である．この排水層は，
花崗岩や砂礫により敷設され，ボーリング時に逸水することから，透水性に優れ，礫径も最
大で80～100mmでいずれも不均一である． 
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表3.3.1 層序区分と各層の層厚 
地質年代 土層名 土層記号 層厚(m) 特徴 
現代 
（人工造成） 
盛土（覆土） B2 0.8 砂礫 
第三次浚渫粘性土 Ad3 4.3 シルト質粘土 
第二次浚渫粘性土 Ad2 6.5 シルト質粘土 
第一次浚渫粘性土 Ad1 7.0 礫混り粘土・砂混じり粘土 
盛土（敷砂） B1 2 砂礫花崗岩 
 
 
図3.3.3 北西区域位置および埋立地盤断面図 
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3.3.3 空港島北西区域地盤の土質特性 
ボーリングNo.2地点（図3.3.3参照）において，室内土質試験から求めた土質諸特性の深度
分布を図3.3.4に示している．以下に，土質諸特性の特徴について述べる． 
 
 
図3.3.4 物理特性の深度分布 
 
(1) 湿潤密度 
三次浚渫粘土層では，ρt=1.307g/cm
3～1.480g/cm3の範囲にある．一方，二次浚渫粘土層の
平均値はρt=1.528g/cm
3とやや大きい．一次浚渫粘土層では，ρt=1.554g/cm
3～1.850g/cm3で，相
当のバラツキがある． 
 湿潤密度ρtと一軸圧縮強さquとの関係を図3.3.5に示す．砂分を多く含む層のデータを除く
と良好な相関性が見られ，次式で表現できる． 
 
qu/qur=0.0115×(ρt/ρtr)
19.29                （3.3.1） 
 
ここで，qur=1kN/m
2，ρtr=1g/cm
3を用いて無次元化している．この結果から，自然含水比wn
（%）からおおよその一軸圧縮強さqu（kN/m
2）を推定することが可能である． 
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図3.3.5 湿潤密度ρt～一軸圧縮強さqu関係図 
 
(2) 粒度特性 
図3.3.4に示したように三次浚渫粘性土層の粒度組成は，平均細粒分含有率Fc=99.6%であり，
シルト分と粘土の比率は概ね4：6と粘土分が優勢である．一方，二次浚渫粘性土は平均細粒
分含有率Fc=99.8%である．一次浚渫粘性土の粒度組成は二浚渫粘土層と若干異なり，細粒分
含有率Fc=76.4～99.1％と局所的に砂分の混入が認められる． 
 
(3) 含水比と湿潤密度の関係 
三次浚渫粘性土の含水比は，wn：93.1～163.7%の範囲にあり，平均値はwn=129.7%と非常
に高い含水比を示しているのに対して，二次浚渫粘性土は圧密が進行しており，平均値は
wn=81.5%である．一方，一次浚渫粘性土の含水比wnはさらに小さく，wn：35.7%～75.1%で
自然堆積した沖積粘性土程度5)に相当する．図3.3.6に示した含水比wnと湿潤密度ρtの関係から，
含水比の低下に伴って湿潤密度ρtが増加傾向を示している．ここで，wr=1（%），ρtr=1g/cm
3
を用いて，次式にて近似できる． 
wn/wnr=522.1×(ρt/ρtr)
-4.377           （3.3.2） 
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図3.3.6 湿潤密度ρt～自然含水比wn関係図 
 
(4) コンシステンシー特性 
三次浚渫粘性土層のコンシステンシー特性は，液性限界wL：101.8～128.8%，Ip：66.0～
88.0の範囲にある．図3.3.7の塑性図から判断して非常に高い圧縮性を示し，透水性が低いこ
とがわかる．また，液性限界の平均値wL=115%に対し，自然含水比wn=129.7%と液性限界よ
り自然含水比が大きいことから，不安定な地盤である．二次浚渫粘性土層は3次浚渫粘性土
層と同様に高い圧縮性を示し，透水性が低い．液性限界の平均値wL=99.6%に対し，自然含水
比の平均値wn=81.5%と液性限界より自然含水比が小さいため，三次浚渫粘土層と比べてより
安定な地盤であるといえる．一方，一次浚渫粘性土層は，液性限界の平均値wL=87.3%，自然
含水比の平均値wn=58.32%で二次浚渫粘性土層と同様に比較的安定な地盤で，依然として高
い圧縮性を有する地盤である． 
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図3.3.7 集積塑性図（地層別） 
 
 
図3.3.8 力学特性の深度分布 
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(5) せん断特性 
図3.3.8に一軸圧縮試験から得られた三次浚渫粘土および二次浚渫粘土の一軸圧縮強さを示
す．一軸圧縮強さは，深度方向に増加している．一方，一次浚渫粘土地盤の場合，深度方向
に強度がばらついているが，これは砂分の混入の影響であると考えられる． 
 
(6) 一次元圧密特性 
現在の有効土被り圧と段階載荷圧密試験から得られた圧密降伏応力σ'vyを図3.3.8に示した．
ここで，有効上載圧算出の際の卖位体積重量は，室内土質試験から得られた湿潤密度を用い
た．三次浚渫粘性土の圧密降伏応力は，現在の有効上載圧に達していないため，未圧密地盤
であると判断できる．また，圧密降伏応力σ'vyとの有効土被り圧σv0'との関係より，KP-3.5mが
三次浚渫粘性土と二次浚渫粘性土の境界であると判断できる． 
圧縮指数Ccは，1.07～1.67の範囲にあり，Cc=1.0以上であることにより圧縮性の高い粘土層
である．また，二次浚渫粘土の過圧密比（OCR）は1.04～1.74であり， Ccは深度方向に減少
している（図3.3.8参照）．一方，一次浚渫粘性土は，OCR：1.34～1.74の範囲にある． 
 
 
（a）三次浚渫粘性土 
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（b）二次浚渫粘性土 
 
 
 
（c）一次浚渫粘性土 
図3.3.9 間隙比e～logp曲線図 
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3.4 神戸沖埋立処分場海底地盤の物理・圧密特性 
3.4.1 神戸沖埋立処分場の概要 
神戸沖埋立処分場（図3.4.1）は，六甲アイランド单に位置する面積88haの大規模の埋立地
である．この処分場は，近畿圏内で発生する廃棄物を受け入れることにより，長期・安定的
に広域の廃棄物を処理するために埋め立てられた．平成9年から外周護岸の整備に着手し，
2001年12月から廃棄物の受入れを開始した．現在，近畿2府4県168市町村から発生する廃棄
物を受け入れている6)． 
 
 
図3.4.1 神戸沖埋立処分場の全景6) 
 
3.4.2 神戸沖埋立処分場の地盤概要 
図3.4.2に，神戸沖埋立処分場の平面図とボーリングの調査地点を示している．埋立処分場
の地層構成および土質特性を把握するため，原位置調査（PS検層，密度検層）とデニソンサ
ンプリングで不かく乱試料採取による各種室内試験（土粒子密度，粒度，含水比，液性・塑
性限界，一軸圧縮，一次元圧密，長期圧密）が実施されている7)． 
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図3.4.2 埋立処分場の調査地点7) 
 
 
図3.4.3 神戸空港受入場の位置7) 
 
図3.4.3は六甲アイランド島から今回の調査地である神戸沖処分場島までの地質断面図であ
る. 六甲アイランド島～神戸沖処分場島の地層は，多層地盤であり，粘性土層と砂質，礫質
土層が互層状態となっている．各層は，沖合に向かって緩やかに傾斜しており，層厚も厚く
なっている． 
海底面から，第四期完新世に堆積した層厚10～30mを有する軟弱な沖積粘土層(Ma13層)が
分布している．その下部には，第四期後期完新世に堆積した低位～高位段丘堆積層が分布し
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ており，砂および砂礫を主体とした洪積互層に挟在されて，海成の洪積粘土層（上位より，
Ma12層，Ma11層）が分布している．Ma13層は陸側（北側）ほど薄くなっており，旧海岸線
付近で同時異相の関係で砂層に遷移する．Ma12層もMa13層同様，陸側(北側)ほど薄くなっ
ているが，神戸沖処分場島では概ね平行状態となっている．Ma11層は，3枚確認されており，
その間に砂礫，薄い砂層を挟んでいる．下部より，Ma11(1)，Ma11(2)，Ma11(3)となってお
り，上部のMa11(3)は，中，下部のMa11(1)，Ma11(2)に比べると薄くなっている．また，
Ma11層の下部には砂質土優性互層が位置し，大阪層群の最上部海成粘性土層であるMa10層
が分布している． 
 図3.4.4～図3.4.5に，各種物性値の深度方向分布を示している． 
 
表3.4.1 本ボーリング調査地点における地層層序7) 
地質年代 層序区分 地層名 
出現深度等 
上端深度 
GL-(m) 
上端標高 
KP(m) 
層厚(m) 
 
現世 盛土層(廃棄物層) - 0.00 6.20 0.00 
第四
期 
完新世 沖積層 Ma13(Ac1～Ac4) 23.60 -17.40 23.60 
後期更新世 
低位段丘層 
Ds1(u) 51.20 -45.00 27.60 
Dg1 60.80 -54.60 9.60 
中位段丘層 
Ds1(l) 69.40 -63.20 8.60 
Ma12 89.80 -83.60 20.40 
Ds2 118.90 -112.70 29.10 
中期更新世 
上部洪積層 
Ma11(3) 135.30 -129.10 16.40 
Ds3(1) 139.70 -133.50 49.90 
Ma11(2) 146.50 -140.30 27.60 
Ds3(2) 160.60 -154.40 25.30 
Ma11(1) 167.70 -161.50 7.10 
Ds3(3) 185.60 -179.40 17.90 
大阪層群 
Ma10 220.20 -214.00 34.60 
Ds4 253.00 -246.80 32.80 
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(1) 土粒子密度 
 Ma13～Ma10は，概ね一般的値の範囲内にあるが，Ma10層の下部は2.55g/cm3前後と若干小
さな値を示している． 
 
(2) 砂分以上含有率 
Ma層はほとんど砂分が含有されていないが，Ma12層の下端と，Ma10層の下端は若干であ
るが砂分が混じっている．Ma11層とMa10間に分布するDs3層は，80%を超えるものが多く，
陸域で堆積した粗粒土主体の層であることがわかる．それでも砂分が20%以下で細粒土に分
類される試料も挟在しており，不均質な層である． 
 
(3) 粘土分含有率 
Ma11層は深度に拘わらず60%程度の値を示すのに対し，Ma12層は上下端で小さな値を示
している．またMa10層は下端で減少する傾向がみられる．Ma11層とMa10間に分布するDs3
層はMa層と比べてばらつきが大きい． 
 
(4) コンシステンシー特性 
塑性限界はいずれの試料も大差ない．液性限界はMa11層が他のMa層よりも小さく，層厚
の薄いMa11(3)層，Ma11(2)層にその傾向が顕著である．Ma13層，Ma12層，Ma10層は下部の
塑性が小さいのが特徴的である．Ma12層、Ma10層については上部も小さくなる傾向がうか
がえるが，上部の砂質土優性層が堆積する際に削奪されたことが指摘8)されており（参考文
献），下部ほどの減少は見られない．Ma11(1)層についても弓型分布を呈しており，層厚が
厚いMa層は同様の傾向があるといえる．また，Ma10層下部の液性限界の値が最も大きくな
っている．Ma13層の自然含水比は，液性限界に近い．一方，Ma12層，Ma11層，Ma10層は
塑性限界と液性限界のほぼ中間よりやや液性限界側の値となっている．また，Ma10層下部
の自然含水比は，液性限界と同様に大きく，Ma12層の最大値よりも大きいのが特徴的であ
る．塑性の小さなMa11層は，自然含水比もMa10層より小さな値となっており，塑性の違い
が堆積年代よりも支配的であることがわかる． 
 
(5) 塑性指数 
粘土分含有率と塑性指数は良好な相関があり，深度方向の分布や各層の傾向は粘土分含有
率と同じ傾向にある． 
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(6) 間隙比 
 自然含水比の分布と同様の傾向を示しており，Ma11層がMa12層，Ma10層と比べて小さい
こと，Ma12層，Ma10層については，上部が削奪された弓型となっていることが特徴である． 
 
(7) 湿潤密度 
密度検層の結果は，精度の高い乱さない試料から求めた湿潤密度とよく整合しており，結
果の妥当性を確認している．Ma層の深度方向分布は間隙比と対称形となっており，Ds層と
比べてばらつきが小さい． 
 
(8) 圧縮指数 
同一深度で採取した試料を用いた段階載荷試験と定ひずみ速度試験の結果を比較すると，
段階載荷試験よりも定ひずみ速度試験の方が概ね大きくなる傾向がわかる．これは，定ひず
み速度条件では連続的にe－logσv関係が得られ，最急勾配点が段階載荷条件よりも大きくな
りやすい傾向にあるためと考えられる．また，Ma12層の両者の差はその下部のMa層よりも
小さくなっている．また，塑性の低いMa11層の圧縮指数は，他の層よりも小さい傾向にあ
る． 
 
(9) 圧密降伏応力 
すべての試料の圧密降伏応力が初期有効土被り圧を上回っており，年代効果による擬似過
圧密状態にあることがわかる．Ma12層に着目すると，今回の結果では，段階載荷条件と，
定ひずみ速度0.001%/min条件がほぼ同程度であり，定ひずみ速度0.01%/min条件がこれらの
結果よりもやや大きな値を示す傾向が見られた．これより，試験条件よりもひずみ速度の方
が圧密降伏応力に与える影響が大きいことが分かる． 
Ma10層では，深度方向の圧密降伏応力σ`vyの明確な増加が認められない．これは，最下端
を除いて下部の塑性が大きく，間隙比も大きいなど上部の粘土と比べて素因が異なることが
その理由と考えられる． 
 
(10) 二次圧密係数 
図3.4.5に，σ’vy/σ’v=2の条件と，σ’v=σ’v0 +Δσvの条件の2種類の載荷方法から得た結果を示し
ている．載荷応力をσ’v=σ’v0 +Δσvに設定した試験では，7日間と30日間，90日間の載荷期間で
 - 58 - 
得られた二次圧密係数を示している． 
σ’vy/σ’v=2の条件では，試験対象層にかかわらず0.01前後の値を示していることが分かる．
一方，σ’v=σ’v0 +Δσvの条件では，載荷期間が長くなるにつれて大きな値を示し，また同一の載
荷期間においてもMa層間で値が異なることがわかる．特に，Ma層の端部で値が小さくなる
傾向が見られた．Ma層端部は中心部と比べて塑性が低いことから，二次圧密係数は塑性と
密接な関係にあることが分かる． 
 
(11) S波速度 
Ma層はその上下のDs層よりもやや速度が落ちる傾向にある．一般に，建築物の工学的基
盤面とされるVs=400(m/s)を最初に超える層はMa12層下部のDs2層であるが，その下部の
Ma10層がVs=400(m/s)よりも小さくなっており，連続してVs=400(m/s)を超えるのはMa10層下
部のDs4層であった． 
 
(12) P波速度 
地下水位以下は，土層に拘わらず概ね1500(m/s)の値前後になっていることがわかる． 
 
第三章 神戸沖の地盤特性 
 
 - 59 - 
(a
)土
粒
子
密
度
(b
)砂
分
以
上
の
粒
径
重
量
含
有
率
(c
)粘
土
分
の
粒
径
重
量
含
有
率
(d
)液
性
限
界
・塑
性
限
界
・自
然
含
水
比
(e
)塑
性
指
数
(f
)間
隙
比
(g
)湿
潤
密
度
M
a1
3
M
a1
2
M
a1
1-
3
M
a1
1-
1
M
a1
1-
2
M
a1
0
2.
5
2.
55
2.
6
2.
65
2.
7
2.
75
2.
8
土
粒
子
の
密
度
ρ
s(
g/
cm
3)
土
粒
子
密
度
0
20
40
60
80
10
0
粒
径
重
量
含
有
率
(%
)
砂
分
以
上
含
有
率
0
20
40
60
80
10
0
粒
径
重
量
含
有
率
(%
)
粘
土
分
含
有
率
0
20
40
60
80
10
0
12
0
14
0
含
水
比
(%
)
液
性
限
界
塑
性
限
界
自
然
含
水
比
0
20
40
60
80
10
0
塑
性
指
数
塑
性
指
数
0
0.
5
1
1.
5
2
2.
5
3
間
隙
比
間
隙
比
1.
4
1.
6
1.
8
2
2.
2
2.
4
湿
潤
密
度
ρ
t(
g/
cm
3)
湿
潤
密
度
湿
潤
密
度
(密
度
検
層
)
   
 - 60 - 
(h
)圧
縮
指
数
(i
)圧
密
降
伏
応
力
(j
)二
次
圧
密
係
数
(k
)S
波
速
度
(l
)P
波
速
度
0
0
.5
1
1
.5
2
2
.5
3
3
.5
4
圧
縮
指
数
C
c
標
準
小
幅
載
荷
定
ひ
ず
み
0
.0
1
%
定
ひ
ず
み
0
.0
0
1
%
0
5
00
1
00
0
1
50
0
2
00
0
2
50
0
3
00
0
圧
密
圧
力
P
(k
N
/
m
2
)
標
準
小
幅
載
荷
定
ひ
ず
み
0
.0
1
%
定
ひ
ず
み
0
.0
0
1
%
有
効
応
力
σ
'V
0
+
Δ
ｐ
O
C
R
=1
.1
O
C
R
=1
.3
O
C
R
=1
.5
0
.0
0
1
0
.0
1
0
.1
1
二
次
圧
縮
係
数
C
α
P
/
P
c
=
2
.0
 7
日
P
=
P
0
+
Δ
P
 7
日
P
=
P
0
+
Δ
P
 3
0
日
P
=
P
0
+
Δ
P
 9
0
日
M
a1
3
M
a1
2
M
a1
1-
3
M
a1
1-
1
M
a1
1
-2
M
a1
0
0
1
00
2
00
3
00
4
00
5
00
6
00
S
波
速
度
V
s(
m
/
s)
V
s
地
層
平
均
V
s
0
5
00
1
00
0
1
50
0
2
00
0
2
50
0
P
波
速
度
V
p(
m
/
s)
V
p
地
層
平
均
V
p
  
第三章 神戸沖の地盤特性 
 
 - 61 - 
図3.4.6に示す塑性図より，すべての試料はA線の上部に位置しており，Ma12層とMa11(2)層
の3試料を除いてB線の右側にプロットされており，高い液性限界を示している． 
図3.4.7に示す粘土分含有率～塑性指数の関係より，粘土分含有率と塑性指数には良好な相
関があり，粘土分が多いと塑性指数も大きくなる傾向がある．また，Ma12層とMa10層は塑
性指数の取り得る幅が広く，Ma11層は比較的低塑性で粘土分含有率も小さい傾向にある． 
 
 
図3.4.6 洪積Ma層の塑性図 
 
 
図3.4.7粘土分含有率と塑性指数の関係 
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図3.4.8 神戸沖処分場の位置 
 
 
図3.4.9 大阪湾と神戸湾の液性塑性限界および自然含水比深度方向分布図9) 
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図3.4.8には，神戸沖処分場および，神戸空港島，大阪沖処分場の位置を示している．図
3.4.9は，大阪湾内の洪積層の物理特性の傾向をみるために神戸空港島および大阪沖埋立処分
場の液性・塑性限界と自然含水比9)を比較した図である．各層の出現深度は神戸沖埋立処分
場がもっと深く，これは，先述したようにポートアイランドと六甲アイランドの間に存在が
指摘されている摩耶断層10)の影響であると考えられる．また，塑性の分布形状も摩耶断層を
境に傾向が異なっている．Ma12層は，液性限界の分布形状が神戸空港島と，神戸沖，大阪
沖埋立処分場と異なり，神戸空港島は層の中心部でやや小さくなるのに対し，神戸沖・大阪
沖埋立処分所では上部が削奪された弓型の形状となっているのが特徴的である． 
Ma11(3)，Ma11(2)層（大阪沖Ma11(u)）は，他の層と比べて低塑性で，地域の差は見られ
ない．Ma11(1)（大阪沖Ma11(l)）層は湾内の内側に向かうほど，液性限界および自然含水比
が大きくなる．Ma10層は，神戸空港島が層の中心が最も液性限界が大きく，神戸沖および
大阪沖埋立処分場では，層の中心よりやや下部で最大値が出現している．このように，同じ
Ma層であっても，体積位置および堆積深度の違いにより，塑性が異なっていることが確認
できる． 
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3.5 まとめ 
 
本章では，神戸空港島の浚渫粘土埋立区域および神戸沖処分場のそれぞれのサイトに対し
て，地盤概要および物理・力学特性の特徴を示した． 
本章で得られた結論は，以下のようにまとめられる． 
 
神戸空港島北西区域の地盤特性 
(1) 3次浚渫粘土は，シルト質粘性土であり，地表面～K.P.0.5mまでは超軟弱な状態にあり，
K.P.0.5m～-2.5mにおいても指圧で容易に押しつぶせる軟弱層を形成している．湿潤密度
は，3次浚渫粘土層ではρt：1.307g/cm
3～1.480g/cm3の範囲にあり，含水比は平均
wn=129.7％と非常に大きい．液性限界の平均値は115%で，液性限界より自然含水比が大
きいことから，不安定な地盤である．3次浚渫粘性土の圧密降伏応力は，現在の有効上載
圧に達していないことにより未圧密状態にあると判断できる． 
 
(2) 2次浚渫粘土は，約K.P.-9.0m～-2.5m程度の範囲にあり，シルト質粘土で3次浚渫粘土と比
較してやや硬質である．湿潤密度の平均値はρt=1.528g/cm
3である．含水比の平均値は
81.5％である．液性限界（平均値wL=99.6%）よりも自然含水比が若干小さいため，3次浚
渫粘土層と比べて安定な状態にある．過圧密比（OCR）は1.04～1.74の範囲にある．  
 
(3) 1次浚渫粘土は，約K.P.-16.0m～-9.0mに分布し，全体的に砂分が混じった不均質な土砂で
ある．湿潤密度は，ρt：1.554g/cm 
3～1.850g/cm3でバラツキが見られた．含水比wは， 
wn=35.7%～75.1%で自然堆積沖積粘性層(Ma13)程度に相当する．液性限界の平均値は
87.3%で，2次浚渫粘性土層と同様に比較的安定な地盤である．また，OCR：1.34～1.74を
示している． 
 
 
神戸沖埋立処分場海成地盤の地盤特性 
(1) 塑性限界はいずれの試料も大差なく，液性限界は層厚が厚いMa 層ほど，概ね大きく，
弓型分布となる傾向がある．ただしMa12 層，Ma10 層については上部の砂質土層が堆積
する際に削奪されたことが指摘されており，下部ほどの減少は見られない．Ma13 層では，
自然含水比が液性限界に近い値となっているのに対し，Ma12層，Ma11層，Ma10 層では
塑性限界と液性限界のほぼ中間よりやや液性限界側の値となっている．また，Ma10層下
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部の自然含水比が液性限界と同様に大きな値となっており，Ma12 層の最大値よりもさら
に大きいのが特徴的である． 
 
(2) 圧縮指数は，段階載荷条件よりも定ひずみ速度条件の方が概ね大きくなる傾向がある．
Ma12 層の両者の差はその下部のMa 層よりも小さくなっている． 
 
(3) すべての試料の圧密降伏応力が初期有効土被り圧を上回っており、年代効果による擬似
過圧密状態にある．Ma12層は，段階載荷条件と，定ひずみ速度0.001%/min 条件がほぼ同
程度であり，定ひずみ速度0.01%/min 条件がこれらの結果よりもやや大きな値を示した．  
 
(4) 大阪湾内の洪積層の物理特性の傾向をみるために神戸空港島および大阪沖埋立処分場の
液性・塑性限界と自然含水比を比較した結果，同じMa層であっても，堆積位置および堆
積深度の違いにより，塑性が異なっている． 
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参考文献 
 
1) 渡辺嘉道，水間収三，田中伸佳：神戸港の洪積粘土について，土と基礎，Vol.31，No.6，
pp.45-49.1983． 
2) 神戸市港湾整備局管理部企画情報化：神戸港大観－平成12年港湾統計－，2001． 
3) 山本卓生，森大輔，新舎博，折橋恒春，宮本健児，溢谷啓，野並賢:浸透圧密を利用し 
たPBD改良による超軟弱地盤の減容化施工，第9回環境地盤工学シンポジウム発表論文
集，pp.261-268，2011． 
4) 神戸空港地盤改良その他整備工事ロッド式沈下計設置報告書：大林・寄神特定建設工事
共同企業体，2013.1． 
5) 社団法人地盤工学会：土質試験の方法と解説－第一回改訂版－，p.66.，2000.3. 
6) 神戸市：フェニックス事業（神戸沖埋立処分場）評価調書．2006． 
7) 神戸沖埋立処分場土質調査業務：応用地質株式会社，2013.3． 
8) 大阪湾地盤情報の研究協議会：ベイエリアの地盤と建設－大阪湾を例として－．2002． 
9) 野並賢，山之口晴友，平川和之，田中利光，小田和広：大阪沖埋立処分場洪積層の長尺
ボーリングによる物理・圧密特性，第67回度土木学会全国大会，ROMBUNNO.III-162，
2012． 
10) (社)地盤工学会阪神大震災調査委員会：阪神・淡路大震災調査報告書，pp.66~72. 1996. 
 
第四章 超高含水比浚渫粘土地盤を対象とした表層地盤改良工事の事例研究 
 - 67 - 
第四章 超高含水比浚渫粘土地盤を対象とした表層地盤改良工事の 
事例研究 
 
4.1 はじめに 
神戸空港島北西区域は平成13～21年の間に一次および二次浚渫土を受け入れた後，平成22
年5～6月に軟弱粘土地盤の圧密促進工法の一種であるPDF（フロート式プラスチックボード
レーン）工法が施工された．その後，平成22年12月に三次浚渫土を受け入れ，未改良である
ため液性限界の数倍の高含水比のままの超軟弱地盤のまま放置されていた． 
この敷地を土地化して利用する計画が持ち上がり，本格的な地盤改良工事の手始めとして，
とりあえずは施工機械のトラフィカビリティーを確保するために表層処理工法を適用するこ
ととなった．表4.1.1は，各種表層処理工法を整理したものである．表層処理工法は大きく二
つに分けられる．第一に，軟弱土と固化材を混合して固化し，所定の支持力を得る化学的な
安定処理工法，第二に，排水により含水比を低下させ強度増加させる方法あるいは地盤表面
に平面的な広がりをもつ連続性のある材料（例，ジオテキスタイル）を敷設して補強し，覆
土のめり込みによる地盤破壊を避ける物理的な安定処理工法である．検討の結果，当該地で
は，後者の工法が採用された． 
 
表4.1.1 表層改良法の種類と効果1) 
区分 
工法 
工法の主たる効果 
大分類 小分類 
表
層
の
改
良 
表層処理工法 
表層排水工法 
トレンチによる地盤表層部の含水比低下 
施工機械のトラフィカビリティーの改善 
強度増加促進 
サンドマット工法 
施工機械のトラフィカビリティーの改善 
排水層としての機能 
敷設材工法 
各種補強材による軟弱地盤の表層補強 
施工機械のトラフィカビリティーの改善 
せん断変形抑制 
表層土質安定 
処理工法 
表層安定処理による施工機械のトラフィカビ
リティーの改善非圧縮化，せん断変形抑制，振
動性改良 
 
一方，兵庫県には鉄鋼関連企業が多く，鉄鋼副産物が原料・資材として簡卖に入手できる．
図4.1.1~図4.1.2に示すように，粗鋼生産量は対前年比2.2%増加し，製鋼スラグ（粗鋼生産量
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により製鋼スラグ生産される）の生産量も同2.6%に増加し，製鋼スラグ生産量が尐しずつ増
加している．以前より，製鋼スラグはコンクリート骨材や道路の路盤材として有効に利用さ
れた．また，近年ではリン吸着や硫化水素の発生抑制による水質浄化の効果があることが分
かり，鉄鋼スラグは潜堤など海洋での利用がされはじめており，それに関連した研究も多く
行われている．多方面でのスラグの再利用させるために，表層処理工法を適用するにあたり，
兵庫県内にある鉄鋼関連企業から発生する鉄鋼副産物の有効利用の一環として，表層処理工
法の改良材として利用することになった． 
 
  
図4.1.1 粗鋼生産量推移2) 図4.1.2 製鋼スラグ生成原単位2) 
 
 
図4.1.3 軟弱地盤対策実務のフロー（地盤工学会3)による） 
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そこで本研究では，改良材である鉄鋼副産物の表層地盤改良工および覆土工への適用性を
検討した．図4.1.3に，軟弱地盤対策工法の選定における典型的な流れ（地盤改良実務のため
の調査，計画，設計，施工）を示した．最初に，表4.1.2に示すように鉄鋼副産物の利用可能
性がある対策工を二つ選定した．当該現場におけるそれぞれの工法の長短所は，以下のとお
りである． 
 
① 三次浚渫粘土未改良地盤における天日乾燥とジオテキスタイルを用いた補強土工法を併
用すればコストは安くなるが，施工実績が殆どなく，既往の設計法も確立されていない
ので施工リスクが高い． 
② 全面固化処理工法は，覆土施工時に支持力が確保できるが，粘土の含水比が非常に高い
ため，フロート式の撹拌機器の導入が必要であり，手間がかかり，コスト高となる． 
 
検討の結果，二つの工法を応じて併用し，①の覆土材料および②の固化処理工法の改良材
には，それぞれ用途に応じた鉄鋼副産物を利用することとなった． 
一般に，固化処理工法の固化材としてよく使われるのはポルトランドセメントである．ポ
ルトランドセメントは「酸化カルシュウム（CaO）」，「二酸化ケイ素（SiO2）」，「酸化
アルミニウム（Al2O3）」を主原料としたセメントで，水との水和反応により強度が発現さ
れる．ポルトランドセメントの代用として撹拌混合する鉄鋼副産物は，これらの化学成分が
多く含まれているため，セメントと同様な強度発現が期待できる． 
本章では，①に関して，今まで施工実績がほとんどない，高含水比の浚渫粘土地盤上にジ
オテキスタイルを敷設した覆土施工法の適用可能性について検討するため，計測センサーを
装備したジオテキスタイルシートを用いたパイロット試験を実施し，原位置調査，室内試験
および数値解析により結果を評価した．一方，②に関して，浚渫粘土と鉄鋼副産物を混合し
た改良土の強度発現を確認する目的で試験施工を実施し，原位置調査および室内配合試験に
より強度変化を確認した． 
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表4.1.2 地盤改良法の検討 
 
 
項目 （1）未改良（＋天日乾燥＋ジオテキ）＋覆土 （2）固化+覆土（固化層厚3m） 
施工 
概要 
 
 
工法 
概要 
 三次浚渫土を改良せずに覆土を施工 
 無対策での施工が困難な場合，表層部を十
分に天日乾燥させ，ジオテキスタイルを敷
設して施工の可能性を検討 
 超軟弱地盤の表層部を全域固化処理し，覆
土を行う方法 
施工 
手順 
三次浚渫土投入→（天日乾燥→ジオテキス
タイル全面敷設）→陸搬覆土施工1.5m 
三次浚渫土投入→全面表層固化（3m）→ 
陸搬覆土施工1.5m 
使用 
材料 
覆土材，ジオテキスタイル 固化材，覆土材 
施工
性 
 施工実現可能であればコスト安である 
 三次浚渫土が非常に軟弱であるため，天日
乾燥させること，ジオテキスタイルを敷設
しても覆土の施工は困難である 
 全面固化改良であるので，覆土施工時に，
固化版表面での支持力が確保できる 
 固化版の下部に，超軟弱粘土が2m残るた
め，残留沈下抑制のためのドレーン打設
が，今後必要になる可能性がある 
 粘土の含水比が非常に高いため，固化処理
のセメント量が多く必要になる 
施工 
実績 
25haに及ぶ広大でかつ含水比200%を超える
超軟弱地盤での施工実績はない 
実績が豊富 
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4.2 各種鉄鋼副産物の表土固化処理工法への適用性 
鉄鋼副産物の混合土の物性については，これまで数多く研究が行われている．吉田ら4)は，
水硬性粒度調整鉄鋼スラグ路盤材の品質と力学特性に関する研究を行った．5種類の水硬性
粒度調整鉄鋼スラグを用いて，締固め特性，レジリエント特性，一軸圧縮特性を室内試験に
よって調べた．一軸圧縮強度は4種類の水硬性粒度調整鉄鋼スラグの室内試験結果から，養
生に伴う増加傾向が類似していたが，他の1種類は養生による強度増加が大きいことが報告
されている． 
また，松田ら5) は，高炉水砕スラグの地盤改良材としての適用性に関する基礎的研究を行
った．この研究では，地盤改良工法における高炉水砕スラグの利用促進を目的として，高炉
水砕スラグの潜在水硬性に起因した物理・強度・透水特性の変化について調べた．その結果，
粘着力は時間の経過とともに増加するが透水係数は時間とともに低下していることが分かっ
た． 
本節では，神戸空港島北西区域の埋立地の将来土地利用のために，神戸港の浚渫粘土と鉄
鋼副産物を混合し，鉄鋼副産物の種類の違いおよび配合比の違いが強度特性に及ぼす影響に
ついて検討している．同様に，超軟弱地盤に鉄鋼副産物を混合することによる表層改良工法
の適用性についても検討している． 
 
4.2.1 地盤改良対象敷地の施工状況 
神戸空港浚渫土受入部は，平成13～21年の間に一次および二次浚渫土を受け入れた後，平
成22年5～6月にPDF（フロート式プラスチックボードドレーン）工法による地盤改良が施工
された．その後，平成22年12月に三次浚渫土の投入が完了している．写真4.2.1は埋立地の浚
渫時の状況であり，図4.2.1には神戸空港島浚渫土受入区域の三次浚渫粘土の投入直後の断面
図を示す．埋立地地盤高の計測により投入された三浚渫土層厚は約3.5ｍで，PBDによる二次
浚渫粘土の未改良部分は1.5m6)である．この未改良部分は層厚5mで含水比を測定した結果，
含水比は約200%で，地表面付近の0.5mは非排水せん断強度が0.1kN/m2の超軟弱地盤である．
また，5ｍ以深はPDF工法による圧密が進行しているので，下部地盤は既に自重圧密が終了
しているものと考えられる． 
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写真4.2.1 埋立地の浚渫状況 
 
 
図4.2.1 神戸空港島浚渫土受入部の断面図 
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図4.2.2 PBDによる一次・二次浚渫粘土の改良前後の土質特性6) 
 
4.2.2 表層混合処理工の試験施工 
泥上掘削機を用いて，軟弱な表層浚渫粘性土に２種類の鉄鋼スラグ（水砕スラグ，製鋼ス
ラグ）および石炭灰に水硬性材料を添加して造粒・固化させた材料（アッシュストーン）を
混合する試験施工を行った．施工効率，混合の均質性，浚渫粘性土の強度増加を確認するた
め，表面波探査，簡易支持力試験，ラムサウンディング，ボーリングによる乱さない試料の
採取と室内試験を実施した． 
 
(1) 鉄鋼副産物材料の物理特性 
写真4.2.2に研究に用いた材料（浚渫粘性土と鉄鋼副産物）を示す．鉄鋼副産物として，鉄
鋼スラグ（水砕スラグ，転炉系製鋼スラグ）およびアッシュストーンを用いている． 
鉄鋼スラグは，鉄鉱石から鋼を製造する過程において発生する副産物であり図4.2.3に示す
ように，大きく高炉スラグと製鋼スラグに分類され，さらに 炉の種類や冷却方法の違いに
より，高炉徐冷スラグ，高炉水砕スラグ，製鋼転炉スラグ，電気炉スラグに分類される．表
4.2.1には各種鉄鋼副産物の主な用途について示している． 
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写真4.2.2 混合土に用いた試料 
 
図4.2.3 鉄鋼スラグの分類 
 
表4.2.1 各種鉄鋼副産物の主な用途 
区分 商品名 用途 
高炉スラグ 
水硬性粒度調整鉄鋼スラグ 上層路盤材 
生コン用高炉スラグ骨材 
細骨材 
粗骨材 
水砕砂 
地盤改良材 
裏込め材 
製鋼スラグ 
クラッシャーラン鐵鋼スラグ 下層路盤材 
再生クラッシャーラン 下層路盤材 
エコガイアストン 地盤改良材 
フロンティアストーン 人工石材 
フロンティアロック 人工石材 
ビバリーシリーズ 藻場造成製品 
アッシュストーン アッシュストーン 
軽量盛土材 
埋戻し材料 
路盤用補足材 
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表4.2.2に高炉スラグと製鋼スラグの化学組成例を示す．高炉スラグおよび製鋼スラグには，
酸化カルシウム(CaO)と二酸化ケイ素(SiO2)が多く含まれているのが特徴である．  
 
表4.2.2 化学組成例7) 
成分 
鉄鋼スラグ 
高炉スラグ 
（水砕スラグ，徐冷スラグ） 
製鋼スラグ 
（転炉スラグ，電気炉スラグ） 
CaO  (%) 42.0 44.3 
SiO₂ (%) 33.8 13.8 
Al₂O₃(%) 14.4 1.5 
MgO(%) 6.7 6.4 
T-Fe(%) 0.3 17.5 
 
水砕スラグは高炉の中に鉄鉱石，コークス，石灰石などを装入し，そこから出たスラグに
対し高圧水を噴射させスラグを急冷したものである．発生した水砕スラグは，ガラス質で角
張った形状をしている．水砕スラグの化学組成は酸化カルシウム (CaO)，二酸化ケイ素
(SiO2)を主成分として，酸化アルミニウム(Al2O3)も含まれている．CaO，SiO2，Al2O3などは
卖体では中性であり，CaOは水と接すると反応し水酸化カルシウム(Ca(OH)2)となり，それが
土中水で電離し，強いアルカリ性を示す．水砕スラグの特徴はCaO，SiO2，Al2O3があるため，
水と接すると水和反応とポゾラン反応が起こり，水和物を生成して硬化する性質があり，こ
れを潜在水硬性という．一般の粒子がガラス質の場合では塩基度が高いほど水硬性が高くな
る． 
製鋼スラグは銑鉄，スクラップを精錬し，鋼を製造する際に，同時に生成されるスラグで
ある．精錬炉の種類により，転炉スラグと電気炉スラグに大別される．一般に，製鋼スラグ
は酸化カルシウム(CaO)，二酸化ケイ素(SiO2)の2成分を主成分としている．微量の酸化カル
シウム(CaO)，二酸化ケイ素(SiO2) の溶出により表面に緻密な水和生成物を形成し，これが
スラグの粒子をつなぐ結合材となって時間とともに硬化する水硬性があるが，その程度は弱
く，水硬性の発現は一様ではない．また，製鋼スラグを製造する過程において，不要な成分
であるケイ素，りん，硫黄等を除去するために石灰を添加する．この生石灰は，精錬すれば
溶解されるが一部そのままの状態で製鋼スラグ中に残存する．この生石灰は遊離石灰（Free-
CaO）と呼ばれ8)，製鋼スラグは遊離石灰が多く含まれているため，水と反応しやすく，水
酸化カルシウム(Ca(OH)2)となる際に，膨張性が大きい特徴がある．製鋼スラグの上記2成分
以外の組成としては，酸化鉄(FeO)を多く含んでいるため，一般の天然砂より硬く，密度が
大きい．それによってせん断抵抗角が大きく，高い耐摩耗性を有している． 
アッシュストーンは，製鉄所の自家発電用火力発電所から発生する石炭灰に水硬性材料を
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添加し，ミキサーで混合して，養生し硬化させた粒状の材料である．軽質な材料でかさ比重
が1程度であり，重金属等を含んでいないため，安全で環境に配慮した材料である．また，
高い吸水性による気化熱によって路面温度の上昇を抑制する効果を有しているため，路盤材
や軽量盛土材として広く利用されている．  
表4.2.3に用いた材料の物理試験結果を，図4.2.4には粒径加積曲線を示す．製鋼スラグの土粒
子密度は，ρs=3.377g/cm³であり，普通の土（通常2.6~2.8g/cm
3）と比べかなり大きいこと，ア
ッシュストーンは吸水率が50%以上と水砕スラグ，製鋼スラグに比べて水を吸収しやすいこ
と，一方，水砕スラグは，アッシュストーンや製鋼スラグに比べて均等係数が小さいことが
特徴である． 
 
表4.2.3 用いた材料の基本的な物理特性 
区分 浚渫粘土 水砕スラグ アッシュストーン 製鋼スラグ 
土粒子の分類 高液性粘土 砂礫 礫質砂 砂礫 
土粒子密度  (g/cm³) 2.664 2.756 2.664 3.377 
含水比  (%) 126.9 9.6 58.8 11.1 
吸水率(%)(5mm以上)粗骨材 - - 53.40 3.71 
吸水率(%)(5mm以下)細骨材 - 3.05 52.99 6.72 
実績率  (%) - 103.37 70.12 87.02 
コンシステンシ  ー
液性限界 121.00 
NP NP NP 
塑性限界 35.85 
均等係数  (Uc) - 2 14 10 
曲率係数  (Uc’) - 0.8 0.3 0.3 
最大粒径 (mm) 19 2.36 25.4 16.00 
 
 
図4.2.4 各材料の粒径加積曲線 
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図4.2.5は，フロー試験の結果である．フロー値は，混合土のコンシステンシーを表してい
る．水砕スラグの実験ケース1-2と1-4はフロー値が15cmに達し，最大となった．水砕スラグ
の場合は，浚渫土の設定含水比が高く，フロー値が大きくなる．これは，水砕スラグの吸水
率が3%程度と低く，粒径分布が一様であるため，フローコーンを引き上げた際にさらさら
と試料が流れたためである．一方，吸水率の高いアッシュストーンの場合，実験ケース2-4
だけフロー値が大きい．これは，アッシュストーンの量が尐なく，浚渫土の含水比が高いた
め，浚渫土の水分をアッシュストーンが吸収しきれなかったためであると考えられる． 
 
 
図4.2.5 フロー値の結果 
 
(2) 施工条件および方法 
図4.2.6に，浚渫土改良の試験施工の概要を示す．浚渫粘性土の改良に用いた材料は，水砕
スラグ（以下，水砕スラグを用いて改良を行った範囲をAエリアと記載），アッシュストー
ン（同，Bエリア），製鋼スラグA（同，Cエリア），製鋼スラグB（同，Dエリア），未エ
ージング製鋼スラグB（同，Eエリア）の5種類である．試験施工実施箇所における浚渫粘性
土の含水比はwn=127%（湿潤密度ρt=1.38g/cm
3）で，液性限界wL＝121%と概ね同程度であっ
た．表4.2.5に試験施工の混合条件を示した． 
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図4.2.6 施工フロー 
 
図4.2.7に施工の様子，図4.2.8に施工区域の平面図を示している．施工手順は，以下の通りで
ある． 
 
［STEP1（予備施工）］ 
① バックホー(0.7m3ロングアーム)で改良材を施工箇所に移動する． 
② 泥上掘削機で改良範囲の材料を混合し，改良材の混合時の特性を把握する． 
 
［STEP2 & 3］ 
① バックホー(0.7m3ロングアーム)で改良材を施工箇所に移動する． 
② 表4.2.4に示した配合・混合時間条件で泥上掘削機にて浚渫粘性土と改良材を混合する．
混合はGL-3.0mまでを改良目標範囲として行う． 
③ 混合完了時の試料を採取し，混合状態を確認する． 
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表4.2.4 試験施工の混合条件 
エリア スラグ 
配合比 
（浚土：スラグ） 
10m
2あたり 
混合時間 
A1 
水砕スラグ 
5：5（重量比） 
2.5時間 A2 
A3 6：4（重量比） 
B1 
アッシュストーン 
5：5（重量比） 
2.5時間 B2 
B3 6：4（重量比） 
C1 
製鋼スラグA 7：3（容積比） 
2.5時間 
C2 
C3 3.75時間 
D1 
製鋼スラグB 7：3（容積比） 
2.5時間 
D2 
D3 3.75時間 
E2 未エージング製鋼スラグB 7：3（容積比） 2.5時間 
 
 
図4.2.7  試験施工模式平面図 
 
 
図4.2.8 試験施工断面図 
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写真4.2.3 現地の混合状況 
 
(3) 原位置調査 
改良した浚渫粘性土について，改良効果確認と地盤強度の経時変化を把握するため，以下
の4 種類の原位置試験を実施した． 
 
① 表面波探査：地盤のせん断弾性波速度（S波速度）構造を把握するための探査 
② 簡易支持力試験（キャスポル）：地盤の支持力を簡易的に把握するための調査で重錘を
一定の高さから地盤に自由落下させたときに生ずる衝撃加速度の最大値から，表層地盤
の支持力を把握するための試験． 
③ ラムサウンディング：地盤の深度方向の硬軟を把握するための調査．試料採取は出来な
いものの，貫入値であるNd 値（≒N 値）が連続して深度方向に得られるという利点を
有することから，強度発現の深度方向の変化や，深度方向の強度のばらつきの把握が可
能． 
④ ボーリングによる乱さない試料採取：室内三軸UU 試験，物理試験用 
 
4.2.3 原位置調査による表層地盤改良効果の評価 
(1) ラムサウンディングおよびサンプリング試料による土質試験の結果 
図4.2.9（a）~（c）に，A2，B2，D2 エリアから施工４週間後に採取した乱さない試料を
用いた室内試験（湿潤密度，含水比，三軸ＵＵ試験）および施工１週間および４週間後に実
施したラムサウンディングの結果を示す．  
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図4.2.9 ラムサウンディングおよびサンプリング試料の土質試験結果 
 
① 水砕スラグ：改良された範囲は地表から 2.3m 程度であった．試験結果からは，改良範
囲における混合状態のばらつきの程度が他の材料に比べてやや大きいといえる．ばらつ
きの原因は明らかではないが，水砕スラグが局所的に多量に含まれていた箇所では経時
的な強度の増加が大きいが，全体としては経時的な強度の増加はわずかである．4 週後
における圧縮強さは10～600kN/m2 であり，改良効果は確認できたが，今回の混合方法
では強度のばらつきが大きいことがわかった． 
② アッシュストーン：改良範囲は地表から 2.0m 程度であった．アッシュストーンが，比
較的均質に混合されているものと判断される．ラムサウンディングの結果からは，経時
的な強度の増加はみられない．4週後における一軸圧縮強さは20～30kN/m2 程度と改良
による強度増加は確認できたがその程度はわずかであった． 
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③ 製鋼スラグ：改良範囲は地表から1.8m 程度であった．試験結果からは，改良範囲での
湿潤密度・含水比のばらつきは小さく，今回の混合方法でも製鋼スラグが均質に混合さ
れていると判断される．ラムサウンディングの結果から，GL-1.8m までの改良範囲にお
いて経時的な強度増加がみられる．4 週後における圧縮強さは100～200kN/m2 であり，
製鋼スラグ混合による顕著な改良効果が確認できた． 
 
(2) 表面波探査および簡易支持力試験9) 
重機を用いた現地撹拌による地盤改良を行ったA〜Eの各エリアにおいて，表面波探査試
験と簡易支持力試験を行った．試験地の代表例として，図4.2.10にEエリアの試験位置図を示
す．縦横の線が表面波探査測線，三角印が簡易支持力試験の実施地点，丸印がラムサウンデ
ィング試験の実施地点を示している．表面波探査の測線長は，東西測線，单北測線とも12m
で，起振点間隔および受振点間隔はいずれも0.5m とした．簡易支持力測定地点は西（図中
左）から東に向かって測点1 から測点5 とし，各測点において衝撃加速度によるインパクト
値（以下，Ia 値と記載）を5 回測定した． 
 
 
図4.2.10 試験位置図（E エリア）9) 
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図4.2.11 簡易支持力試験結果（E エリア）9) 
 
図4.2.11にE エリアにおける簡易支持力試験結果を示す．図中の数値は各測点でのIa の平
均値である．図より，各測点とも養生日数が長くなるにつれて強度が増加していることがわ
かる．また，28 日養生時のE エリア5 点の平均Ia 値は12.82 であり，各測定点ともIa の平
均値±7%の範囲内に収まっていることから，E エリア内の強度の均質性が確認された．この
傾向は，C エリアおよびD エリアでも同様に見られた．一方，A エリアおよびB エリアに
おいては測点毎のIa 値のばらつきが大きく，不均質であることが分かった． 
表面波探査試験結果の一例として，図4.2.12にE エリアの東西測線探査によって得られた
地盤中のS 波速度分布を，養生日数毎に比較して示す．図中の「Cas」は簡易支持力試験の
実施地点，「Ram」はラムサウンディング試験の実施地点，縦の実線は单北測線との交点を
それぞれ示している．図より，養生日数にほぼ比例して地盤中のS 波速度が増加しているこ
とがわかる．また，S 波速度の増加は表層から深度3m 程度までの範囲で顕著に見られる．
これは，重機による浚渫土とスラグの混合範囲が深度3m までであるため，妥当な結果であ
ると考えられる．また，改良を行っていない3m 以深のS 波速度も増加しているが，これは
周波数が低い波は深層から表層までの平均的なS 波速度を表していることから，表層の速度
増加の影響を受けS 波速度が微増したと推定される．これらの傾向はE エリアの单北測線で
も同様に見られた．また程度は異なるものの，C エリアおよびD エリアにおいても同様の
傾向が確認された． 
図4.2.13は，7 日養生時の表面波探査によって得られたS 波速度から換算したN 値10)と，
同日に行ったラムサウンディング試験によって得られたN 値を比較している．深度0.5m か
ら1m 付近で両者に違いが見られるものの，それ以外では，両試験によるN 値がほぼ同様の
値を示している．本調査から，表面波探査結果による換算N値と，ラムサウンディング試験
によるNd値のの整合性が確認できた． 
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図4.2.12 表面波探査試験結果（E エリア・東西測線）9) 
 
 
図4.2.13 N値の比較(7日養生) 9) 
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4.2.4 鉄鋼副産物混合土の力学特性 
鉄鋼副産物混合土の力学特性を把握するため，浚渫粘性土と鉄鋼副産物の混合条件を様々
に変えて供試体を作製し，強度特性を検討するために一軸圧縮試験を行った．これらの結果
から，鉄鋼副産物の種類の違いや配合比の違いが強度特性に及ぼす影響について検討を行っ
た． 
 
(1)試験概要 
表4.2.5に，浚渫粘性土と鉄鋼副産物の配合比を示す．浚渫粘性土と水砕スラグおよびアッ
シュストーンの配合比は，重量比で5:5 および6：4 とした．一方，浚渫粘土と製鋼スラグの
場合には，製鋼スラグの土粒子密度が大きいことから，配合比は容積比で7：3および6：4 
とした．ここで，浚渫粘性土は，自然含水比wn=127%，液性限界wL=121%である． 
より高い含水比の浚渫粘性土についても鉄鋼副産物混合による強度改善効果が発揮される
かを確認するため，含水比177%（=wn+50%）に調整したものも用意した．所定の配合条件
となるように計量した材料を，ハンドミキサーを用いて一様になるまで10 分程度練り混ぜ
た後，直径10cm，高さ20cm のプラスチックモールドに3 層に分けて投入した．供試体の養
生日数は3 日，7 日，28 日，60日の4 種類とし，試験実施まで22℃の恒温室で湿潤養生し
た．所定の養生期間に達した後，ベディングエラーの影響を緩和させるため，供試体の上下
端を石こう(CaSO₄)を用いて平坦に整形した後，試験に供した． 
 
表4.2.5 浚渫粘性土と鉄鋼副産物の配合比 
ケース 鉄鋼副産物 
浚渫粘性土 
の含水比（%） 
配合比 
（浚渫粘土：スラグ） 
1-1 
水砕スラグ 
127 5：5 
（重量比） 1-2 177 
1-3 127 6：4 
（重量比） 1-4 177 
2-1 
アッシュスートン 
127 5：5 
（重量比） 2-2 177 
2-3 127 6：4 
（重量比） 2-4 177 
3-1 
製鋼スラグ 
127 7：3 
（容積比） 3-2 177 
3-3 127 6：4 
（容積比） 3-4 177 
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混合土の強度増加を調べるために一軸圧縮試験およびコーン指数試験を実施した．コーン
指数試験は一軸圧縮試験用 の供試体が自立しない場合の一軸圧縮強度をコーン指数から推
定する11)ために行った．一軸圧縮試験時のひずみ速度は1.0%/min とし，圧縮応力が最大とな
った軸ひずみεaから2%程度の εaが生じた時点で載荷を終了する．最大圧縮応力quとなった εa 
から2 %の軸ひずみが生じる前に，圧縮応力がquの2/3 程度となった場合も載荷を終了する．
各条件の実験に用いた三つの供試体の平均値を一軸圧縮強度quとした． 
 
(2) 混合土の力学特性 
代表的な圧縮応力～軸ひずみ関係として，図4.2.14に製鋼スラグを混合した供試体の結果
を浚渫粘性土の含水比(wn=127%，177%)ごとに示す．いずれの実験ケースにおいても，3 本
の供試体の応力ひずみ関係がおおよそ等しいことから，供試体作製の再現性は確保されてい
るといえる．なお，含水比が177％の場合，養生日数3日では供試体が自立しなかったため，
一軸圧縮試験の代わりにコーン指数試験を行っている．同じ配合比の下で浚渫粘性土の含水
比が127%→177%に増加すると，一軸圧縮強さquは概ね半分程度まで低下する結果となった．
製鋼スラグを混合した供試体の変形係数E50と養生日数の関係を図4.2.15に示す．いずれのケ
ースについても養生日数が増加すると，変形係数が増加する傾向が確認できた． 
 
 
  (a)浚渫粘性土の含水比127%の場合   (b) 浚渫粘性土の含水比177%の場合 
図4.2.14 一軸圧縮試験による圧縮応力～軸ひずみの関係（製鋼スラグ） 
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図4.2.15 変形係数E50と養生日数の関係（製鋼スラグ） 
 
 
図4.2.16 鉄鋼副産物の配合量と一軸圧縮強度の関係 
 
図4.2.16は，混合土の一軸圧縮強さquと養生日数の関係のまとめである．製鋼スラグの各ケ
ースでは，養生日数の増加に伴い強度が増加している．これは前述のとおり，微量の酸化カ
ルシウム(CaO)，二酸化ケイ素(SiO2) の溶出により，表面に緻密な水和生成物を形成し，ス
ラグの粒子をつなぐ結合材となって時間とともに硬化するためと考えられる．水砕スラグは，
時間経過とともに硬化する潜在水硬性を有した材料ではあるが，今回の浚渫粘性土に水砕ス
ラグを混合した状態では，養生日数の増加に伴う強度増加はわずかであった．既存の研究12)
では，水砕スラグのせん断強度挙動および硬化が，締固め密度，養生期間，養生水などによ
る影響を調べた結果，実験の条件要因による違いはあるが，水砕スラグは時間経過とともに
増加するのが確認されている．また，圧縮強度に影響を与える条件要因の中で，養生水が圧
縮強度に与える影響について蒸留水と海水を比較したところ，蒸留水より海水で養生したケ
ースでわずかであるが大きな強度が得られると報告されている．水砕スラグの反応メカニズ
ム5)によると，水砕スラグが硬化促進するためには水砕スラグ粒子の接触点数を増加させる
必要があるが，浚渫粘性土と混合することで水砕スラグ粒子同士の接触が阻害されているこ
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とが養生日数の増加に伴う強度増加が小さくなった原因と考えられる． 
また，アッシュストーンは，吸水率が大きい性質があるため，浚渫粘性土に含まれる水分
をアッシュストーン粒子が吸水することで，見かけ上含水比が低下するために強度が増加す
る．さらに，アッシュストーンの生成過程で添加された水硬性材料の未反応成分が反応する
ことで強度増加が生じると考えられる． 
 
 
図4.2.17 鉄鋼副産物の配合量と一軸圧縮強度の関係 
 
図4.2.17は，鉄鋼副産物の配合比（重量%）と一軸圧縮強さの関係である．水砕スラグはス
ラグの配合量を多くしても，それに付随する強度増加はわずかである．アッシュストーンは，
圧縮強度の絶対値は小さいものの，配合量が多くなると，圧縮強度が大きくなる傾向がみら
れる．これは，アッシュストーン粒子の吸水率が大きいので，浚渫粘性土に混合することで，
見かけ上含水比が低下して，強度が増加することにに起因する．一方，製鋼スラグを混合し
た場合，水砕スラグ，アッシュストーンに比べ，大きな圧縮強度が得られている．製鋼スラ
グの配合量が多くなると，粗粒分の占める割合が多くなり圧縮強度が大きくなると考えてい
たが，今回の配合ケースではその傾向は確認できなかった．これは，圧縮強度を無拘束の一
軸圧縮試験で評価しているためとも考えられ，三軸UU試験も併用して強度特性を検討して
いくことが今後必要となるであろう． 
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表4.2.6 混合時含水比と一軸圧縮試験結果一覧表 
実験 
ケース 
鉄鋼 
副産物 
配合 
浚渫粘土：スラグ 
浚渫粘土 
含水比 
一軸圧縮強度（kN/m2 ） 
3日 7日 28日 60日 
1-1 
水砕スラグ 
127% 
5:5(重量比) 
4 58 68 79 
1-2 177% 2 16 21 37 
1-3 127% 
6：4(重量比) 
3 47 61 75 
1-4 177% 1 12 19 21 
2-1 
アッシュ 
ストーン 
127% 
5:5(重量比) 
19 159 201 207 
2-2 177% 4 70 119 54 
2-3 127% 
6：4(重量比) 
6 44 85 65 
2-4 177% 2 12 14 15 
3-1 
製鋼スラグ 
127% 
7：3(容積比) 
34 105 225 344 
3-2 177% 30 41 62 140 
3-3 127% 
6：4(容積比) 
39 91 210 309 
3-4 177% 24 37 94 135 
*一軸圧縮強度：数字はコーン指数試験の換算値 
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4.2.5 原位置調査および室内配合試験結果による地盤改良効果の評価 
原位置調査および室内試験結果から，改良材の種類によって強度発現の程度に差はあるが，
自然含水比wn = 127 %程度の浚渫粘性土に改良材を重量比で50 %程度混合することで，浚渫
粘性土の強度改善が見込めることが明らかとなった．また，製鋼スラグ，水砕スラグ，アッ
シュストーンの順に，養生期間が長くなるにつれて強度が増加した．一方，製鋼スラグ混合
地盤では，施工後4週間で強度が10倍以上増加し，製鋼スラグ混合エリアでの改良地盤の力
学的なバラつきは小さく，逆に水砕スラグおよびアッシュストーンでは，バラつきが大きか
った． 
表層改良工事後，上層にダンプトラックの走行が可能となるためには，地盤強度，一軸圧
縮強さqu= 235kN/m
2以上が必要13)である．室内配合試験結果から，浚渫粘土（含水比
wn=127%）+製鋼スラグ混合土の条件で，養生日数が60日を越えないとダンプトラックの走
行は無理であると判断される．原位置調査の結果からも，改良した地盤はダンプトラックに
対して不安定であると考えられる．  
 
表4.2.7 建設機械の施工に必要なコーン指数13) 
 
 
 以上に述べた原位置調査・室内試験結果を用いて，既往の設計マニュアルに照らして検討
した結果，鉄鋼副産物の混合による表層処理工法は，当該現場において地盤改良工としては
適さないとの結論に達した（付録参照）． 
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4.3 ジオテキスタイルを用いた表層覆土施工法による地盤改良工 
神戸空港島北西区域の埋立地は，含水比が100％を越え支持力が全く期待できない軟弱な
地盤である．前節の結果を踏まえて混合処理工の適用は困難であること，さらに地盤の安定
的性と施工性の観点（表4.3.1参照）から，ジオテキスタイルを用いた覆土施工法を当該現場
の対策工として適用することにした．図4.3.1は，この種の対策工の効果予測のフロー図であ
る． 
ジオテキスタイルを用いた表層覆土工法は，ジオテキスタイルを敷設し，敷設する材料の
引張力を利用して施工機械のトラフィカビリティーを確保するとともに，施工初期の段階で
盛土荷重を均等に分散して地盤の局部的な沈下を減じ，施工時の支持力の確保を図る表層処
理工法14)である． 
本節では，ジオテキスタイルによる表層処理対策工の設計法の妥当性を検証することを目
的として，計測ジオテキスタイルを用いたパイロット施工を実施し，ジオテキスタイルに生
じる張力・変形の計測と解析を行なっている． 
 
表4.3.1 ジオテキスタイル覆土工法14) 
項目 特徴 
対策工法の種類 
 
シート・敷網工法（一層覆土） 
 
対象地盤の性状 含水比数百%～泥土（せん断強度：ほとんど0） 
対策目的 
軟弱地盤の覆土（初期造成），めり込み防止， 
トラフィカビリティーの確保，材料分離 
対策期間 短期：地盤強度が増加するまで 
必要とされるジオテキ
スタイルの性状 
繊布，ジオグリッド，ジオネット 
地盤の変形に追随し破断を生じない強度を有するもの 
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図4.3.1 ジオテキスタイル覆土工法のフロー 
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4.3.1 表層覆土工における敷地の地盤状況 
(1) 三次浚渫粘土表層部の天日乾燥 
既往の研究15)16)では，高含水比の粘土地盤を天日乾燥することにより，ある程度の強度発
現が期待できるとの報告がある（図4.3.2~図4.3.3参照）．天日乾燥により強度増加が期待で
きるのは，地表面下50cm 程度までである．そこで，神戸空港島北西区域の三次浚渫粘土地
盤を2013年1月から2013年9月まで約9ヶ月以上天日乾燥させた．その結果，表層部の含水比
は約80％程度に低下し，表層の約50cm~40cm程度が乾燥していることを確認した．写真4.3.2
は乾燥させた三次浚渫粘土の表層部である． 
 
 
 
図4.3.2 シルトの天日乾燥日数毎の 
深度-qc 関係
15) 
図4.3.3 シルトの天日乾燥日数毎の 
深度-qc 関係（C-3：1年後，C-4：2年2カ月後）
16) 
 
 
写真4.3.1 天日乾燥させた三次浚渫粘土の表層部 
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(2)原位置におけるベーンせん断試験 
三次浚渫粘土の強度を調べるため，ベーンせん断試験を実施した．図4.3.4にベーンせん断
試験を実施した代表的位置を，図4.3.5，図4.3.6，図4.3.7に，ベーンせん断強さ（非排水せん
断強さ）および含水比の深度分布を示す．非排水強度cuは20kN/m
2を超える箇所もあったが，
ほぼ10kN/m2程度の地点が多く，含水比（wn）はwn=81.9%～160%，平均115%であった．含
水比と非排水強度cu（kN/m
2）の関係を図4.3.8に示した．図から分かるように，圧密の進行に
伴って含水比が低下することで，非排水せん断強度が増加する傾向が伺え，非排水せん断強
さ(kN/m2)と含水比(%)の関係は，図中の曲線で近似できる． 
 
 
図4.3.4 ベーンせん断試験実施箇所 
 
 
図4.3.5 非排水せん断強さcuおよび含水比(wn)深度分布 
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図4.3.6 深度～非排水せん断強度の関係 図4.3.7 深度～含水比の関係 
 
 
図4.3.8 含水比～非排水せん断強度cuの関係 
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4.3.2 ジオテキスタイル敷設による表層部のトラフィカビリティーの検討 
(1) 軟弱地盤の表層覆土施工による地盤変形予測 
三次浚渫粘性土上部にジオテキスタイルを敷設した場合の施工機械のトラフィカビリティ
ーを確認するため，一連の数値解析を実施した． 
検討項目は，以下の３つであった． 
 
① 予備検討として，ジオテキスタイル敷設の有無による施工機械の走行性を確認 
② 覆土材料（アッシューストーン，自然土）の違いによる軟弱地盤の沈下傾向の検討 
③ 表層覆土工事による軟弱地盤の安定性の検討 
 
 まず，覆土施工前に，地盤変形解析汎用プログラム(PLAXIS)を用いて，2次元FEM解析
（圧密変形解析）を実施し，項目①を検討した．図4.3.9は，解析モデルの断面であり，浚渫
履歴および圧密促進工法による地盤改良履歴を考慮している．三次浚渫粘土は，天日乾燥さ
せた約50cmの表層を設定している．また，2トンダンプトラックの走行を想定し，ジオテキ
スタイルは設計引張強度（横方向・縦方向：各80kN/m）で設定した．また，ジオテキスタイ
ルと地盤の摩擦（強度低減係数R）は，R=1.0とした． 
 
図4.3.9 解析モデルの断面 
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表4.3.2に各地層の構成モデルと地盤物性値を示す．FEM解析に用いた地盤物性値は，ベー
ンせん断試験の結果を用いた．また，表層の乾燥部は調査を実施していないため，上部の浚
渫粘性土の乾燥による強度増加を定量的に判断することは困難である．したがって，三次浚
渫土の下部層のベーン試験結果を参考にして，概ね2倍程度の強度を仮定した． 
表4.3.3に，ジオテキスタイルの仕様を示す．今回用いたジオテキスタイルは補強盛土や軟
弱地盤処理に多く使われているジオグリッドである．「ジオテキスタイルを用いた補強土の
設計・施工マニュアル」によると，超軟弱地盤の場合には，ジオテキスタイルの設計引張強
さの範囲として，TA：70~110kN/mを推奨している
14)．本事前解析では，ジオテキスタイル引
張強さTA=80kN/mを仮定した． 
 
表4.3.2 各地層の構成モデルと地盤物性値 
区  分 
浚渫粘性土 盛土材料 
二次 
(改良部) 
二次 
(未改良部) 
三次 
(未改良部) 
三次 
(乾燥層) 
アッシュ 
ストーン16) 
自然土 
構成モデル SSモデル SSモデル SSモデル SSモデル MCモデル MCモデル 
卖位体積重量(kN/m3) 15.14 14.21 13.74 14.43 14 18 
初期間隙比 2.2 3 3.5 2.8 - - 
内部摩擦角(°) 0 0 0 0 45.4 35.4 
粘着力(kN/m2) 5 3 0.5 1 7.7 3 
圧縮指数（λ*） 0.163 0.174 0.184 0.146 - - 
膨張指数（κ*） 0.033 0.035 0.037 0.029 - - 
弾性係数(kN/m2) - - - - 100,000 50,000 
Poisson’s ratio - - - - 0.3 0.3 
排水条件 排水 非排水 非排水 非排水 非排水 非排水 
*MCモデル： Mohr-Coulomb Model 
**SSモデル： Soft soil model (Modified Cam clay Model) 
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表4.3.3 ジオテキスタイルの仕様 
 
 
① ジオテキスタイル有無による車両の走行性の検討 
ジオグリッドを敷設した場合，2トンダンプトラック走行時の鉛直変位は最大25cm（図
4.3.10（b）），ジオグリッドがない場合は図4.3.10（a）に示すように過剰な変位が発生
（46cm以上）し，解析が発散して中断した．この結果から，当該超軟弱地盤上において，ジ
オグリッドなしでの車両の走行は不可能であると判断した． 
 
 
(a) ジオグリッドを敷設なし 
 
 
(b) ジオグリッドを敷設 
図4.3.10 ジオグリッドの有無における鉛直変位と地盤変形 
品番 素材(基布) 目合い(mm) 質量(g/m2) 
引張強さ
TA(kN/m) 
伸び率(%以下) 
HMT-80 ポリエステル 10×10 500 80×80 22×22 
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② 覆土材料のタイプによる圧縮沈下量予測 
覆土材料としては，アッシュストーン（軽量土）と自然土（一般土）の2タイプを想定し
て解析を実施した．図4.1.1は2タイプの覆土材料に対する施工段階ごとの最大鉛直沈下量を
示している．各撒き出し直後(圧密沈下を考慮しない場合)の最大沈下量は，自然土の場合は
最大83.4cm，アッシュストーンを用いた場合は68.3 cmと予測され，覆土材料の卖位体積重量
の影響が顕著であった． 
 
 
図4.3.11 覆土施工に伴う沈下量 
 
 
区分 自然土（一般土） アッシュストーン（軽量土） 
0.2m 
施工時 
  
1.0m 
施工時 
  
図4.3.12 覆土材料タイプによる全変位増分 
 - 100 - 
③ 軟弱地盤の表層覆土施工による安定性の検討 
ジオテキスタイル敷設工法の設計上では，敷設工事の途中に覆土材料の荷重および施工機
械の重量による地盤破壊を防ぐための設計安全率Fs=1.514)としている．施工機械の覆土施工
による円弧すべり安全性を検討するため，地盤変形解析と円弧すべり解析を連動してせん断
強度定数低減法(c－φReduction Method)よる安定計算を実施した． 
覆土ピッチを20cmとして安定性を検討した結果，覆土厚さ20cmの施工時では，Fs=2.15で
あり，車両荷重の影響により，表層部分のせん断変形が局所的に発生していることが確認で
きた．さらに，1.0m覆土の施工時の安全率は，Fs=1.68(>1.5)であった．この場合，二次浚渫
粘性土（未改良部）と三次浚渫粘性土の境界部分でせん断変形が大きく生じていることが分
かる． 
 
区分 最大せん断変形率 最小安全率（Fs） 
0.2m 
施工時 
 
2.15 
1.0m 
施工時 
 
1.68 
図4.3.13 ジオグリッド敷設後の円弧すべり破壊に対する安全率 
 
以上に述べたFEM解析の結果から，ジジオグリッド無しでの車両の走行は不可能であるこ
と，また，適切なジオグリッドを敷設することで過大な沈下を防ぎ施工機械の走行性が確保
できることが分かった． 
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(2) 表層覆土施工による地盤変形の範囲の検討 
原位置の計測を実施するにあたり，ジオグリッドの伸びを計測するひずみゲージおよび沈
下板の測定範囲を決めるため，事前数値解析を実施した．表層覆土施工に伴う地盤の挙動を
把握することで，確実な計測の実施が可能となる．図4.3.14は，解析に用いた地盤断面図で
ある．一方，解析に用いた地盤物性値を表4.3.2~表4.3.3に示す． 
 
 
図4.3.14 解析モデルの断面 
 
図4.3.15から，軟弱浚渫土地盤に水砕スラグを1.0m載せた場合，地盤変形が生じる範囲は
25ｍ，2.0m覆土の場合は45m，3.0m覆土の場合は50m程度であることが分かった．この結果
より，軽量なアッシュストーンを3.0mの厚さで覆土した場合には，沈下板およびひずみゲー
ジの貼り付け範囲は，尐なくとも50ｍが必要である．  
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（a）1.0mの覆土時 
 
（b）3.0mの覆土時 
図4.3.15 覆土が周辺地盤に与える影響 
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(3) 試験施工 
試験施工の前に数値解析を行い，ジオグリッド敷設効果を考慮した施工機械のトラフィカ
ビリティーを確認した．一方，試験施工で50cmの覆土を行う際に，10m×30mのジオグリッ
ドを敷設した箇所と敷設しない箇所の挙動を比較した（写真4.3.2参照）．その結果，写真
4.3.3に示すように，未対策の箇所ではのり先で大きな滑りが発生し，覆土により浚渫粘性土
内の水位が上昇することが確認できた．一方，ジオグリッドを敷設した箇所は，ジオグリッ
ドを巻き込みながら大きく沈下したものの，敷設し地表面に段差は生じず，施工後は安定し
ていた． 
 
  
写真4.3.2 試験施工のジオグリッド敷設状況 写真4.3.3 無補強時の覆土による地盤崩壊 
 
4.3.3 ジオテキスタイルを用いた表層覆土施工方法 
(1) ジオテキスタイルの特性 
浚渫土表面には水位があり，試験施工からも覆土による水位の上昇が確認できた事から，
メッシュ系のジオグリッドを使用した．今回は，対策施工範囲が広いため，ジオグリッドの
連結が必要となり，継ぎ目を考慮してジオグリッドの設計引張強度は母材強度の70%とした．
地盤補強用ジオグリッドの仕様を表4.3.4に示す． 
 
表4.3.4 ジオグリッドの仕様 
品番 素材(基布) 目合い(mm) 質量(g/m2) 引張強さ(kN/m) 伸び率(%以下) 
HMT-80 ポリエステル 10×10 500 80×80 22×22 
 
(2) 施工順序 
表層改良・覆土を行う領域は約28万㎡であり，その内，ジオテキスタイルによる対策工が
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必要とされる範囲は11万4000㎡である．工事対象地の中央部には，单北方向に表層2mをセメ
ント改良した上に約0.85m盛土した工事用道路を整備した（図4.3.16参照）．その築堤部から
東西方向に撒き出して覆土を施工した． 
 
 
図4.3.16 ジオグリット対策工の範囲 
 
覆土には2tクローラダンプを使用し，ジオグリッドが破断や過大な変形をしないように，で
きるだけ均一な厚さで仕上げるように留意しながら，撒きだし厚さは過去の施工実績を参考
17)に，1層目は50cm，2層目は30cmに撒き出した．図4.3.16は，施工手順である．また，3層目
以降については，50cmごとに薄層で計測エリア全面を同日の内に覆土施工した． 
 
 
図4.3.17 計測エリアの覆土手順 
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図4.3.18 表層覆土施工履歴（2012/10/31~2012/12/12） 
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図4.3.19 表層覆土施工履歴（2012/12/13~2013/10/04） 
 
図4.3.18~図4.3.19には，計測エリアにおけるそれぞれ1層目(0.5m)，2層目(0.3m)および3層目
～5層（それぞれ0.5m）の施工履歴を示している． 
 
(3) 現場計測 
設計法の検証を行うことを目的として，ジオグリッドに生じる張力および地表面沈下の計
測を行った．図4.3.20に，ひずみゲージと沈下板の計測位置図を示す．写真4.3.4に示すように，
地表面に設置した沈下板は，面積1,000m2に1か所設置し，GPSで動きを計測した． 
ジオグリッドに作用するひずみの計測は，ジオグリッドの引張力および変形が大きくなる
と想定された築堤部と浚渫粘性土の境界を横断する箇所の2測線で計測した．写真4.3.5にジ
オグリッドのひずみゲージの設置状況を示している．1測線あたり6箇所でジオグリッドの伸
びひずみを計測し，それぞれの箇所で，縦，横ストランドにひずみゲージを貼り付けている．
ここで，曲げひずみの影響を極力小さくするため，ジオグリッドの両面にひずみゲージを貼
り付け，出力されるひずみ量を平均化した（写真4.3.6参照）．また，測定間隔は30分とした． 
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図4.3.20 計測機器の設置位置 
 
  
写真4.3.4 沈下板の計測位置 
写真4.3.5 ひずみゲージ付き 
ジオグリッドの設置状況 
 
  
写真4.3.6 ひずみゲージ貼り付け状況 
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(4) 現場計測結果 
図4.3.21（a）は，築堤部と浚渫粘性土の境界（No.4，No.5）のジオグリッドに生じたひずみ
（引張がプラス側）と覆土高さと沈下量の関係である．No.4 では，2012年11月1日に1層目
の撒き出し直後に，ジオグリッドに約0.8%のひずみが発生した．その後，2012年11月13日の
沈下板B地点の覆土により，ジオグリッドのひずみが約0.2％まで減尐している．また，2013
年8～9月に実施した追加覆土により，ひずみが約0.8%に増大した．一方，No.5では，境界地
点においてNo.4の初期の伸びひずみに比べて小さいかったが，徐々に伸びて約0.8%を保持し
ている． 
図4.3.21（b）に，築堤部より最も離れた箇所（No.1，No.2）のひずみと覆土高さと沈下量の
関係を示す．2012年11月1日に，No.4付近の撒き出しよる浚渫土の隆起により，沈下板Bが約
50cm上昇した．その後，2012年11月13日のNo.1の撒き出しにより，No.4のジオグリッドのひ
ずみが約0.2％に減尐している．これはジオグリッドに局部的に作用していた張力が均等化し
たことによるものと考えられる．一方，ひずみゲージNo.1，No.2の計測では，伸びひずみが
発生せず，何らかの原因でゲージが壊れたと考えられる．沈下板A，Bは，覆土に伴って沈
下量も増えていくが，覆土終了後も沈下が徐々に進行し，浚渫粘性土が圧密沈下しているこ
とが分かる． 
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図4.3.21 覆土高さによるひずみゲージNo.1～No.5と沈下地点A，B沈下量の関係 
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4.3.4 ジオテキスタイルの力学挙動に関する室内試験 
(1) 引抜き試験 
引抜き試験は，土とジオグリッドの相互作用における引き抜け時の挙動を観察し，設計に
反映するために実施した．より具体的には，ジオグリッドを用いた覆土工法による地盤変形
を予測するにあたって，ジオグリットと土の相互作用（境界部でのすべりや摩擦抵抗）を考
慮した地盤変形挙動を予測することを目的として実施した． 
室内引抜き試験に用いた試料を写真4.3.7に示す．現場の地表からブロックで採取した浚渫
粘土および鉄鋼副産物である水砕スラグおよびアッシュストーンを試料として用いた．ジオ
グリッドも，現場で用いたジオグリッドと同様なものである（表4.3.4参照）．表4.3.5に，引
抜き試験に用いた試料の物理特性を示す． 
写真4.3.8，図4.3.22は，用いた引抜き試験装置である．試験土槽は，縦50cm・横35cm・高
さ20cmで上下に分離されている．最初に，下箱に粘土を詰めた後，幅30cmのジオグリッド
を中央に敷設し，ジオグリッドの変位を測定するため図4.3.22 (b)に示すように下箱の引抜き
口から10cmの間隔でステンレスワイヤーを取り付けて変位計につなげる．次に，上箱を取り
付けて覆土材料を投入し，現場の状況を考慮してランマを用いて相対密度約80%で締固めた
後，ふたを閉じる．引抜き速度1mm/min（一定）でジオグリッドを引張り，引抜き口の引抜
き変位が10%に達した時点で試験を中止した．垂直圧を10kPaから100kPa まで7段階で変え
た引抜き試験を実施した． 
 
表4.3.5 引抜き試験に用いた材料の物理特性 
区分 
神戸湾の浚渫粘土 水砕スラグ アッシュストーン ジオグリッド 
粘土 砂礫 礫質砂 ポリエステル 
土粒子密度ρs(kN/m
3
) 25.51 27.08 23.45 
引張強さ
(kN/m) 
80×80 
 
伸び率 
(%以下) 
22×22 
 
(縦×横) 
含水比(%) 80.3 9.0 60.8 
コンシステンシ  ー
液性限界wL(%) 121.0 
NP NP 
塑性限界wp(%) 35.85 
乾燥密度ρd((kN/m
3
) 6.18 12.36 8.14 
粗骨材の吸水率(%) - - 53.4 
細骨材の吸水率(%) - 3.05 52.99 
最大粒径 (mm) 0.08 2.36 25.4 
最大乾燥密度ρdmax(kN/m
3
)
 16)
 11.48 10.01 
最適含水比wopt(%)
16)
 43.4 26.5 
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写真4.3.7 引抜き試験に用いた材料 
 
 
写真4.3.8 引抜き試験装置の全景 
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図4.3.22 引抜き試験装置の全景と側断面図 
 
図4.3.23は，アッシュストーンおよび水砕スラグの拘束圧10，50，100kPaにおける引抜き
力をジオグリッドの各測定点の変位に対してプロットしている．拘束圧10kPaでは，各測定
点の変位が等しく，ジオグリッドが伸び縮みせずに引き抜かれたものと考えられる．一方，
拘束圧が50kPaになると各測定点の変位がやや異なっている傾向が認められる．拘束圧
100kPaでは，この傾向がより顕在化し，ジオグリッドに伸びが生じ，引抜き口に近い程，伸
びひずみが大きいことが分かる．このように高い拘束圧になるとジオグリッド自体が伸びな
がら引き抜かれる挙動特性2)が再確認できた．  
図4.3.24は，引抜きせん断応力と垂直応力の関係を示す．設計上においてジオグリッドに
引抜強さ（破断強さ）以上の張力が作用するような敷設を計画することは考え難いことから
引抜き試験結果を全面積法18)より求めた． 
引抜きせん断応力は，拘束圧が大きくなるにつれて漸増する傾向が認められる．水砕スラ
グのせん断抵抗角は22.5°，アッシュストーンのせん断抵抗角は21.4°で，土中引抜き試験結果
から得られた見かけの粘着力ciおよび引抜き抵抗角φiは水砕スラグがアッシュストーン
16)に比
べて若干大きいものの，ほぼ同程度の値であった． 
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(a) Ash-stone 
   
(b) GBFS 
図4.3.23 測定点変位と引抜き力の測定 
 
 
図4.3.24 水砕スラグの測定地点Aの変位～引抜き力の関係 
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(2) 引張り試験 
試験施工においては，計測エリアにおいて，ジオグリッドに発生する張力をひずみゲージ
を用いて計測している19)．現実には，浚渫粘性土の撒き出しによる偏心荷重，浚渫粘性土の
圧密沈下，等により，ジオグリッドに生じるひずみ速度が複雑に変化する．ひずみ速度そこ
で，ジオグリッドの応力～ひずみ関係のひずみ速度依存性を把握するために室内引張り試験
を行った． 
写真4.3.9に試験状況を示す．定速伸長型引張試験機を用い，張力のバラつきがないよう試
験体（幅50mm）はチャックに巻き付け固定した状態で試験を実施した．試験中は写真4.3.10
に示すように，縦ストランドに取り付けた2つの標点をビデオカメラで読み取っている．な
お，引張ひずみ速度の設定および引張ひずみは，この標点間距離（初期：100mm）に基づい
て算出した． 
 
 
100
 
写真4.3.9 引張り試験状況 写真4.3.10 縦ストランドに張り付けた標点 
 
図4.3.25に，引張ひずみ速度を0.02～10%/min間で変化させて実施した6通りの試験結果を
示す．引張ひずみ0.7%程度まではひずみ速度依存性はみられなかったが，引張ひずみが1%
を超えるとひずみ速度依存性が発生した．以上の事から同じ引張応力の作用下でも，引張ひ
ずみ速度の影響により，発生するひずみに差が生じることが確認された． 
つぎに，引張試験中に引張ひずみ速度を表4.3.5に示す条件で変化させた場合の引張試験結
果を図4.3.26に示す．引張ひずみ速度を変化させた場合のジオグリットの応力～ひずみ関係
は，概ね卖調載荷で実施したそれぞれ対応するひずみ速度固有の応力～ひずみ曲線上を推移
していることから，アイソタック性20)を有することが分かった． 
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(a) 全体図 
 
 
(b) 伸びひずみ3%までの拡大図 
図4.3.25 引張ひずみ速度を変化させた引張試験結果 
 
表4.3.6 引張り試験条件（引張りひずみ速度） 
伸度(%) 引張速度(%/min) 
0.0～1.3 1 
1.3～1.8 10 
1.8～2.1 0.1 
2.1～2.6 0.01 
2.6～3.0 1 
3.0～3.5 10 
3.5～4.0 0.1 
4.0～4.5 0.01 
4.5～ 1 
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(a) 全体図 
 
 
(b)伸びひずみ5%までの拡大図 
図4.3.26 引張ひずみ速度を試験中に変化させた引張試験結果 
 
室内引張試験結果から，現場計測のジオグリットに作用している応力を推定するため，ひ
ずみゲージNo.4の伸びひずみから作用応力を換算した結果を図4.3.27に示す．その結果，設
計強度が56kN/mのジオグリットに対して，現状では十分に安全な引っ張り応力状態にある事
が確認できた．  
 
 
第四章 超高含水比浚渫粘土地盤を対象とした表層地盤改良工事の事例研究 
 - 117 - 
 
図4.3.27 引張試験結果から換算した現場敷設のジオグリッドに作用している応力 
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4.3.5 ジオテキスタイルと土のすべりを考慮した変形挙動解析 
 室内試験から得られたジオテキスタイルと土とのすべりを考慮した定量的地盤変形予測の
ため，インターフェイスパラメーター，施工履歴を反映した二次元FEM解析を実施した． 
 
(1) インターフェイスパラメーターの設定 
FEM解析におけるインターフェイスパラメーター21) 22) 23)は，地盤と構造の相互作用を界面
における土の強度定数（内部摩擦角，粘着力）と界面強度（摩擦抵抗力，粘着力）に関連す
る強度低減係数（Rinter）として表現している．（ここで，ジオグリッドは，ジオグリッド要
素と各ノードの二つの並進自由度で構成されている．地盤要素のノードとジオグリッドのノ
ードは組み合わせて使用され，軸力はNewton-Cotesの応力点で評価される．これらの応力点
は，ノードと一致して動く24)．図4.3.28参照 ） 
インターフェイス要素の力学挙動21) 22) 23)は，周囲の要素の関数として記述される．弾塑性
構成法則は地盤の強度により決定される．地盤とジオグリッドの接触面のモデリングのため
に，弾塑性インターフェイス要素使用した．クーロンの基準を適用して，微小な変位がイン
ターフェイス内で発生する場合には弾性挙動，連続的に発生するすべりの場合には塑性挙動
を示す． 
 弾性挙動でのせん断応力（τ）は次の式でとなる． 
 
| τ |  <  σn tan υi  + ci                                 （4.3.1） 
 
一方，塑性挙動でのせん断応力（τ）は次の式で示される． 
 
| τ |  =  σn tan υi  + ci                                  （4.3.2） 
ci = Rinter  csoil                                              （4.3.3） 
tan υi  =  Rinter  tan υsoil   ≤  tan υsoil                   （4.3.4） 
ψi = 0°では 
Rinetr <  1,  ψi  =  ψsoil                               （4.3.5） 
 
ここで，υiとciは，インターフェイスの内部摩擦角と粘着力，ψはダイラタンシー角，σnとτ
は垂直応力とせん断応力である．インターフェイスの物理特性は，地盤強度の条件と摩擦定
数（引抜き定数）を式（4.3.1）～（4.3.5）に適用することで表現している． 
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数値解析に反映するインターフェイスパラメーターを得るため，現場試料を用いた室内引
抜き試験を実施し，水砕スラグおよびアッシュストーンの強度定数と引抜き試験から得た引
抜き強度定数の関係から求めた強度低減係数Rinterは約0.6であった．また，引抜き試験を通じ
てインターフェイス挙動が明らかとなった． 
 
表4.3.7 FEM解析（PLAXIS）における強度低減係数Rinterの設定値25) 
Suggestions for Rinter 
Interaction sand/steel Rinter ≈ 0.6 – 0.7 
Interaction clay/steel Rinter ≈ 0.5 
Interaction sand/concrete Rinter ≈ 1.0 – 0.8 
Interaction clay/concrete Rinter ≈ 1.0 – 0.7 
Interaction soil/geogrid 
(interface may not be required) 
Rinter≈ 1.0 
Interaction soil/geotextile 
(foil, textile) 
Rinter≈ 0.9 – 0.5 
 
 
 
図4.3.28 FEM解析（PLAXIS）におけるインターフェイス設定によるノード変化例24) 
 
(2) 解析条件およびモデリング 
表層覆土施工による軟弱地盤の変形挙動を予測するための数値解析を実施した。ジオグリ
ッドの敷設に使用した2tダンプローラー（最低地上高33cm，図4.3.29参照）の走行性確保を
確認し，ジオグリッドのインターフェイス要素（ジョイント要素）の有無による地盤変形予
測に与える影響について検討した．また，これらの予測結果を用いて原位置の計測結果と比
較検討し，軟弱地盤上にジオグリッドを敷設することに伴う変形抑制効果を検討した． 
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図4.3.29 施工機械の例 
 
表4.3.8 荷重設計条件14) 
項目 記号 数値 卖位 
載荷重 
施工機械の重量 Ｗ 51.0 kN 
施工機械の幅 Ｄ 0.35 m 
ジオテキスタイルに作用する幅 Ｄ’ 1.35 m 
施工機械の長さ Ｌ 1.27 m 
ジオテキスタイルに作用する長さ L’ 2.27 m 
衝撃係数 ⅰ 0.20 - 
 
qm：施工機械による荷重(kN/m
3) 
qm=W(1+i)/(D'×L')=51.0×(1+0.20)/(1.35×2.27)=16.91(kN/m
2)≒20kN/m2 
W：施工機械(ダンプトラック)の重量(kN) 
I：衝撃係数 i= 0.2 
D'：45°の荷重分散によるジオテキスタイル上面での載荷幅(m) 
L'：45°の荷重分散によるジオテキスタイル上面での載荷長(m) 
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図4.3.30 計測箇所A-A’断面（図4.3.20参照）の2次元数値解析モデル化 
 
表4.3.9 2次元解析に用いた構成モデルと地盤物性値 
区分 
浚渫粘性土 盛土 
一次浚渫土 
(改良) 
二次浚渫土 
(改良) 
三次浚渫土 
(未改良) 
三次浚渫土 
(乾燥部) 
水砕 
スラグ16) 
建設残土 
構成モデル SSモデル SSモデル SSモデル SSモデル MCモデル MCモデル 
間隙比 1.56 2.19 3.51 2.8   
卖位体積重量（kN/m3） 16.17 15.01 13.47 14.43 13.5 18 
内部摩擦角（°） - - - - 36.7 35 
粘着力（kN/m2） 32 18 2.46 10 21 2 
圧縮指数（λ*） 0.117 0.161 0.142 0.146 - - 
膨張指数（κ*） 0.023 0.032 0.028 0.029 - - 
弾性係数（kN/m2） - - -  100000 50000 
Poisson`s ratio（υ） - - -  0.3 0.3 
排水条件 排水 排水 非排水 非排水 排水 排水 
強度低減係数（R）  - - 0.6 0.6 0.6 
ジオグリッド： Elastic（構成モデル），EA=56kN/m 
*MCモデル： Mohr-Coulomb Model 
**SSモデル： Soft soil model (Modified Cam clay Model) 
 
解析範囲は計測箇所A-A’断面（図4.3.20参照）に限定し，図4.3.30に示すようにモデリング
した．前回の解析条件と同様（4.3.2節参照）に，神戸空港島の土層はPBDで改良された一次
および二次浚渫粘土層の上に，地盤改良後に受け入れた高含水比状態にある三次浚渫粘土層
が存在し，三次浚渫粘土層上部は天日乾燥させ，表面の約0.5mが乾燥状態にあるとした．実
施工では浚渫土の上部に水砕スラグ50cmを覆土した後，建設残土を0.3m施工したため，数値
解析での覆土条件も同様に設定した．また，地盤物性値は，室内試験結果（3章参照）およ
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び現場計測の結果を用いて，逆解析により表層覆土前の地盤物性値を推定した． 
表4.3.9に数値解析に用いた地盤物性値を示す．地盤物性値の構成モデルとして，浚渫粘性
土は修正Cam-Clayモデル，水砕スラグおよび建設残土はMohr-Coulombモデルを採用し，浚
渫粘土の表層のジオグリッドは｢ジオグリッドElement｣でモデリングした．ジオグリッド
Element は，ファブリックのグリッドまたはシートを弾性要素で表した．また，引抜き試験
から得られた強度低減係数を適用した．なお，数値解析に反映した施工手順は実際の施工履
歴（図4.3.18 ~ 図4.3.19参照）をできるだけ厳密に再現した． 
 
(3) 解析結果及び考察 
図4.3.31は，ジオグリッドの敷設の有無による地盤変形の予測結果である．解析では，現
場で使用した2tダンプローラーを対象（最低地上高33cm）とした．ケース１では，ジオグリ
ッドを敷設せずに施工機械が浚渫粘土上を走行した場合および覆土施行中に走行した結果を
示す．ジオグリッド敷設せず施工機械が走行することで全体の鉛直変位は47.6cm，せん断変
形は48.23%が発生した．また，覆土施工中の施工機械の走行により，鉛直変位は76.7cm，せ
ん断変形は30.3%生じている．これらから，ジオグリッドを敷設しない場合には，走行不可
能な過剰変形が生じることが確認できる．一方，ジオグリッドを敷設した場合の覆土前の鉛
直変位は26.3cm，せん断変形は11.06%であり，覆土施工中の鉛直変位は48.9cm，せん断変形
は18.32%と小さくなっている．ジオグリッドを敷設することで施工機械の走行性が確保され
たものと考えられる． 
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（a）ケース1：ジオグリッド無 
 
 
（b）ケース2：ジオグリッド有 
図4.3.31 施工前後の施工機械による全体鉛直沈下量 
 
図4.3.32 ~ 図4.3.33に，インターフェイスの有無による地盤変形予測結果と併せて沈下板A
およびひずみゲージNo.4の計測結果を比較している．計測された変位と予測した変位は多尐
異なるが，沈下傾向が似ていることが分かる．計測結果と予測結果に変位量の差が生じたの
は，計測地盤が軟弱であるため，計測地点周辺の覆土施工（11月13日に覆土実施）により生
じた側方流動の影響が大きいと考えられる．インターフェイス要素（ジョイント要素）の有
無による全体の変位量は，同じ物性値を用いて数値解析を実施しているのにも関わらず異な
る変位量を示した．これは，ジオグリッドと地盤の境界部にインターフェイス要素（ジョイ
ント要素）を入れた解析により，ジオグリッドと地盤にスリップが発生し，インターフェイ
ス要素（ジョイント要素）を入れていない場合と比べてより大きな沈下が生じたためである
と考えられる． 
 
 - 124 - 
 
図4.3.32 覆土施工による地盤沈下量（規則地点A） 
 
 
図4.3.33 覆土施工によるジオグリッドの伸びひずみ（ひずみゲージNo.4） 
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4.3.6 施工履歴を考慮した地盤変形挙動解析 
(1) 2次元FEM解析を用いた地盤変形予測 
三次浚渫粘性土地盤に厚さ0.8mの覆土を施工してから半年以上放置した後に，1.5mの覆土
を撒きだした．この1.5mの覆土による地盤変形予測をするため，併せて改良前の地盤物性値
を特定するために，FEM解析を行った．解析範囲は，計測箇所周辺による地盤変形挙動も反
映するため，計測箇所より大きく設定（図4.3.34）した．地盤物性値は，表4.3.8と同様に設定
し，施工履歴を厳密に反映（図4.3.18～図4.3.19参照）した． 
 
 
図4.3.34 代表断面の2次元FEMモデル 
 
 
図4.3.35 A地点の現場沈下計測結果と予測結果の関係 
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図4.3.35に計測地点Aの沈下量と予測結果を比較した．初期沈下傾向は実測値が多尐相違し
ているが，全体的な沈下傾向は似ている．0.8m覆土後に約6ヶ月以上放置し，追加覆土を実
施したことで全体の沈下量は約1.2m程度となった．  
 
 
図4.3.36 ジオグリッドの伸びひずみ発生傾向(ひずみゲージNo4とNo5) 
 
図4.3.36には，ジオグリッドに取り付けたひずみゲージNo.4，No.5の計測結果とその地点
に相当するジオグリッドの伸びひずみの予測結果を比較している．ひずみゲージNo.4の初期
（11月13日）のジオグリッドの伸びひずみの傾向は予測結果と異なるが，1.5m追加覆土によ
り伸びひずみは1.0%発生し，覆土荷重により伸びひずみが増加している．一方，No.5の初期
の伸びひずみは予測結果と同様な傾向を示しているが，1.5mの追加覆土後，初期（11月13
日）の計測に比べて殆ど伸びていない．原因として，ひずみゲージが壊れていた可能性も考
えられる．これらの結果から，2次元解析では複雑な施工履歴の反映が不可能であり，ひず
みの予測が実測値と大きく異なっていると考えられる． 
 
(2) 周辺地盤の側方流動を考慮した３次元地盤変形 
先述べたように，ジオグリッドのインターフェイスを考慮した場合でも，11月12日以後の
観測されたジオグリッドの伸びひずみは，2次元数値解析による予測値と大幅に異なる傾向
が見られた．図4.3.37に，11月12日と11月13日の覆土施工履歴を表す．図4.3.37（a）に示すよう
に，11月12日は沈下板（A）およびひずみゲージ（No.4）が設置された箇所を含めて敷地の
外回りに覆土が施工されたが，11月13日には敷地の中間部に覆土施工された．この敷地の中
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間部の覆土により，ひずみゲージNo.4の設置箇所に地盤隆起（写真4.3.12参照）が発生し，
その結果としてジオグリッドが縮んだと推察される． 
 
 
(a) 11月12日の施工実績 
 
 
(b) 11月13日の施工実績 
図4.3.37 11月12日～11月13日の覆土施工位置 
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写真4.3.11 覆土による地盤隆起 
 
この仮説の真偽を確かめるため，実施工履歴を厳密に反映した 3次元変形解析
（PLAXIS3D）を実施し，解析結果を図4.3.38〜図4.3.40に示した．図4.3.38は，覆土による地
盤全体の変形図であり，その下にはひずみゲージ測定箇所No.4を中心に切った東西方向の断
面を示している．11月12日に单西部で覆土が行われ，その影響により中央部が隆起している．
13日に中央部を覆土すると，中央部は沈下して中央部周りが尐し盛り上がっている傾向が見
られた． 
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(a) 11月12日の覆土施工 
 
 
(b) 11月13日の覆土施工 
図4.3.38 施工履歴による地盤挙動予測（3次元変形解析） 
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さらに，地盤全体の地盤変形量をコンターで示したのが図4.3.38 ~ 図4.3.39である．11月12
日のひずみゲージNo.4，沈下板Aの地点では，約0.25~0.30mの沈下が発生し，11月13日には
中央部を覆土することで沈下が12日より0.275~0.300mとより沈下する傾向を示した．３次元
解析結果を現場の計測結果（図4.3.21参照）と比較すると，測定箇所中央部の覆土よりひず
みゲージNo.4の伸びひずみが収縮しているにもかかわらず沈下板Aは沈下し続けた傾向を示
した11月13日の計測結果と3次元解析結果は同様な傾向を示す．また，セメント固化盤付近
の地盤は0.15 ~0.175mに隆起している．中央部の覆土により地盤が水平に移動し，これがジ
オグリッドの伸びひずみの減尐にある程度の影響を与えたものと考えられる． 
 
 
(a) 鉛直変位図 
 
(b) 鉛直変位断面図 
図4.3.39 11月12日の覆土による鉛直変位 
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(a) 鉛直変位図 
 
(b) 鉛直変位断面図 
図4.3.40 11月13日の覆土による鉛直変位 
 
これらの結果から，今回のような非排水状態で軟弱地盤が変形する場合に，FEM解析を実
施する敷地が広域な軟弱地盤の変形挙動を予測するためには，2次元数値解析だけではなく，
3次元数値解析も同時に実施する必要があるといえる． 
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4.4 まとめ 
本章では，神戸空港島にある超軟弱浚渫粘土地盤に覆土をする際の重機のトラフィカビリ
ティー確保のための表層処理工法の試験および実施工に関する事例研究について述べている．
試験施工では，原位置調査と室内試験結果に基づいて，２種類の表層改良工法それぞれの適
用性を論じた．実施工では，室内でジオグリッドの材料特性および土中挙動を求めた上で数
値解析による地盤変形予測を実施し，対策工の効果を検証した．本研究より得られた主な知
見を以下にまとめる． 
 
表層混合処理工に関する事例研究のまとめ 
 
(1) 室内において高含水比の浚渫粘性土と３種類の鉄鋼副産物を種々の条件で混合し，鉄鋼
副産物の種類，配合比の違いが強度特性に及ぼす影響を一軸圧縮試験により調べた．水
砕スラグ，アッシュストーン，製鋼スラグ順に，養生期間が長くなるにつれて圧縮強度
が増加した．製鋼スラグは，いずれの配合においても養生日数の増加に伴う強度増加が
最も顕著であった．  
 
(2) 神戸空港島の埋立地において，３種類の鉄鋼副産物と浚渫粘性土を混合撹拌することに
よる表層混合処理の試験施工を実施した．混合地盤の均質性および強度増加を調査する
ため，表面波探査，簡易支持力調査，ラムサウンディングの原位置試験ならびに室内試
験を実施した．上述した室内試験結果と同様に，製鋼スラグ，水砕スラグ，アッシュス
トーンの順に，養生期間が長くなるにつれて強度が増加した．製鋼スラグ混合地盤では，
施工後4週間で地盤強度が10倍以上となり，製鋼スラグ混合による著しい改良効果が確認
できた． 
 
(3) 原位置調査および室内配合試験の結果を用いて，現場における表層改良後の施工機械の
トラフィカビリティーに関する検討を行った．「道路土工－施工指針」による建設機械
の施工に必要なコーン指数を用いて検討を行った結果，浚渫粘土（含水比wn=127％）に
製鋼スラグを混合した場合，混合処理地盤の支持力が，施工機械が走行できる程度にな
るためには，施工後の養生期間が尐なくとも60日間は必要であることが判明した．鉄鋼
副産物の利用用途に応じて要求される強度が異なることから，配合比率の影響や用地化
に向けた混合方法等についても引き続き検討する必要がある． 
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(4)  含水比200％程度の超軟弱粘土地盤を対象とした鉄鋼副産物の混合による表層処理工法
は，水分量が多すぎて，地盤改良工としての適用は現実的ではない．鉄鋼副産物の混合
による表層改良工を表層処理工法として実務で用いるためには，鉄鋼覆産物と浚渫粘土
の配合比率の影響，養生期間や混合方法等についても長期的な視点で検討する必要があ
る． 
 
ジオテキスタイルを用いた表層覆土工に関する事例研究のまとめ 
 
(1) 覆土施工のための重機のトラフィカビリティー確保を目的として，ジオグリッド敷設の
有無による浚渫粘性土表層部の変形挙動を２次元FEM変形解析により検討した．FEM解
析の結果，当時の現地での浚渫粘性土の性状（せん断強度）の下では，ジオグリッドな
しでの車両の走行は不可能であること，また，ジオグリッドを敷設することで過大な沈
下を防ぎ施工機械の走行性が確保できることが推定された． 
 
(2) ジオグリッドを用いた表層覆土の試験施工において，現場計測を行なった結果，覆土に
よる局部的な沈下が発生せずに均等に覆土を施工することができた．また，覆土工事に
よりジオグリッドに作用した応力は，破断応力より十分に小さく，覆土工事の安全性が
確保できた． 
 
(3) ジオグリッドを用いた表層覆土施工におけるジオグリッド〜地盤の相互作用を考慮した
変形解析を実施する前に，室内において引張ひずみ速度を変化させたジオグリッドの応
力~ひずみ挙動を測定した．ジオグリッドの応力~ひずみ関係は，ひずみ速度に依存する
こと，また，ひずみ速度が変化する場合についてもひずみ速度固有の応力~ひずみ曲線上
を推移するアイソタック性を示すことが明らかとなった． 
 
(4) 土中引抜き試験結果から，水砕スラグおよびアッシュストーンに発生する引抜き抵抗力
は同程度であること，引抜き抵抗力と土の強度定数から強度低減係数0.6が得られた． 
 
(5) 引抜き試験から得られた結果を用いてFEM解析を実施することで，ジオグリッドと地盤
のスリップ現象をシミュレーションした．一方，インターフェイスパラメーターの設定
の有無が地盤変形量およびジオグリッドのひずみに影響を与えることがわかった．ジオ
グリッドを敷設することで，覆土施工時の過大な沈下を防ぎ，施工機械の走行性が確保
できることが分かった． 
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(6) ジオグリッドの伸びひずみの現場計測結果と2次元および3次元変形解析結果を比較検討
した．その結果，覆土施工が実施された地点は沈下し，その周辺地盤が隆起しているこ
とが確認でき，その地盤の隆起がジオグリッドの伸びひずみの増減に影響を及ぼすこと
が分かった．従って，軟弱地盤が非排水状態で広域に変形する場合の数値シミュレーシ
ョンにおいて，2次元解析には限界があり，3次元解析を同時に実施する必要がある． 
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第五章 神戸沖処分場の埋立て地造成による海成地盤の圧密沈下予測に
関する事例研究 
 
5.1 はじめに 
図5.1.1に示す神戸沖埋立処分場は，平均水深15m以上の海底地盤に巨大な埋立人工島を建
設するため，上載荷重が250kN/m2に達する．当該地における地盤工学的問題の一つは，洪積
粘土の長期沈下1)2)である．洪積粘土地盤は，年代効果による擬似過圧密状態にあると言われ
ており，時間依存性沈下挙動を示すことが知られている3)4)5)6)．一般に，洪積粘土層の圧密に
関わる時間依存性現象として，つぎの3つの要因が考えられる． 
 
① Terzaghiの一次元圧密理論に基づく過剰間隙水圧の消散． 
② 粘土の骨格構造は，塑性変形に伴い非可逆的に変化する．さらに粘性の影響を受けて有
効応力一定の状態でクリープ変形を生じる．つまり，一次元圧縮挙動におけるひずみ速
度依存性が認められる． 
③ 強度，剛性，弾性，塑性，粘性等が時間とともに変化する年代効果による構造の発達が
顕著である．土粒子間の結合作用による「構造」の発達が代表的である． 
 
いずれにしても，洪積粘土の長期圧密沈下メカニズムの解明はいまだ途上である．室内で
の圧密試験結果を用いて実地盤の沈下を予測する場合に，これらの時間依存性挙動をどのよ
うに扱うかが大きな課題である． 
一方，原地盤からサンプリングされた乱れの少ない試料を用いて圧密試験を実施する場合，
サンプリングに伴う応力解放や運搬時の振動等により「乱れ」が発生し，原地盤の圧縮特性
を正しく評価できない可能性がある．このため，室内試料の品質を正しく評価した上で，室
内圧密試験結果の信頼性を確認する必要がある．  
本章では，神戸沖の沖積ならびに洪積海成粘性土地盤の長期圧密沈下量の予測のために，
乱さない試料を用いた室内一次元圧密試験を実施している．試験結果の評価に先立ち，原位
置で実施したS波速度検層結果とベンダーエレメントによるS波速度を比較検討することによ
り，乱れの少ない高品質な試料であることを確認し，応力履歴として正規圧密状態にあり堆
積年代が異なる一連の粘性土試料群を用いて，圧縮ひずみ速度を広い範囲で変えた一連の圧
密試験を実施し，圧密降伏応力に及ぼす圧縮ひずみ速度の影響ならびに堆積年代の影響を定
量化している． 
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図5.1.1 神戸沖処分場の位置および地層想定断面 
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5.2 各種圧密実験の概要 
原地盤からサンプリングした粘土試料を用いて，定ひずみ速度および長期圧密試験を実施
した．一方，採取試料の品質を評価するため，原位置の有効土被り圧付近で鉛直圧力をこま
めに載荷する小幅段階載荷圧密試験を実施した． 
 
(1) せん断弾性係数測定による粘性土試料の品質評価 
原地盤から採取した室内粘性土試料の品質を評価するために，原位置の有効土被り圧付近
でこまめに鉛直応力を載荷する段階載荷圧密試験を実施した．一方，室内ベンダーエレメン
ト(BE)試験により，粘性土試料の10-6オーダーの微小ひずみでのせん断弾性係数Glabを測定し
た．せん断弾性係数は，排水クリープ時の密度変化と比較して，構造の発達をより敏感に反
映し，せん断速度の影響を殆ど受けない9)．一方，PS検層等により，乱れのない原地盤のせ
ん断弾性係数Gfを測定することができる．ここでは，室内でのGlabと原位置でのGfを比較す
ることにより，洪積粘土（Ma12~Ma10）試料の品質を評価した． 
図5.2.1は，室内試験に用いたBEを内蔵した圧密試験機（供試体：直径6cm，高さ4cm）で
ある．この装置では，せん断弾性波速度Vs（=L/Δt，L：供試体高さ，Δt：伝達時間）を測定
し，せん断弾性係数Glab（=Vs
2×ρt，，ρt：湿潤密度）を算定する．試験は， 1段階24時間の段
階載荷方式にて実施した． 
洪積粘土は有効土被り圧σ’v0が大きく，標準圧密試験での荷重載荷幅では圧密降伏応力σ’vy
付近での載荷幅が大きくなる．そこで，試料の圧密降伏応力付近での圧縮挙動を詳細に観察
するため，原位置の有効土被り圧からその4倍の値の応力範囲においては，荷重増分比
（Δσ/σv）=0.414（628 kPa ~1256kPa，1256 kPa ~251kPaとした． また，BEによるVs の測定は，
各段階の載荷終了後（24時間後）に測定し，Glabを算定した． 
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図5.2.1 ベンダーエレメント内装した圧密試験機装置の模式図 
 
 
図5.2.2 圧密試験の載荷段階（イメージ図） 
 
(2) 定ひずみ速度圧密試験 
段階載荷による標準圧密試験は，１段階の載荷に24時間を費やし，荷重を増加させながら
圧密載荷し，JIS A 1217「土の段階載荷による圧密試験方法」により試験方向が基準化され
ている．しかし，この方法は，試験が終了するまでの試験期間が長く，洪積粘土は圧密降伏
応力が大きいため，増加率を2倍した段階載荷圧密試験から求める圧密降伏応力の精度は圧
密圧力が高くなるほど悪くなる．そこで，洪積粘土の圧密特性を正確に把握するためには，
段階載荷圧密試験方法では限界がある．それゆえ，JIS A 1227「土の定ひずみ速度載荷によ
る圧密試験方法」による圧密試験を実施した．この圧密試験方法は，連続的なe-logσ’v曲線が
求められ，大きな圧密降伏応力を有する粘土でも圧密降伏応力及び圧縮指数をより明確に求
められることが特徴である． 
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神戸沖のMa13~Ma10試料を用いた定ひずみ速度圧密試験（以下，CRS試験，図5.2.3参照）
には，高さ2cm×直径6cmの供試体を用いた．また，圧密挙動におけるアイソタック特性を
観察するため，若い堆積粘土層である沖積粘土層Ma13および最も堆積年代が古いMa10洪積
粘土試料を用いて，それぞれひずみ速度一定(0.2%/min，0.02%/min，0.002%/min)の試験およ
び0.2～0.005%/minの範囲でひずみ速度を段階的に変化させた試験を実施した．一方，Ma12，
Ma11粘土試料に対しては，ひずみ速度一定（0.01%/min，0.0001%/min）の試験のみを実施し
た．別途，これらの試料を用いた段階載荷による圧密試験（IL試験）も実施している．圧密
降伏応力はe-logσ’v曲線からCasagrande法
10)を用いて求めた． 
 
 
 
図5.2.3 試験装置の写真および模式図 
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表5.2.1 Ma10のCRS試験条件例 
供試体１ 供試体２ 供試体３ 
圧密応力 
（kPa） 
ひずみ速度 
（%/min） 
圧密応力 
（kPa） 
ひずみ速度 
（%/min） 
圧密応力 
（kPa） 
ひずみ速度 
（%/min） 
50 
～6000 
0.02 
50 
～3000 
0.002 
50 
～500 
0.005 
500 
～1000 
0.002 
1000 
～1500 
0.02 
1500 
～3000 
0.005 
3000 
～100 
0.002（除荷） 
3000 
～4000 
0.002 
100 
～6000 
0.002 
4000 
～5000 
0.02 
5000 
～6000 
0.005 
 
(3) 長期圧密試験 
洪積粘土の中で堆積年代が若いMa12（K.P.-80.0m～120.0m）を用いて，圧密降伏応力σ’vy付
近（擬似過圧密状態）での圧縮ひずみ速度の時間依存性を調べるために実施した．供試体の
寸法は，直径6cm，高さ2cmである．図5.2.4に示すように，Ma12を上部，中部，下部に細区
分した．図5.2.5に示すように，それぞれの試料（上部：D-1試料，中部：D-3試料，下部：D-
5試料）に共通に，長期載荷荷重を作用させる前にσ’v0 まで段階載荷により供試体を圧密し，
その後鉛直載荷応力σ’v=σ’v0+Δσv（現場の埋立荷重=250kPa）一定で90日間の長期圧密試験を
実施した．用いた鉛直載荷応力は，各試料の圧密降伏σ’vyの2 倍程度であるため，正規圧密
領域での長期載荷試験であると解釈できる．（表5.2.2参照）． 
 
図5.2.4 Ma12層の細区分 
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図5.2.5  長期圧密試験の載荷段階, 載荷時間（模式図） 
 
表5.2.2 長期圧密試験における圧密圧力 
Layer 
Sample 
name 
Elevation 
K.P.(-m) 
σ`v0 
(kPa) 
σ`v0+250kN/m
2 
(kPa) 
Consolidation load 
（Long-term）(kPa) 
σ`vy 
(IL) (kPa) 
Upper B-1 86.1 440 689.53 825 805 
Middle B-3 94.2 487 737.24 878 852 
Lower B-5 112.2 616 866.44 995 1070 
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5.3 せん断弾性係数G測定による試料の品質評価 
室内試料の乱れが大きい程，原地盤の圧縮性を過大評価し，圧密降伏応力を過小評価する
等の問題が顕在化してくることが分かっている．したがって，室内圧密試験結果の信頼性を
議論するためには，室内粘性土試料の品質を正しく評価する必要がある．このための方法論
の一つとして，乱れの影響のない原地盤のS波速度の測定結果と室内供試体のS波速度を比較
する．一方，間隙比〜圧密圧力関係は明朗な折れ曲がり点を示さない場合があるため，圧密
降伏応力を一義的に求めることは難しい．ところが，間隙比〜S波速度から求まるせん断弾
性係数GLabは降伏応力を境にして明瞭な折れ曲がりを示すため，圧密降伏応力を明確に求め
ることができる利点がある． 
 そこで，以下の2つの意図を持って定ひずみ圧密試験を実施した． 
 
① 室内試料の乱れのない完全試料であれば，原地盤のせん断弾性係数Gfと室内供試体のせ
ん断弾性係数GLabは一致する
8)ことに着目した粘土試料の品質評価 
② ①において室内試料の品質を評価した上で，圧密降伏応力σ’vyを精度よく測定． 
 
5.3.1 せん断弾性係数Gの測定による原位置の有効土被り圧の予測 
図5.3.1に，Ma12，Ma11 試料それぞれのe-logσ’v曲線およびe-logGlab曲線を比較している．
ここで，Ma12およびMa11試料のe-logσ’v関係からCasagrande法を適用して求めた圧密降伏応
力は，それぞれ780kPa，1750kPa（実線）であった．一方，e-logGlab曲線の折れ曲がり点Bか
ら求めた圧密降伏応力は，それぞれ450kPa，900kPa（破線）と相対的に小さい．澁谷11)らに
よると，e-logG関係の折れ曲がり点は，先行最大鉛直応力，即ち応力履歴的に正規圧密状態
にある場合には，現在の有効土被り圧に対応する．一方，e-logσ’vから求めた圧密降伏応力
σ’vyは，圧縮ひずみ速度の影響により，擬似的な過圧密性を示す． 
図5.3.1のe-logGlab関係上に矢印で示したように，点Bを超えると有効応力および密度が共に
増加しているのにも関わらずGlabは減少し（B➡C），これは年代効果による構造の損傷
12)を
反映している．ところで，Ma12およびMa11試料の有効土被り圧は，それぞれ460kPaおよび
931kPaであり，e-logGlab曲線の折れ曲がり点Bに対応する値に近く，正規圧密粘土地盤である
ことが分かる． 
第五章 神戸沖処分場の埋立て地造成による海成地盤の圧密沈下予測に関する事例研究 
 - 145 - 
 
図5.3.1 e-logσvとe-logGlabの関係 
 
5.3.2 原位置と室内の結果比較による採取試料の品質評価 
図5.3.2に，室内試験結果および原位置試験（密度検層，PS検層）における湿潤密度ρt，せ
ん断波速度VsおよびGfの測定結果を示している．室内試験および原位置試験から求めたS波
速度VsおよびGlabとGfは，いずれもほぼ一致（乱れがなければGlab=Gf）
8)しており，室内試験
に用いた試料は乱れの影響の極めて少ない高品質な試料であることが分かる． 
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図5.3.2 室内試験及び原位置調査結果 
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5.4 堆積年代が一次元圧密挙動におけるひずみ速度依存性に及ぼす影響 
ポートアイランドや関西国際空港，神戸空港などに代表されるように大規模な埋立地の造
成や構造物の建設が行われている．その結果，沖積粘土層だけではとどまらず洪積粘土層に
まで決して無視することのできない沈下が顕在化してきている．この洪積層における沈下の
最大の問題点は，地盤改良が困難なために埋立完了後も長期にわたって沈下が継続すること
である．藤原らは7)，神戸沖の上部洪積粘土層であるMa12層に対し，ひずみ速度の異なる定
ひずみ速度圧密試験を実施し，正規圧密領域における圧密曲線はひずみ速度に強く依存する
こと，圧密降伏応力はひずみ速度が小さくなるにつれ小さくなることを示している．また，
室内試験で得られた圧密降伏応力を用いて沈下予測を行う場合，現場のひずみ速度に応じて
低減すべきであることを報告している． 
本節では神戸沖の海成粘性土の長期圧密沈下特性を把握するために，圧縮ひずみ速度を変
えた一連の一次元圧密試験を実施し，堆積年代が圧密降伏応力に及ぼす影響を定量化してい
る． 
 
5.4.1 神戸沖海成粘土のIsotach特性 
図5.4.1および図5.4.2に，Ma13層およびMa10層（D-1）のCRS圧密試験から得られた圧縮ひ
ずみε〜σ’v関係を示した．図中の矢印は，圧密降伏応力である．両試料とも，正規圧密領域
においてひずみ速度が変化した場合，それぞれのひずみ速度に固有のε-logσ’v線上を推移し，
ひずみ速度が大きくなる程，σ’vyが大きくなっている．これらの結果は，Leroueil 
13) らによ
る一次元圧密挙動における圧縮ひずみ速度依存性と同様な傾向を示しており，今回用いた粘
土試料の応力～ひずみ関係も，アイソタック特性6)を有してによる一次圧密挙動のひずみ速
度依存性と同様な傾向を示しており，今回用いた粘土試料の応力～ひずみ関係も，アイソタ
ック特性を有していることが分かった． 
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図5.4.1 神戸沖粘土のε-logσvの関係（Ma13層） 
 
 
図5.4.2 神戸沖粘土のε-logσvの関係（Ma10層） 
 
5.4.2 一次元圧密における堆積年代と過圧密比（OCR）の関係 
表5.4.1は，神戸沖のMa13~Ma10試料を用いた一連の室内CRS試験から求めた圧密降伏応力
とOCRのまとめである．一方，図5.4.3~図5.4.6は，それぞれの試料群のひずみ速度（対数表
示）とOCRの関係である．図5.4.7と図5.4.7には，神戸空港島のMa12，Ma11層において，原
位置での間隙水圧測定および層別沈下計による圧縮ひずみ測定値から得られた原位置のひず
み速度の平均値と過圧密比OCRの関係も併せて示している． 
藤原7)らは，神戸空港島洪積層の原位置におけるひずみ速度はおおよそ1×10-6m/minのオー
ダーにあることを報告している．本論文では，同じ神戸沖にある神戸沖埋立処分場の洪積層
の原位置におけるひずみ速度が同様であると仮定してデータをフィッティングし，ひずみ速
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度0.01%/minを基準ひずみ速度として，図中に表示したひずみ速度とOCRの近似式を求めて
いる． 
 
表5.4.1 CRS試験結果一覧 
区分 
（K.P.） 
ひずみ速度 
(%/min) 
圧密降伏応力 
σ’vy(kPa) 
有効土かぶり圧 
σ’vo(kPa)(埋立前) 
過圧密比 
OCR 
Ma13層A-1 
(-36.8~-37.7m ) 
0.2 261 
89.6 
2.91 
0.02 159 1.77 
0.002 144 1.61 
Ma13層A-2 
(-40.8~-41.7m ) 
0.02 63.6 
126.0 
2.28 
0.002 59.8 1.90 
Ma12層 B-1 
(-85.8~-86.4m) 
0.01 903 
439.5 
2.05 
0.001 822 1.87 
Ma12層 B-2 
(-89.8~92.6m) 
0.01 867 
463.7 
1.87 
0.001 807 1.74 
Ma12層 B-3 
(-93.8~-94.6m) 
0.01 971 
487.2 
1.99 
0.001 880 1.81 
Ma12層 B-4 
(-97.8~-98.7m) 
0.01 1004 
513.8 
1.95 
0.001 891 1.73 
Ma12層 B-5 
(-111.8~-112.6m) 
0.01 1205 
616.4 
1.96 
0.001 1218 1.98 
Ma11層 C-1 
(-130.8~--131.7m) 
0.01 1428 
787.4 
1.81 
0.001 1395 1.77 
Ma11層 C-2 
(-148.8~-149.7m) 
0.01 1600 
943.7 
1.68 
0.001 1326 1.41 
Ma11層 C-3 
(-170.8~-171.7m) 
0.01 1862 
1127.6 
1.65 
0.001 1540 1.37 
Ma10層D-1 
(-230.8~-231.7m) 
0.02 2313 
1653.0 
1.40 
0.002 2188 1.32 
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図5.4.3 ε~OCRの関係（Ma13層） 
 
図5.4.4 ε~OCRの関係（Ma12層） 
 
図5.4.5 ε~OCRの関係（Ma11層） 
 
図5.4.6 ε~OCRの関係（Ma10層） 
 
近似式の傾きを“過圧密比（OCR）のひずみ速度依存係数，α”と定義すると，αはMa13
層，Ma12層，Ma11層，Ma10層の順で徐々に小さくなっていることが分かる． 
図5.4.9は，神戸沖の処分場（Ma13～Ma10）から求めた速度依存係数αおよび神戸空港島の
α = 0.07（Ma11）, α =0.1（Ma12）7)をそれぞれの層の堆積年代（Ma13層：約1.5万年，Ma12
層： 約 13万年，Ma11層： 約 24万年，Ma10層： 約 27万年）14)に対してプロットしてい
る．堆積年代が古いほど速度依存係数が小さくなり，OCRに及ぼす圧縮ひずみ速度依存性の
程度が小さくなっていることが分かる．これらの結果から，堆積年代に応じて，室内CRS試
験結果から，ひずみ速度依存性を考慮した原位置でのOCRを推定することができる． 
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図5.4.7 ε~OCRの関係（神戸空港島のMa12層7)） 
 
図5.4.8 ε~OCRの関係（神戸空港島のMa11層） 
 
 
図5.4.9 堆積年代とひずみ速度性の関係 
 
5.4.3 長期圧密試験における圧縮ひずみの時間依存性 
長期圧密試験における圧縮ひずみεと時間の関係を図5.4.10に示した．過圧密状態にある
Ma12層の全試料（図5.3.2参照）において，時間経過に伴って圧縮ひずみが著しく発生してい
ることがわかる．一方，下層のD-9サンプルは，上層（D-1），下層（D-4）試料に比べて圧
縮ひずみが小さい．その理由として挙げられるのは，上層・中層に比べて下層（低液性限
界）が洪積互層に近く，非塑性なシルト分が多く含まれていることや，下層になるほど過圧
密量（=σ’vy-σ’v0）が大きいことが原因であると考えられる．これらは，神戸空港島のMa12に
対して行った長期圧密試験の結果と同様な傾向7)を示している． 
図5.4.11に，圧縮ひずみ速度（%/min）と経過時間t（year）の関係を示した．図中には，
各試料の実測データから求めた載荷90日以降の予測線も示している．上層（D-1）と下層
 - 152 - 
（D-4）のε ~ tの関係は，10-4（year）以降ほぼ同じライン上を推移しているが，下層（D-9）
の場合，同じ経過時間に対するひずみ速度 έ が他の試料に比べて約1オーダー小さい値で推
移していることがわかる． 
室内試験で，例えば載荷期間1年の長期圧密試験を実施してもひずみ速度έはたかが10-5 ~ 
10-6（%/min）であるのに対して，原位置における神戸沖の神戸空港島のMa12層全体のひず
み速度έは10-6 ~ 10-7（%/min）10)である．現場の圧縮ひずみεは室内試験のそれよりも遥かに小
さく，長期間にわたっておおよそ同じひずみ速度で推移していくものと考えられる． 
 
 
図5.4.10 圧縮ひずみと経過時間の関係 
 
 
図5.4.11 圧縮ひずむ速度と経過時間tの関係 
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5.5 洪積粘土（Ma12）地盤の長期圧密沈下予測 
現在供用を開始している神戸沖埋立処分場においては，廃棄物等の荷重が作用することに
より，基礎地盤下部に分布する粘性土層が長期にわたって沈下を生じることが予測される．
3.4節では，Ma13~Ma10の海成粘土層の物理特性・圧密特性についてその特徴を明らかにし，
5.4節では室内試験ではMa13~M10について，年代効果により圧密降伏応力は有効土かぶり圧
よりも大きな値を示し，圧密降伏応力は載荷速度に依存することを示した．さらに，神戸空
港島の既往の研究との検討より，過圧密比OCRは洪積Ma層の沈下量を左右する支配的な物
性値であることがわかった． 
本節では，過圧密比の大小によって沈下量の評価が決まる重要な物性値であることに着目
し，神戸沖処分場の沈下計測結果に基づいて，Ma12層洪積粘土の最終沈下量とOCR関係を
予測した． 
 
5.5.1 一次元圧密沈下計算における過圧密比（OCR）と最終沈下量の関係 
5.4.2項の図5.4.4のひずみ速度と過圧密比の関係で表したように，神戸空港島の原位置のひ
ずみ速度とOCR関係を参考とし，神戸沖埋立処分場のMa12層洪積粘土（層厚≒20m）の原位
置での圧密降伏時のひずみ速度は min/%10
6 前後であると予想される．室内圧密試験
から得られるひずみ速度（ min/%1010
-23～ ）に比べ概ね2～3オーダー程度小さい．圧
密によって生じる最終的な（過剰間隙水圧が完全に消散したときの）沈下量，式5.5.1であら
わされる．この式から，過圧密比OCRは重要な物性値であるため，擬似的な過圧密挙動を示
す粘土地盤の一次元圧密計算を実施するにあたっては，原位置におけるひずみ速度を考慮し
て圧密降伏応力σ’vy（あるいは過圧密比OCR），圧縮指数Ccなどのパラメータのを設定は重
要となる． 
 
OCR
log
e1
C
log
e1
C
0v
0v
0
c
vy
0v
0
c







      （5.5.1） 
 
3.4節に示したデータ図3.4.4~図3.4.5の平均値を採用して表5.5.1のようにパラメータを設定
して，設定OCRが異なるケースについてMa12層の最終沈下量を概算している． 
図5.5.1は，OCR条件とMa12層全体の最終沈下量の関係図を示す．室内試験のひずみレベ
ル（10-3～10-2 %/min）において予測する場合，OCR≒1.6～1.8に相当しMa12層全体の最終沈
下量は約0.08mと算定される．しかし，実際に計測されたMa12層の沈下量を図5.5.2に示した
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ように2013年1月時点において，すでに約0.28mまで沈下している．一方，現場におけるひず
み速度条件（＝10-6 %/min）を考慮して（OCR＝1.20と設定）した場合には概ね0.33mとなる．
これらの結果から，洪積粘土層の即時沈下予測において，ひずみ速度を考慮した原位置の
OCRの推定は，沈下予測の精度を左右する重要なパラメータであることが分かった． 
 
表5.5.1 圧密計算に用いたパラメータ 
 
層厚 
(m) 
初期間隙比 
eo 
圧縮指数 
Cc 
膨張指数 
Cs 
埋立前の 
有効土被り圧 
σ’v0 (kN/m
2
) 
圧密完了後の 
有効土被り圧 
σ’v0+250 (kN/m
2
) 
Ma12(U) 5.5 1.5 1.5 0.065 452.9 720.65 
Ma12(M) 17.4 1.6 2.0 0.065 519.2 782.44 
Ma12(L) 5.8 1 1.0 0.065 607.4 839.48 
 
 
 
 
図5.5.1 Ma12層の最終沈下量と過圧密比(OCR)の関係 
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図5.5.2 埋立履歴とMa12層全体の圧縮量の経時変化15) 
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5.6 まとめ 
本章では，神戸沖の処分場で採取した海底粘土を用いて，一次元圧密挙動における圧縮ひ
ずみ速度に着目して沈下挙動の規則性を調べ，堆積年代が圧密降伏応力のひずみ速度依存性
に及ぼす影響について議論した．また，室内圧密試験結果の信頼性を議論するために試料の
品質評価を行った．主な結論は次のようにまとめられる．  
 
(1)  室内で得られたひずみ速度に依存しないせん断弾性係数GLabと原位置試験（PS検層：サ
スペンス法）から得られたGfを比較した結果，いずれの粘土試料においても両者はほぼ一
致しており，室内試験に用いた粘土試料は乱れの影響の極めて少ない高品質な試料であ
るといえる． 
 
(2) 神戸沖の粘性土の一次元圧密挙動は，アイソタック特性を示し，ひずみ速度が小さい程，
圧密降伏応力が小さくなるという圧密降伏応力のひずみ依存性がある． 
 
(3) 神戸空港島のMa12，Ma11層の原位置における圧密挙動の観測結果と室内で広範のひず
み速度で実施された圧密試験結果の比較検討から，現場のひずみ速度10-6(%/min)に対応
する過圧密比(OCR)は室内試験で求まるOCRよりも相当小さい．OCRをパラメータとし
た沈下予測を実施する場合には，ひずみ速度の違いを考慮して，定ひずみ速度載荷によ
る室内圧密結果を補正する必要がある． 
 
(4) 圧密降伏応力に及ぼすひずみ速度依存性は，堆積年代が若い粘土ほど顕著である．した
がって，ひずみ速度0.01%/minを基準ひずみ速度にして整理したOCRに対するひずみ速
度依存係数αは，堆積年代が若い程大きくなった． 
 
(5) Ma12の洪積粘土について長期圧密試験を行った結果，現場の圧縮ひずみ量は相当小さ
く，長期間にわたっておおよそ10-6(%/min)のひずみ速度で相当期間圧縮が進行するもの
と推測される． 
 
(6) Ma12の洪積粘土について, （即時）最終沈下量を求めた結果，室内試験のひずみ速度レ
ベルではOCR≒1.6～1.8が得られ，Ma12層全体の最終沈下量は約0.08mと算定された．
一方，実際に計測されたMa12層の沈下量は2013年1月時点において，すでに約0.28mま
で達している．一方，現場におけるひずみ速度条件（＝10-6 %/min）を考慮して（OCR
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＝1.20と設定）した場合には，概ね0.33mとなる．これらの結果から，洪積粘土層の即時
沈下予測において，ひずみ速度を考慮した原位置のOCRの推定は，沈下予測の精度を左
右する重要なパラメータであることが分かった．  
 
 - 158 - 
参考文献 
 
1) 三笠正人：大阪地盤の沈下問題，地盤工学会関西支部講話会テキスト，pp.17-22，2001.  
2) Kiyama, M. Settlement of Reclaimed Land at the Coastal Area, Proc. I.C. Geo-Technical 
Engineering for Coastal Development ,Yokohama, Japan, Vol1.1, pp.207-212, 1991. 
3) Akai, K., Kamon, M., Sano, I. & Soga,K.. Long-term consolidation characteristic of diluvial clay 
in Osaka bay, Soils and Foundations, 31(4), 61-74. 1991. 
4) 渡部要一，田中政典，佐々真志，森川嘉之：関西国際空港海底粘土の長期圧密挙動に関
するアイソタックモデルによる評価，港湾空港技術研究所報告第48巻第2号，2009．. 
5) Leonards, G. A., Altschaeffl, A.G. Time effect in the consolidation of clays, J. of the soil Mech. and 
Found. Div., ASCE, 90(SM5), 133-155. 1964. 
6) 今井五郎：実務における標準的な圧密試験―その目的・役割・今後―，土と基礎，52(2)，
pp.18～21，2006. 
7) Fujiwara, T., Shibuya, S., Lohani, T.N., Takayama, K., & Hasegawa, N. Strain-rate-dependent 
compressibility of a Pleistocene clay layer subjected to land reclamation in Kobe Proc. of the 4th. 
International Conference on Deformation Characteristics of Geomaterials, Atlanta, America, 
pp.445-451, 2008. 
8) Toki, S., S. Shibuya., and S, Yamashita. Standardization of laboratory test methods to determine 
the cyclic deformation properties of geomaterials in Japan, Prefailure Deformation Characteristics 
of Geomaterials, Spporo, Japan, Vol. 2, pp. 741-84, 1995. 
9) Shibuya, S., Mitachi, T., Fukuda, F. and Degoshi, T. :Strain rate effects on shear modulus and 
damping of normally consolidated clays, Geotechnical Testing Journal, Vo. 18, No. 3, pp. 365~375, 
1995. 
10) 土質試験の方法と解説：土質試験法編集委員会， p.468，2009． 
11) Shibuya, S.: Assessing structure of aged natural sedimentary clays, Soils and Foundations, Vol.40, 
No.3, pp.1-16. 2003. 
12) 澁谷啓，三田地利之，荻野俊之，川口貴之：排水クリープによる粘性土のメタ安定化現
象，土と基礎，地盤工学会，Vol.47，No．8，pp.21-24，1999. 
13) Leroueil, S., Kabbaj, M. Tavenas, F., and Bouchard, R. Stress-strain-strain Rate Relation for the 
Compressibility of Sensitive Natural Clays, Geotechnique, Vol.35, No.2, pp.159-180.1985  
14) (社)地盤工学会阪神大震災調査委員会：阪神・淡路大震災調査報告書，pp.66~72. 1996. 
15) 神戸沖埋立処分場土質調査業務：応用地質株式会社，2013.3． 
 
第六章 埋立地造成による工学的問題の対応策 
 - 159 - 
第六章 埋立地造成による工学的問題への対応策 
 
本章では第四章と五章で述べた２つの事例研究で浮き彫りになった粘土地盤に関わる工学
的問題について，その原因と対応策について議論している． 
 
6.1 粘土地盤の地盤工学的課題 
(1) 神戸空港島の浚渫粘土受入場の表層地盤で予想される地盤工学的な問題 
含水比200％程度の超軟弱地盤の表層処理に関わる問題として，施工機械のトラフィカビ
リティーを確保するための支持力，急速施工に伴うせん断変形による安定性が予想される． 
これらの課題を克服するためには，以下が必要となる． 
① 超軟弱地盤の所定の支持力の確保 
② 超軟弱地盤上の荷重載荷による地盤のせん断変形の抑制 
③ 超軟弱地盤のすべり破壊の防止 
 
(2) 神戸沖埋立地造成による海成地盤の圧密沈下問題 
大水深海域における埋立ての規模が大きくなると，応力の影響範囲が深部（洪積粘土層）
まで及び，洪積層の沈下が長期に亘り継続する．したがって，洪積粘土地盤の沈下挙動の規
則性を把握する必要がある．その際の問題点として以下が考えられる． 
① 大阪湾の洪積粘土層の性状の把握：大阪湾の洪積粘土の過圧密性は，ひずみ速度効果に
よる擬似的なものであり，圧密沈下挙動は洪積粘土の沈下問題であると位置づけられる． 
② 原地盤からサンプリングされた室内試料が低品質である，原地盤の圧縮性を過大評価，
圧密降伏応力を過小評価する等の問題がある． 
 
6.2 地盤工学的な課題に対応する対策法の提案 
 
(1) 浚渫粘土埋立地盤の表層処理工適用 
浚渫粘土地盤の表層処理工法に鉄鋼副産物を用いることとなり，化学的処理と物理的処理
として、それぞれ固化工法と覆土工法の効果と施工性に関して検討した． 
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① 鉄鋼副産物と浚渫粘土の混合による表層地盤固化処理工法 
 
図6.2.1 表層地盤固化処理工法 
 
表6.2.1 各種鉄鋼覆産の表層改良工の適用性評価 
検討項目 各種鉄鋼覆産の表層改良工 
室内試験 
 
 水砕スラグ：養生日数に伴う強度増加は殆んど確認できなかった． 
 アッシュストーン：水砕スラグと同様に，養生日数に伴う強度は僅かであった． 
 製鋼スラグ：養生日数増加に伴う強度増加が見られたが，製鋼スラグの配合比（重
量%）の増加が強度増加に繋がらない． 
試験施工
における 
原位置調
査 
 
 水砕スラグ：改良範囲における強度のばらつきの程度が他の材料に比べてやや大き
く，短期の強度増加は期待できない． 
 アッシュストーン：均質に混合されているが，経時的な強度増加はみられなかった． 
 製鋼スラグ：改良範囲は地表から1.8m 程度で均質に混合されていると判断され，経時
的な強度増加がみられる． 
数値解析 
 セメント系固化材による地盤改良時の設計マニュアルに則して建設機械足場の走行を
仮定 
 室内試験結果を用いて計算した改良地盤の支持力は，製鋼スラグの養生日数60日以上
のケースだけが支持力が確保できる． 
 地盤の改良厚さ6m以上が必要であり，現実的でない． 
A) 地盤の不均一性と固化盤の剛性不足により，載荷時に固化盤に亀裂が入って連続性がなくなる 
B) 固化した土粒子がフロック化して沈没による未改良部が発生 
C) 硬化時に繰り返し荷重の載荷による施工時のクラックが発生 
 
などによるトラブルの発生が予想される．原位置調査，室内配合試験から，所定の強度を得るため
には，長期間の養生が必要であることが確認され，工期が延びる可能性がある．さらに，地盤の不均
一性により改良地盤が不安定になる可能性がある． 
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② ジオテキスタイルを用いた覆土施工法 
 
図6.2.2 表層覆土工法 
 
表6.2.2 各予測法によるジオテキスタイルを用いた覆土施工法の適用性評価 
検討項目 ジオテキスタイルを用いた表層覆土施工 
室内試験 
 引抜き試験：境界部でのすべりや摩擦抵抗を考慮した地盤変形予測をするため実施：
水砕スラグ，アッシュストーンの摩擦特性はほぼ同程度の値であり，覆土材の強度特
性と摩擦特性の関係から強度低減係数Rinter=0.6が得られた． 
 引張試験：浚渫粘性土の撒き出し進捗状況や浚渫粘性土の圧密沈下により，ジオグリ
ッドのひずみ速度依存性を把握するために実施：同じ引張応力の作用下でも，引張ひ
ずみ速度の影響により，発生するひずみに大きな差が生じることが確認できた．ジオ
グリットに作用している応力を推定した結果，十分に安全な範囲であった． 
試験施工に
おける 
現場計測 
 伸びひずみ：ジオグリッドに局部的に作用していた張力が，均等に作用していること
を確認できた． 
 沈下：覆土に伴って沈下量も増えていくが，覆土終了後も沈下が徐々に進行する様子
が見られ，浚渫粘性土が圧密沈下している． 
数値解析 
 ジオグリッド敷設による施工機械の走行性を確認するため，事前解析を実施した結
果，ジオグリッド（引張強度80kN/m）敷設による地盤支持力増加および円弧すべり
に対する安全性が確認された．さらに，覆土材料として軽量なアッシュストーンの方
が自然土より沈下量が小さいことも分かった． 
 ジオグリッドと土の相互関係（インターフェイス）を考慮したFEM数値解析により，
インターフェイス要素の有無による全体の変位量は異なる変位量・伸びひずみを示
し，ジオグリッドと地盤のスリップを表現することができた． 
 2次元数値解析は，覆土による周辺地盤隆起のような地盤挙動は表現できないため，3
次元数値解析を実施した．地盤の沈下傾向およびジオグリッドの伸びひずみ減少傾向
をある程度シミュレートすることができた． 
A) 覆土厚さの不均一によるジオテキスタイルの破断 
B) 覆土厚さが大きい不均一な覆土の施工による地盤の盛り上がり 
などによるトラブルが発生予想されたが，試験施工における現場計測および解析結果により，施工機
械のめり込み防止，地盤の過大な盛り上がり抑制が確認された．また，ジオグリッドの張力が均等に
作用していることが確認できた．よって，ジオテキスタイルを用いた覆土工法はを提案し，実施工で
採用され，問題なく施工が完了している． 
第六章 埋立地造成による工学的問題への対応策 
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表層処理工法は，その後の建設工事に多大な影響を与える重要な工事である．今回，二つ
の工法（鉄鋼副産物のリサイクルに着目した表層混合改良工，ジオテキスタイルを用いた覆
土施工法）の超軟弱粘土地盤への適用性を吟味するために，試験施工，室内試験，原位置調
査および解析などを通じて地盤改良効果を検討した．神戸空港島の敷地の地盤条件に対して，
ジオテキスタイルを用いた覆土施工法を実施することで，地盤改良効果が得られた．今まで
超軟弱粘性土地盤での施工事例が殆ど少ないことを考えると，ジオテキスタイルを用いた覆
土施工法の実施による地盤改良工は，将来施工される同種の地盤条件においての地盤改良工
事のために，貴重なデータになると考えられる． 
 
(2) 海成地盤の圧密沈下のメカニズム究明 
神戸沖の沖積ならびに洪積海成粘性土地盤の圧密沈下量の予測のために，乱さない試料を
用いた室内一次元圧密試験を実施し，圧密降伏応力に及ぼす圧縮ひずみ速度および堆積年代
の影響を調べた． 
 
その結果， 
① 神戸空港島のMa12，Ma11層の原位置における圧密挙動の観測結果と室内で広範のひ
ずみ速度で実施された圧密試験結果の比較検討から，現場のひずみ速度10-6(%/min)に
対応する過圧密比(OCR)は室内試験で求まるOCRよりも相当小さい．OCRをパラメー
ターとした沈下予測を実施する場合には，ひずみ速度の違いを考慮して，定ひずみ速
度載荷による室内圧密結果を補正する必要がある． 
 
② ひずみ速度依存係数αは，年代効果により，堆積年代が古い程，速度依存性の程度が
小さくなることが明らかとなり，この影響を定量的に評価した． 
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図6.2.3 原位置地盤におけるOCRの推定法 
 
 
 
図6.2.４ ひずみ速度依存係数αと堆積年代の関係 
 
これらの結果から，応力履歴としては正規圧密地盤である神戸沖海成粘性土地盤の沈下予
測をするためには，圧密降伏応力のひずみ速度依存性に及ぼす堆積年代の影響を明らかにし，
この影響を考慮することにより，より精度の高い沈下予測が可能になると考えられる． 
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第七章 結論 
 
本論文は，埋立地造成により発生する地盤工学的な課題を解決するため，超軟弱地盤の土
地化の初期段階における施工性の問題および大規模埋立て地の海成地盤の洪積粘土層の沈下
の原因と対策について，地盤調査（原位置調査，室内試験），施工履歴の分析（施工中の動
態観測データ，埋立による沈下計測），数値解析（事前解析，逆解析）を実施することより，
その原因を解明した上で，それぞれ具体的な対策を提案している． 
 
まず，第三章では，神戸空港島の埋立区域および神戸沖処分場のそれぞれのサイトの地盤
概要，物理特性・力学特性を明らかにした． 
 
① 神戸空港島の埋立区域の三次浚渫粘土は，不安定な未圧密地盤であり，一次圧密が終了
していない．二次浚渫粘土は，三次浚渫粘土層と比べて安定な地盤で，正規圧密状態に
ある．一次浚渫粘土は，二次浚渫粘性土層と同様に比較的安定な地盤であるが，圧縮性
は依然として大きい． 
 
② 神戸沖処分場の塑性限界はいずれの層も大差なく，液性限界はMa11層が他のMa層より
も小さく，Ma13層，Ma12層，Ma10層は，それぞれ下部の塑性が小さいのが特徴的であ
る. 自然含水比は，Ma13 層が液性限界に近い値となっているのに対し，Ma12層，Ma11
層，Ma10層は塑性限界と液性限界のほぼ中間より若干液性限界側の値を示している．
大阪湾内の洪積層の物理特性の傾向をみるために神戸空港島および大阪沖埋立処分場の
液性・塑性限界と自然含水比を比較した結果，同じMa層であっても，堆積位置および
堆積深度の違いにより，塑性が異なっている． 
 
第四章では，２種類の表層処理工の試験施工を実施し，原位置調査と室内試験結果に基づ
いて表層改良工法の実施工への適用性に関して検討した．さらに，数値解析による地盤変形
予測を実施し，対策工の効果を検証した． 
 
鉄鋼副産物混合による表層改良工法の事例研究から得られた結論は以下の通りである． 
③ 室内において高含水比の浚渫粘性土と３種類の鉄鋼副産物を種々の条件で混合し，鉄鋼
副産物の種類，配合比の違いが強度特性に及ぼす影響を一軸圧縮試験により調べた．水
砕スラグ，アッシュストーン，製鋼スラグ順に，養生期間が長くなるにつれて圧縮強度
が増加した．製鋼スラグは，いずれの配合においても養生日数の増加に伴う強度増加が
第七章 結論 
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最も顕著である． 
 
④ 神戸空港島の埋立地において，３種類の鉄鋼副産物と浚渫粘性土を混合撹拌することに
よる表層混合処理の試験施工を実施した．混合地盤の均質性および強度増加を調査する
ため，表面波探査，簡易支持力調査，ラムサウンディングの原位置試験ならびに室内試
験を実施した．上述した室内試験結果と同様に，製鋼スラグ，水砕スラグ，アッシュス
トーンの順に，養生期間が長くなるにつれて強度が増加した．製鋼スラグ混合地盤では，
施工後4週間で地盤強度が10倍以上となり，製鋼スラグ混合による著しい改良効果が確
認できた． 
 
⑤ 原位置調査及び室内配合試験の結果を用いて，表層改良後の施工機械のトラフィカビリ
ティーに関して検討を行った．「道路土工－施工指針」による建設機械の施工に必要な
コーン指数を用いて検討を行った結果，浚渫粘土（含水比wn=127％）に製鋼スラグを混
合した場合，60日以上養生しないと施工機械の走行は無理であることが判明した．鉄鋼
副産物の利用用途に応じて要求される強度が異なることから，配合比率の影響や用地化
に向けた混合方法等についても今後引き続き検討する必要がある． 
 
⑥ 含水比200％程度の超軟弱粘土地盤を対象とした鉄鋼副産物の混合による表層処理工法
は，水分量が多すぎて，地盤改良工としての適用は現実的ではない．鉄鋼副産物の混合
による表層改良工を表層処理工法として実務で用いるためには，長い工期が必要である． 
 
ジオテキスタイルを用いた表層覆土施工法の事例研究から得られた結論は以下の通りであ
る． 
⑦ 覆土施工のための重機のトラフィカビリティー確保を目的として，ジオグリッド敷設の
有無による浚渫粘性土表層部の変形挙動を２次元FEM変形解析により検討した．FEM解
析の結果，当時の現地での浚渫粘性土の性状（せん断強度）の下では，ジオグリッドな
しでの車両の走行は不可能であること，また，ジオグリッドを敷設することで過大な沈
下を防ぎ施工機械の走行性が確保できることが推定された． 
 
⑧ ジオグリッドを用いた表層覆土施工におけるジオグリッド〜地盤の相互作用を考慮した
変形解析を実施する前に，室内において引張ひずみ速度を変化させたジオグリッドの応
力~ひずみ挙動を測定した．ジオグリッドの応力~ひずみ関係は，ひずみ速度に依存する
こと，また，ひずみ速度が変化する場合についてもひずみ速度固有の応力~ひずみ曲線
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上を推移するアイソタック性を示すことが明らかとなった． 
 
⑨ 引張土中引抜き試験結果から，水砕スラグおよびアッシュストーンに発生する引抜き抵
抗力は同程度であること，引抜き抵抗力と土の強度定数から強度低減係数0.6が得られた．
引抜き試験から得られた結果を用いてFEM解析を実施することで，ジオグリッドと地盤
のスリップ現象をシミュレーションした．一方，インターフェイスパラメーターの設定
の有無が地盤変形量およびジオグリッドのひずみに影響を与えることがわかった．ジオ
グリッドを敷設することで，覆土施工時の過大な沈下を防ぎ，施工機械の走行性が確保
できることが分かった． 
 
⑩ ジオグリッドの伸びひずみの現場計測結果と2次元および3次元変形解析結果を比較検討
した．その結果，覆土施工が実施された地点は沈下し，その周辺地盤が隆起しているこ
とが確認でき，その地盤の隆起がジオグリッドの伸びひずみの増減に影響を及ぼすこと
が分かった．従って，軟弱地盤が非排水状態で広域に変形する場合の数値シミュレーシ
ョンにおいて，2次元解析には限界があり，3次元解析を同時に実施する必要がある． 
 
表層処理工法は，その後の建設工事に多大な影響を与える重要な工事である．今回，二つ
の工法（鉄鋼副産物のリサイクルに着目した表層混合改良工，ジオテキスタイルを用いた覆
土施工法）の超軟弱粘土地盤への適用性を吟味するために，試験施工，室内試験，原位置調
査および解析などを通じて地盤改良効果を検討した．神戸空港島の敷地の地盤条件に対して，
ジオテキスタイルを用いた覆土施工法を実施することで，地盤改良効果が得られた．今まで
超軟弱粘性土地盤での施工事例が殆ど少ないことを考えると，ジオテキスタイルを用いた覆
土施工法の実施による地盤改良工は，将来施工される同種の地盤条件においての地盤改良工
事のために，貴重なデータになると考えられる． 
 
第五章では，神戸沖の処分場で採取した海底粘土を用いて一次元圧密挙動におけるひずみ
速度に着目して海底粘土の沈下挙動の規則性を調べ，堆積年代が圧密降伏応力に及ぼす影響
について検討し，室内圧密試験結果の信頼性を議論するために品質評価を行った．主な結論
は次のようにまとめられる．上記の一連の検討を行った結果から明らかとなった知見・課題
を以下に示す． 
 
① 室内で得られたひずみ速度に依存しないせん断弾性係数GLabと原位置試験（PS検層：サ
スペンス法）から得られたGfを比較した結果，いずれの洪積粘土試料においても両者は
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ほぼ一致しており，室内試験に用いた試料は乱れの影響の極めて少ない高品質な試料で
あるといえる． 
 
② 神戸沖の粘性土の一次元圧密挙動は，アイソタック特性を示し，ひずみ速度が小さい程，
圧密降伏応力が小さくなるという圧密降伏応力のひずみ依存性がある． 
 
③ 神戸空港島のMa12，Ma11層の原位置における圧密挙動の観測結果と室内で広範のひず
み速度で実施された圧密試験結果の比較検討から，現場のひずみ速度10-6(%/min)に対応
する過圧密比(OCR)は室内試験で求まるOCRよりも相当小さい．OCRをパラメータとし
た沈下予測を実施する場合には，ひずみ速度の違いを考慮して，定ひずみ速度載荷によ
る室内圧密結果を補正する必要がある． 
 
④ 圧密降伏応力に及ぼすひずみ速度依存性は，堆積年代が若い粘土ほど顕著である．した
がって，ひずみ速度0.01%/minを基準ひずみ速度にして整理したOCRに対するひずみ速
度依存係数αは，堆積年代が若い程大きくなった． 
 
⑤ Ma12の洪積粘土について長期圧密試験を行った結果，現場の圧縮ひずみ量は相当小さ
く，長期間にわたっておおよそ10-6(%/min)のひずみ速度で相当期間圧縮が進行するもの
と推測される． 
 
⑥ Ma12の洪積粘土について, （即時）最終沈下量を求めた結果，室内試験のひずみ速度レ
ベルではOCR≒1.6～1.8が得られ，Ma12層全体の最終沈下量は約0.08mと算定された．
一方，実際に計測されたMa12層の沈下量は2013年1月時点において，すでに約0.28mま
で達している．一方，現場におけるひずみ速度条件（＝10-6 %/min）を考慮して（OCR
＝1.20と設定）した場合には，概ね0.33mとなる．これらの結果から，洪積粘土層の即時
沈下予測において，ひずみ速度を考慮した原位置のOCRの推定は，沈下予測の精度を左
右する重要なパラメータであることが分かった．  
 
応力履歴としては正規圧密地盤である神戸沖海成粘性土地盤の沈下予測をするためには圧
密降伏応力のひずみ速度依存性に及ぼす堆積年代の影響を明らかにし，この影響考慮するこ
とで，より精度の高い沈下予測が可能になると考えられる． 
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本研究により，埋立地造成による様々な地盤工学的な問題を解決するためには，周到な地
盤調査，施工履歴の分析，数値解析を通して原因を把握し，地盤性状に応じた適切な対策を
工夫することで，埋立地造成によるトラブルの発生を未然に防げることが分かった． 
 
 
 
付録 A 
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 付録A 原位置調査および室内配合試験結果による地盤改良効果の評価 
 
1.1 セメント系固化材による地盤改良時の設計マニュアルに準じた検討 
 鉄鋼副産物と浚渫粘土の混合による表層混合処理工の適用性を検討するため，本研究で
得られた原位置調査および室内配合試験結果を用いて，セメント系固化材による地盤改良時
の設計マニュアル1)に準じた試算を行った． 
① 改良地盤に作用する施工機械の最大接地圧が改良地盤の許容支持力度を越えない（改
良地盤の設計強度） 
② 下部地盤（改良地盤下の未改良地盤）に作用する最大接地圧が改良地盤の許容支持力
度を超えない（改良地盤厚さ） 
以上の項目に関して，支持力計算は「建築基礎構造設計方針」（日本建築学会）に基づき，
建設機械足場の打設機の走行（仮定）による改良地盤の支持力に関して検討を行った． 
 
(1) 検討概要 
表層の鉄鋼副産物の混合処理後，三次浚渫粘土地盤の未改良地盤（GL-3m以後部分）に
対して，再度改良が必要になる．その時用いられる仮想重機は，杭打機（本体：DH608-
120M，総重量128.4t，リーダー長さ30.0m）である（図1.1参照）．接地圧，JIS A 8401により，
平均接地圧は154kN/m2で，局部的な接地圧は，373kN/m2である．衝撃係数i＝1.2を考慮し，
クレーンの最大接地圧とする．改良地盤上に厚さ22mmの敷材（鉄板：6.0m×1.5m）を1枚敷
くこととする． 
粘性土は含水比wn=127%，湿潤密度はρt=1.38g/cm
3，原地盤強度の粘着力c=qu/2は5(kN/㎡) 
に仮定，内部摩擦角度φ=0°である．図4.2.19に示すように機械条件は重機クローラ形状
B=0.8m（クローラ短辺長さ），機械条件は重機クローラ形状L=5.8m（クローラ長辺長さ），
最大接地圧Pmax=373（kN/m
2）×1.2=447.6kN/m2 
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図1.1 杭打機例2) 
 
 
図1.2 下部地盤に作用する接地圧2) 
 
(2) 計算方法 
i）敷鉄板効果によるクローラクレーンの接地圧力の検討2) 
最大接地圧（衝撃係数考慮）Pmax=447.6kN/m
2 
敷鉄板の有効幅 クローラ短辺方向 シュー幅の2倍を仮定 B’=2×B=1.6m 
クローラ長辺方向 最大接地圧が等分にかかる仮定（ただし，長辺方向の
荷重広がりは無視）L=5.8m 
敷鉄板を考慮した最大接地圧力Pmax’=Pmax×B/B’=223.8kN/m
2 
 
ii）改良地盤の許容支持力の算出 
改良地盤の設計強度quを算定するため，建築基準法施令集第93条に関する国土交通省告示
1113号（平成13年7月）に則り，仮設地盤であるため，許容支持力は短期許容支持力qaを用い
た． 
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qa= 2/3 (ίcαCNc+ίγβρt1BNγ+ίqρt2DfNq)            （1.1） 
ίc，ίγ，ίq：基礎に作用する荷重の鉛直方向に対する傾斜角に応じた数値 
ίc=ίq=（1-θ/90）
2，ίγ=（1-θ/ ϕ）
2             （1.2） 
 
 θ：基礎に作用する荷重の鉛直方向に対する傾斜角（θがϕを超える場合は，ϕとする） 
 ϕ：地盤の特性によって求めた内部摩擦角（θ=0より，ίc，ίγ，ίq=1.0） 
 C：下部地盤の粘着力（c=qu/2=0.5 kN/㎡） 
 ϕ：下部地盤の内部摩擦角（粘性土よりϕ =0°） 
 Nc，Nγ，Nq：基礎地盤ϕ =0°より（Nc=5.1，Nγ=0.0，Nq=1.0） 
 α，β：形状係数 α=1.0+0.2×B/L（BはB’を用いる）≒1.1 β=0.5-0.2･B/L≒0.4 
 ρt1：支持地盤の湿潤密度 
 ρt：根入れ部分の湿潤密度 
 Df：基礎の根入れ深さ（Df=0m） 
 B：応力分散を考慮した仮想基礎底面幅（B’=2･B×2=1.6m） 
許容支持力qaは18.7（kN/m
2）である． 
 
短期許容支持力qa’は式1.1から 
 qa’= 2/3 (ίcαCNc+0+0)                 （1.3） 
=3.7×（qu/2）（kN/ m
2） 
改良地盤が安定するためには qa’≧Pmax’を満足しなければならない 
3.7×（qu/2）≧223.8kN/m
2 
qu≧121.0kN/m
2 
 
iii）改良地盤厚さZの算出 
荷重分布による下部地盤に働く荷重（q’）が短期許容支持力度（qa）を下回る改良厚さ
（Zを）求めて地盤改良が必要な厚さとする 
 
q’=P×B’×L/（B’+2Ztanθ）（L+2Ztanθ）      （1.4） 
 P：重機の最大接地圧（kN/ m2）Pmax’ 
 B’：クローラ敷鉄板下部に作用する載荷幅（m）2B 
 L：クローラの載荷長さ（m） 
q’＜qaを超えなければならないため，Z=6.07m 
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設計強度quは121.0kN/m
2を超えなければならない．原位置調査の非排水圧縮強度さ（= 一
軸圧縮強度 qu）の結果から，このお条件満足する改良材は製鋼スラグであるが，原地盤の
粘着力を5.0に仮定したが，実際の粘着力は殆どゼロに近いため，約6mの改良地盤厚さが必
要になる．三次浚渫粘土地盤の層厚は約5mであるため，全地盤を混合処理しなければならな
いことになる． 
これらの結果から，鉄鋼副産物の混合による表層処理工法は今回の地盤性状には地盤改良
工として適用は不可能である．一方，鉄鋼副産物の混合による表層改良工を表層処理工法と
して実務に用いるためには，鉄鋼覆産物と浚渫粘土の配合比率の影響，養生期間や混合方法
等についても長期的な視点で検討する必要がある． 
付録 A 
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